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２. 違反屋外広告物の除却等に関する実態把握 

２－１ 屋外広告物を規制誘導する手法の整理 

各地方公共団体が導入可能な屋外広告物を規制誘導するための手法について、現行制度

（規制誘導できる地区要件や物件等）を整理した。 

 
（１） 屋外広告物に対する規制誘導手法の傾向 

・ 現在、屋外広告物を規制誘導する法律としては、屋外広告物法（昭和 24 年法律第

189 号）がある。本法によって、屋外広告物の表示や掲出物件の設置等に関する基

準を規定している。現行の屋外広告物法では、屋外広告物の規制に関する事務は地

方公共団体（都道府県、指定都市、中核市、一部の景観行政団体）が主体となり、

地域の実情等に即した規制を条例に基づいて行うこととしている。 

・ 実際の屋外広告物の表示や掲出物件の設置等に関する具体の規制事項・要件は、地

方公共団体（都道府県、指定都市、中核市、一部の景観行政団体）毎に制定してい

る。 

※景観法の成立によって、指定都市や中核市以外の景観行政団体についても、屋外広告

物に関する条例を定められることとなった。 

 
（２） 屋外広告物法について 

・ 屋外広告物法は、「良好な景観を形成し、若しくは風致の維持し、又は公衆に対する

危害を防止するために、屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件の設置並

びにこれらの維持並びに屋外広告業について、必要な規制の基準を定めることを目

的」としたものである。 

・ 屋外広告物法は、屋外広告物及び屋外広告業に対し、①良好な景観の形成及び風致

の維持、②公衆に対する危害の防止の２つの観点から規制を行うための基準を定め

ている。屋外広告物に関する規制誘導する法律は、広告物取締法（明治 44 年法律第

70 号）（旧法）が最初で、その後、昭和 24 年に新憲法と地方自治法に基づいて全面

的に改定され、現行の屋外広告物法が制定された。 

・ 旧法では、①美観風致の維持、②安寧秩序の維持、③善良風俗の保持、④危害防止

の４つの観点により規制を行っていた。一方、現行の屋外広告物法では、①美観風

致の維持（平成 16 年の第 4 次改正後、「良好な景観の形成及び風致の維持」に変更

された。）、②危害防止、の２つの観点から規制するとしている。 

・ また、旧法では、広告物の規制に関する事務を国の事務とし、都道府県知事へ委任

し、都道府県知事が規則を定めて規制していた。現行の屋外広告物法では、都道府

県が主体の自治改訂事務とし、都道府県の条例に基づいて規制することとしている。 
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・ 現行の屋外広告物法は、以下のとおり現在までに大きく４回改正されている。 

第 1 次改正（昭和 27 年）：公告を前提とする略式の代執行の規定等が追加された。 

第 2 次改正（昭和 38 年）：違反はり紙について、行政代執行の手続きなしで速や

かに除却（簡易除却）できる規定等が追加された。 

第 3 次改正（昭和 48 年）：簡易除却措置の対象としてはり札や立看板等が追加さ

れた。屋外広告物業者の届出制度が導入された（屋外

広告物業の定義付け）。 

第 4 次改正（平成 16 年）：簡易除却措置の対象が緩和された（のぼり旗等へ拡大

する等）。許可対象地域が全国拡大された。景観行政団

体（市町村）が屋外広告物条例を策定することが可能

となった。屋外広告物業者の登録制が導入された。 

 

○屋外広告物の定義 

・ 屋外広告物法では、営利、非営利を問わず、次の４つの要件全てを満たしているも

のを屋外広告物として定義している。（法第 2 条第 1 項） 

 

表 ２-１ 屋外広告物の要件 

屋外広告物の４つの要件 備考 
①常時又は一定の期間継続して表示さ
れるもの 

定着して表示されていることを示しており、例えばビラ
やチラシ等は電柱・塀等に貼付された段階で定着したと
判断され、屋外広告物としての扱いとなる。また、可動
式広告や自動車・電車等の車体広告等も、「一定の期間
継続して表示」されることから、屋外広告物扱いになる。 

②屋外で表示されるもの 建物等の外側から展示物を設ける広告物は屋外広告物
の扱いとなる。しかし、建物等の内側から展示を設ける
場合は、屋内広告物となり、屋外広告物とはならない。 

③公衆に表示されるもの 建物の外側からの掲出であっても、中庭のような閉鎖的
な空間に掲出している場合は、公衆の表示に該当せず、
屋外広告物に該当しない。また、駅、乗船場、空港等の
内側は、当該施設の管理者の管理権に基づくことから、
屋外広告物に該当しない。 

④看板、立看板、はり紙、はり札、広
告塔、広告板、建物や工作物等に掲出・
表示されたものやこれに類するもの 

煙突や塀等の工作物、岩石や樹木等について、これらを
利用し広告を掲出した段階で、屋外広告物となる。 

 

○屋外広告物業者の定義 

・ 屋外広告物法において、屋外広告物業者とは「屋外広告物の表示又は掲出物件の設

置を行う営業」と定義されている。したがって屋外広告物の表示や掲出物件の設置

等を業として請け負わない広告代理業や屋外広告物の印刷・製作等、実際に屋外広

告物の表示や、掲示物件の設置を行わないものは、該当しない。 
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○屋外広告物等の制限について 

広告物の表示等の禁止 

・ 条例で定めるところにより、下記について屋外広告物の表示等を禁止することがで

きる。 

1) 良好な景観・風致目的のために、広告物の表示や掲出物件の設置を禁止できる地域

や場所（法第 3 条第 1 項） 

・ 都市計画法による第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、
第１種中高層住居専用地域、第２中高層住居専用地域、景観地区、風致
地区又は伝統的建造物群保存地区 

・ 文化財保護法の規定により指定された、建造物の周囲や都道府県が定め
る範囲内にある地域等 

・ 森林法による保安林として指定された森林のある地域 
・ 道路、鉄道、軌道、索道又はこれらに接続する地域で、良好な景観又は

風致を維持するために必要があるものとして、都道府県が指定した地域 
・ 公園、緑地、古墳又は墓地 
・ 都道府県が特に禁止指定する地域や場所 

 

2) 良好な景観・風致目的のために、広告物の表示や掲出物件の設置を禁止することが

できる物件（法第 3 条第 2 項） 

・ 橋梁 
・ 街路樹、路傍樹 
・ 銅像、記念碑 
・ 景観法により指定された景観重要建造物、景観重要樹木 
・ 都道府県が特に禁止指定する物件 

 

3) 公衆に対する危害防止のために必要な場合（法第 3 条第 3 項） 

都道府県は条例で定めるところにより、公衆に対する危害を防止するために必要がある

と認めるときは、広告物の展示又は掲出物件の設置を禁止することができる。 

 

広告物の表示等の制限（法第 4 条） 

・ 屋外広告物の表示等の制限については、良好な景観・風致目的のために、都道府県

の条例により、広告物の表示や設置に際して、都道府県知事の許可を受けなければ

ならないとすることやその他の必要な制限を設定できるとしている。 

 

広告物の表示の方法等の基準（法第 5 条） 

・ 良好な景観・風致目的のために、広告物の形状（高さ、幅等）、面積、色彩、意匠そ

の他表示の方法の基準、掲出物件の形状、設置方法、維持方法の基準を定めること

ができるとしている。 
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景観計画との関係（法第 6 条） 

・ 景観計画に広告物の表示及び掲出物件の設置に関する行為の制限に関する事項が定

められた場合において、景観行政団体における屋外広告物の規定については、景観

計画に基づいて規定することとし、指定都市及び中核市以外の景観行政団体である

市町村による屋外広告物条例の制定・改廃も可能としている。 

 

○監督について 

違反に対する措置 

・ 違反屋外広告物に対する措置としては、下記のものがあげられる。 

1) 措置命令（法第 7 条第１項） 

・ 違反した広告物や掲出物件が表示、設置された場合や何らかの理由で違反状態とな

るに至った場合には、条例の定めるところにより、都道府県知事は、屋外広告物の

表示、設置の停止等、必要な措置を命じることができるとしている。（必要な措置と

は、除却、改修、移転、修繕、許可の取消、口頭による指導指示等である。） 

・ 措置を命ぜられる相手は、「違反した広告物を表示または違反した掲出物件を設置し

た本人」、「依頼を受けて、又は他人のために広告を表示・掲出した屋外広告物業者」、

「業者に広告の表示・掲出を委託した広告主」や「管理者」である。 

・ 必要な措置が命令されても、措置に係る義務を履行しない場合には、都道府県知事

は、原則として、行政代執行の手続を採ることができる。措置命令の詳細について

は、都道府県による条例で規定される。 

 

2) 相手方が確認できない場合の略式の代執行手続（法第 7 条第 2 項） 

・ 違反した広告物や掲出物件が表示・設置された場合や何らかの理由で違反状態となる

に至った場合で、それらの物件を設置した者や管理者等が確認できない場合、都道府

県知事は必要な措置を地方公共団体もしくは委託した者に行わせることができる。 

・ 相手方を確認できない場合の行政代執行の手続が現実的ではないとの観点から、略式

の手続として認められている。ただし、広告板や広告塔等は、ある程度の財産価値を

持っているため、条例で定める期限内に必要な措置を講じなかった場合に、地方公共

団体もしくは委託した者が除却することを公告しなければならないとしている。 

 

3) 行政代執行の要件の明確化（法第 7 条第 3 項） 

・ 違反した広告物や掲出物件を表示・設置した者や管理者等が確認でき、措置を履行

しない場合や履行しても十分でない場合、または期限内に履行できない場合に、都

道府県知事は必要な措置を地方公共団体もしくは委託した者に行わせることができ

（行政代執行）、その費用を義務者（違反者）から徴収することができるとしている。 
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表 ２-２ 行政代執行の手続 

手続 内 容 
① 戒告  定められた期限内に必要な措置を履行しなかった場合、代執行を

行うことを文書で通知。 
② 代執行令書によ

る通知  
定められた期限内に必要な措置を利用しなかった時に通知する。 

③ 特例  非常の場合や危機切迫の場合で、①②の手続をとる暇がないとき、
①②を省略できる。 

④ 代執行  必要な措置を地方公共団体もしくは委託した者が行う。 

⑤ 物件の引渡し 
⑥ 費用の納付命令 必要な措置を履行した際に要した費用の納付額と納付期日を文書

で知らせる。 
⑦ 強制徴収 納付期日までに費用が納付されない場合、徴収する。 

 

4)簡易除却（法第 7 条第 4 項） 

・ 屋外広告物条例に違反している広告物や掲出物件が、はり紙、はり札等、広告旗、

立看板等の簡易な広告物や掲出物件である場合については、それらの物件を設置し

た者や管理者等が確認できる場合でも、簡易な除却措置を地方公共団体もしくは委

託した者に行わせることができるとされている。 

・ 条例に違反した広告物・掲出物が、はり紙である場合は次の①の要件、はり札等、

広告旗、立看板等の場合は次の①と②の両方の要件を満たした時に簡易除却ができ

る。 

＜簡易除却の要件＞ 

①次の３つのいずれかの要件が該当する。 
i 都道府県知事の許可を受けるべき広告物・物件であることが明らかに

わかるにもかかわらず、許可を受けないで表示・設置されているとき 
ii 条例で定められている適用除外の要件に該当しないと明らかにわか

るにもかかわらず、表示・設置されているとき 
iii 条例に明らかに違反して表示・設置されていると認められるとき 

②管理されずに放置されていることが明らかであること。 

 

＜簡易除却の対象物件＞ 

・はり札等： ベニヤ板やプラスチック版等に紙を貼ったもの、または直接塗
装・印刷して、容易に取り外しできる状態で工作物等に取り付
けられているはり札やこれに類する広告物。 

・広告旗： 容易に移動、取り外しのできる状態で立てられ、または工作物
等に取り付けられている広告旗。のぼり旗。 

・立看板： 容易に取り外しのできる状態で立てられ、または工作物等に取
り付けられている立看板やこれに類するもの。 

※ 野立看板のように土地に固定された状態で建植されたものの簡易除却は認められていない。 
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＜簡易除却の措置を行える主体＞ 

① 都道府県知事 
② 知事の命じた者：屋外広告物に関する事務の執行一般について知事の指揮

監督を受ける者（通常は所属の職員）。 
③ 知事が委任した者：屋外広告物に関する事務の執行一般について知事の指

揮監督を受ける以外の者（電気事業者、電気通信事業者、ボランティア等）。 

※ ①②の場合、知事又は知事の命じた職員の監督の下に、除却作業等を第三者（民間清掃業者
や民間ボランティア等）へ委託できる。 

 

除却した広告物等の保管、売却又は廃棄 

・ 除却した広告物等の保管、売却又は廃棄に関する規定は次のとおりである。 

1) 除却した広告物等の保管（法第 8 条第 1 項） 

・ 略式代執行や簡易除却した広告物等は、はり紙を除き保存しなければならない。 

2) 保管した広告物の返還のための公示（法第 8 条第 2 項） 

・ 保管した広告物等を所有者等へ返還するため、公示を行わなければならない。 

3) 保管した広告物等の売却等（法第 8 条第 3 項） 

・ 下記のいずれかを満たす場合、広告物を売却して現金化し保管することができる。 

① 広告物が滅失、破損する恐れがある場合 
② 次の２つを満たす場合 

(1)公示日から所定の期間を過ぎても広告物を返還することができないとき。 
   簡易除却されたはり札等、広告旗、立看板→2 日以上で条例の定める期間 
   特に貴重な広告物・掲出物件→3 ヶ月以上で条例の定める期間 
   上記以外の広告物・掲出物件→2 週間以上で条例の定める期間 
  (2)広告物等の価格と比べて、不当に高い保管費用または手数がかかるとき 

4) 保管した広告物等の廃棄（法第 8 条第 4 項） 

・ 売却しようとした広告物について、下記の全ての要件を満たす場合には破棄できる。 

①広告物・掲出物件の価格が著しく低い場合 
②買受人がいない場合、もしくは、買受人がないことがあきらかである場合 

5) 売却費用の支弁（法第 8 条第 5 項） 

・ 広告物・掲出物件の売却代金は、売却までに要した費用に充てることができる。 

 

6) 除却に要した費用の負担（法第 8 条第 6 項） 

・ 違反広告物の除却、保管、売却、公示等で要した費用は、広告物等の所有者等に負

担させることができる。 

 

7) 保管した広告物等の所有権の帰属（法第 8 条第 7 項） 

・ 保管した広告物が 6 ヶ月経過しても返還できないときは、その所有権は都道府県に

帰属する。 
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（３） 各種法令による屋外広告物等の規制誘導等 

・ 屋外広告物に対する規制誘導については、（１）で述べたとおり、屋外広告物法に基

づき都道府県等によって制定された条例で可能である。ここでは屋外広告物法を含

む各種法令における屋外広告物の規制誘導の適用可能性を把握するため、以下の各

法令を対象に、その概要を取りまとめた。 

・ さらに、各法令における適用可能な要件に対して、屋外広告物の規制誘導や除却に

関連の高い法令を抽出し、屋外広告物等への適用措置及び景観的観点からの規制適

用や除却の可否等について整理した。（表 ２-３） 

○対象とした法令 

①屋外広告物法 
②景観法 
③都市計画法 
④建築基準法 
⑤道路法・道路交通法 
⑥文化財保護法 
⑦自然公園法 
⑧都市緑地法 
⑨幹線道路の沿道の整備に関する法律 
⑩集落地域整備法 
⑪観光立国推進基本法（平成 19 年 1 月施行、観光基本法の全面改定） 
⑫首都圏近郊緑地保全法 
⑬その他（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律、古都におけ
る歴史的風土の保存に関する特別措置法、公職選挙法、行政代執行法） 

 

○各法令における屋外広告物の規制誘導の概要 

① 美観風致の維持のための屋外広告物の表示や掲出物件の設置については、原則とし

て「屋外広告物法」に基づいた各都道府県の屋外広告物条例にて規制、取り締まる

ことが可能である。平成 16 年の法改正により、これまで必要な規制誘導等ができな

かった人口 5,000 人未満の町村においても可能となった。 

② 「景観法」では、景観計画に屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件の設

置に関する行為の制限に関する事項を定めることができる。なお、景観計画にこれ

らの事項が定められた場合には、屋外広告物法に基づく屋外広告物条例は、当該景

観計画の内容に即して定められることとなる。 

③ 「都市計画法」では、地区計画により、工作物の形態意匠等の制限を行うことや風

致地区を定め、工作物の建設等について許可にかからしめることができる。 

④ 「建築基準法」では、安全性の観点から、防火地域内の看板や広告塔等に関して、

建築物の屋上に設けるもの又は高さ三メートルをこえるものに対する不燃化が規定

されている。 

⑤ 「道路法」では、道路を占有する広告物に対して規制が可能だが、違反広告物等の

除却等の記載はない。一方「道路交通法」では、同法に第 2 条第 1 項で規定する道
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路（道路法で規定する道路、道路運送法で規定する自動車道等）を対象にしており、

道路交通の危険防止等の措置として、屋外広告物を含む物件の規制や除却等を規定

している。 

⑥ 「文化財保護法」では、屋外広告物の表示等による現状変更行為や影響を及ぼす行

為に対して規制可能である。また、同法における伝統的建造物群保存地区について

は、市町村条例により必要な措置を規定可能である。 

⑦ 「自然公園法」では、同法に基づいて指定された特別地域や普通地域において、屋

外広告物や類似する工作物の規制誘導等が可能である。特別地域は許可なしで表示

することが一切できない。普通地域であっても国立公園は環境大臣、国定公園は都

道府県知事への届出が必要となる。都道府県立自然公園については、各都道府県で

制定する条例によって規制誘導等が可能である。同法は、自然環境の維持・保全と

いった見地から、指定地域内への建築物、工作物等は整備させないことを基本スタ

ンスとしており、違反に対しても撤去・除却を含む現状復帰を基本としている。 

⑧ 「都市緑地法」では、緑地保全計画等で定めた基準を元に必要な措置等の規定が可

能である。 

⑨ 「幹線道路の沿道の整備に関する法律」では、沿道地区計画により、工作物の形態

意匠等の制限を行うことができる。 

⑩ 「集落地域整備法」では、集落地区計画により、工作物の形態意匠等の制限等を行

うことができる。 

⑪ 「観光立国推進基本法（「観光基本法」の全部改定による）」では、「法制上の措置等

（第 7 条）」として「政府は、観光立国の実現に関する施策を実施するため必要な法

制上、財政上又は金融上の措置その他の措置を講じなければならない。」としている。

更に「観光地における環境及び良好な景観の保全（第 24 条）」において、観光地に

おける環境や景観保全を図るために、屋外広告物に関する制限等の必要な施策を講

ずるものとするとしている。 

⑫ この他、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」や「首都圏近郊緑地

保全法」、「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律」でも違反屋外

広告物の制限等は可能である。また、公職選挙法や行政代執行法等にも、屋外広告

物に関する規制誘導等の規定が含まれるが、一般的に規制誘導等として使用される

法令ではないと考えられる。 

 



 

 10 

 

表 ２-３ 屋外広告物の規制誘導に関連する法令における、対象物の規制及び 

景観的視点による除却の可否（１／２） 

法令名 
地域・
範囲等 

屋外広告物等に関する適用措置 
景観的観
点からの
規制適用 

除却の 
可否 

拠り所とする
条文 

備考 
（施行令等） 

道路法 ・ 広告塔、広告物等でかつ政令で定めるも
のについては、道路管理者による道路占
用許可があれば可能。但し、道路交通法
による規定の適用を受ける場合には所轄
警察署長と協議が必要となる。 

・ 違反工作物等に対する除却等についての
記載はなし。 

× × 
（道路交通
法に準拠） 

道路法第32条
（道路の占用
の許可） 
道路法施行令
第 7条 

  

道路交通法 ・ 政令で定めるものについては、所轄警察
署による道路使用の許可があれば可能。 

・ 道路交通に関する禁止行為とみなされた
場合、違反に係る工作物等の除去、移転
又は改修等、道路における危険防止、交
通の妨害を排除するための措置が可能。 

× ○ 道路交通法第
76条（禁止行
為） 
道路交通法第
77条（道路の
使用の許可） 
道路交通法第
81条（違法工
作物等に対す
る措置） 

  

特別地
域 

・ 広告物（その他これに類する物の掲出、
設置、広告に類する工作物等を含む）は、
許可なしに表示できない。 

○ ○ 自然公園法第
13条 

普通地
域 

・ 広告物等の行為の種類、場所、施行方法
及び着手予定日等の届け出が必要。 

・ 国立公園（環境大臣）、国定公園（都道
府県知事）が、公園の風景保護が必要と
認めるときは、届出をした者に対して行
為の禁止、制限等、規制が可能。 

・ 違反に対しては中止を命じ、原状回復こ
れに代わるべき必要な措置が取れる。 

○ ○ 自然公園法第
26条 

自然公
園法 

都道府
県立自
然公園 

・ 公園の風致を維持するため、上記の特別
地域、普通地域等における規定の範囲内
において条例で規制が可能。 

○ ○ 
（条件に基
づく規定が
必要） 

自然公園法第
60条 

違反した場合、原状
回復もしくは、代わ
るべき必要な措置が
前提。 
  
  

建築基
準法 

防火地
域 

・ 防火地域内の看板や広告塔等に関して
は、建築物の屋上に設けるもの又は高さ
三メートルをこえるものについて不燃化
が必要。 

× × 建築基準法第
66条 

 

地区計
画 

・ 地区整備計画では、建築物等への規定の
他、壁面後退区域における工作物の設置
の制限が規定可能。 

・ 建築物等に関しては、建築基準法で規定。 

○ 
（良好な
居住環境
として規
定） 

○ 
（条件に基
づく規定が
必要） 

都市計画法第
12条の 5 

都市計画法施行令の
地区計画の区域内に
おける建築等の規制
として、「屋外広告
物で表示面積が 1平
方メートル以下であ
り、かつ、高さが 3
メートル以下である
ものの表示又は掲出
のために必要な工作
物の建設」には届出
が必要。 

都市計
画法 

風致地
区 

・ 風致地区内については、政令で定める基
準に従い、地方公共団体の条例で規制可
能。 

○ 
（条例の
制定が必
要） 

○ 
（条件に基
づく規定が
必要） 

都市計画法第
58条 
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表 ２-３ 屋外広告物の規制誘導に関連する法令における、対象物の規制及び 

景観的視点による除却の可否（２／２） 

法令名 
地域・
範囲等 

屋外広告物等に関する適用措置 
景観的観
点からの
規制適用 

除却の 
可否 

拠り所とす
る条文 

備考（施行令等） 

都市緑
地法 

緑地保
全地域 

・ 緑地保全地域では、行為の規制や措置の
基準等を緑地保全計画で規定可能。 

・ 保全が必要と認める場合、緑地保全計画
で定める基準に従って、当該行為の禁止、
制限、必要な措置が可能。 

・ 違反者に対して、原状回復もしくは代わ
るべき必要な措置が可能。 

○ ○ 都市緑地
法第 6条､
第 8条､第
9条 

  

特別緑
地保全
地区 

・ 風致又は景観が優れている、動植物の生
息地又は生育地として適正に保全する必
要がある場合、都市計画に特別緑地保全
地区として規定可能 

・ 広告物（その他これに類する物の掲出、
設置、広告に類する工作物等を含む）は、
許可なしに表示できない。 

・ 規定違反者に対して、原状回復もしくは
代わるべき必要な措置が可能。 

○ ○ 都市緑地
法第12条､
第14条､第
15条  

   

地区計
画等の
区域内
におけ
る緑地
保全 

・ 地区計画等緑地保全条例に基づき、区域
内における必要な条件等の規制が可能。 

・ 規定により、原状回復等の命令、立入検
査等が可能。 

○ ○ 都市緑地
法第20条､
第 22条  

  

生産緑地法 ・ 農林漁業と調和した都市環境の保全等良
好な生活環境の確保に相当の効用のある
市街化区域内の農地等に対して、一団の
ものの区域について、都市計画に生産緑
地地区を規定可能。 

・ 地区内では、広告物（その他これに類す
る物の掲出、設置、広告に類する工作物
等を含む）は、許可なしに表示できない。 

・ 規定違反者に対して、原状回復もしくは
代わるべき必要な措置が可能。 

○ ○ 生産緑地
法第 3条､
第 8条､第
9条 

  

史跡名
勝天然
記念物 

・ 広告物の掲出を含む、現状変更、保存に
影響を及ぼす行為は、許可なしにできな
い。 

・ 影響を及ぼした者に対しては、原状回復
を命令。また、原状回復に関し必要な措
置が可能。 

○ ○ 文化財保
護法第 109
条 

  

重要文
化的景
観 

・ 景観法による景観計画区域等で、市町村
が保存のため措置している重要なものを
重要文化的景観として選定。 

○ ○ 文化財保
護法第 134
条 

  

文化財
保護法 

伝統的
建造物
群保存
地区 

・ 市町村条例により、必要な現状変更の規
制や保存のため必要な措置を規定可能。 

○ 
（条例の
制定が必
要） 

○ 
（条件に基
づく規定が
必要） 

文化財保
護法第 142
条 
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２－２ 屋外広告物条例の規制内容に関する実態整理 

観光地における屋外広告物条例の規制内容について、法令に基づく地域指定の状況及び

規制誘導物件の状況、屋外広告物法第 7 条の措置状況について整理した。整理にあたって

は、観光地を特性別に類型化し、類型に基づいて具体的な地域を抽出した。 

 

（１） 観光地の類型化 

観光地の地域特性により、屋外広告物に起因する問題点や課題の内容が異なると考えら

れる。例えば、自然景観を魅力とする観光地では、野立看板等による景観阻害による地域

イメージの低下が考えられる。一方、都市型の観光地では、立看板等による案内標識等の

視認性低下が大きな課題になると考えられる。 

そこで、本調査では、 

・自然景観型（自然景観が卓越する地域） 

・歴史・文化型（歴史的な文化財等が集積する地域） 

・都市・文化型（都市内に近現代的な観光拠点が集積する地域） 

・都市・賑わい型（大都市の都心部の繁華街） 

の４つの地域に観光地を類型化して整理した。 

 

表 ２-４ 本調査における観光地の類型 

類型 観光地としての特性 屋外広告物に起因する 
主な課題例 

考えられる
地域の例 

自然景観型 自然公園に指定されてい
る区域や温泉地など、自然
の風景等が観光資源の核
となる地域。 

郊外部に立地しやすい広告物
（野立看板等）による自然景
観の阻害。 

北海道、 
長野県ほか 

歴史・文化型  伝統的建造物群保存地区
などに指定された古くか
らの街並みが観光資源と
なる地域。 

都市内部に多い広告物（屋上
広告・袖看板等）による歴史
的な景観の阻害。 

京都市、 
金沢市（茶屋
街）ほか 

都市・文化型  近代の歴史的な建造物の
集積や、海辺の観光拠点な
ど近現代的な文化資源が
都市内に集積する地域。 

屋上広告・袖看板等の都市内
部に多い広告物（屋上広告・
袖看板等）による景観阻害。 
立看板等による案内標識の視
認性の低下。 

横浜市（関内
地区）、 
神戸市（北野
地区）、 
長崎市（山手
地区）ほか 

都市・賑わい型 大都市の都心部などの繁
華街。 

立看板等による案内標識の視
認性の低下。 

東京都（歌舞
伎 町 、 秋 葉
原）、 
大阪府（道頓
堀）ほか 
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屋外広告物に対する規制誘導及び屋外広告物法第７条に基づく措置について、観光地の

類型別に地方公共団体を抽出し、措置状況を整理する。なお、抽出する地方公共団体は、

屋外広告物条例を有し、自ら規制誘導を行っている都道府県、政令市、中核市を対象とし

た。 

自然景観型については、平野、高原、山岳、海岸などの自然景観の種類に着目して抽出

し、歴史・文化型、都市・文化型、都市・賑わい型については、地方公共団体によって景

観の種類に比較的差異が少ないと考えられることから、観光地としての規模や景観への取

り組み状況等を勘案して抽出した。 

 

表 ２-５ 対象地方公共団体 

類型 地方公共団体 選定の視点 

北海道 
山岳や平野等の広大な自然を有し、多数の観光拠点が散在してい
る。 

福島県 スキー場・温泉などの高原リゾートが多数集積している。 

長野県 山岳や高原などのリゾート地が多数集積している。 

石川県 
能登半島をはじめとする豊かな自然を有し、温泉地が多数集積し
ている。 

岐阜県 
世界遺産である白川郷を有し、山岳・温泉等の観光地が集積して
いる。 

宮崎市 古くから海岸にリゾート地が集積している。 

自然景観 
型 

沖縄県 海岸を中心として、全島が観光地を形成している。 

京都市 日本を代表する歴史的な街並みを有する政令市である。 

金沢市 日本を代表する歴史的な街並みを有する中核市である。 

奈良県 
県として、古代の歴史資源が集積し、世界遺産にも登録されてい
る。 

歴史・文化
型 

倉敷市 日本を代表する歴史的な中核市で景観地区を有する。 

札幌市 文化資源の集積に加え、イベント等による集客が多い。 

横浜市 文化資源の集積に加え、先進的な都市デザインの実績を有する。 
岐阜市 長良川や城址などの文化資源が都市内に集積している。 

神戸市 文化資源が都市内に多数集積している。 

都市・文化
型 

長崎市 文化資源が都市内に多数集積している。 
東京都 大規模な繁華街を有する。 

名古屋市 大規模な繁華街を有する。 
都市・賑わ

い型 
大阪市 大規模な繁華街を有する。 
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（２） 規制内容 

 各地方公共団体において、現在実施されている屋外広告物に対する規制誘導の状況を把

握するため、各地方公共団体の屋外広告物条例に規定されている制度の活用状況を整理し

た。 

特に、 

・屋外広告物が禁止されている地域 

・許可あるいは誘導の規定が定められている地域・地区 

・禁止あるいは制限を受ける物件 

の観点から、以下の４点に着目して整理した。 

  
a） 禁止地域・許可地域の指定状況 
b） 特別に規制の強化や緩和等が行われる地区の指定状況 
c） 禁止物件・制限物件の指定状況 
d） 規格の制限状況 

 

 

a） 禁止地域・許可地域の指定状況 

抽出した地方公共団体の全てにおいて、用地地域等の地域・地区や公共施設及び公共物

等の禁止地域等を指定している。その他、金沢市等の地方公共団体において独自に指定し

た地域を禁止地域としている例も見られた。 
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表 ２-６ 観光地類型別の禁止地域・許可地域の指定状況（１／２） 

 

一
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

景
観
地
区

（
景
観
重
要
樹
木

）

（
景
観
重
要
建
造
物

）

風
致
地
区

緑
地
保
全
地
域

特
別
緑
地
保
全
地
区

自
然
環
境
保
全
地
域

生
産
緑
地
地
区

重
要
文
化
財

史
跡
名
勝
天
然
記
念
物

伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区

道
路
・
河
川
等

保
安
林
等

都
市
公
園

市
民
農
園

自
然
公
園

公
共
施
設

橋
梁

街
路
樹

信
号
機

電
柱
・
送
電
線

消
火
栓
等

記
念
碑
等

北海道 知事が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
知事が指定する区域（都市計画区域およびこれに順ずる区域
内等）

福島県 知事が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・古墳及び墓地
・福島県景観条例に基づき、規則で指定された景観形成重点
地域
・石垣及び擁壁
・郵便ポスト、電話ボックス及び路上変電塔

知事が指定する区域又は場所

石川県 知事が指定する地域又は場所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・石垣及び擁壁
・郵便ポスト、電話ボックス及び路上変電塔
・特に良好な景観又は風致を維推するために必要があると認め
て知事が指定する地域又は場所

知事が指定する区域又は場所

長野県 規則で定める地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・良好な景観若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を
防止するために特に必要がある物件、地域
・公衆電話ボックス

規則で定める地域又は場所で知事が指定する地域（道路等か
つこれらから展望できる範囲の地域。良好な景観若しくは風致
を維持し、又は公衆に対する危害を防止するために特に必要
がある地域又は場所。）

岐阜県 知事が指定する地域又は場所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・駅前広場
・良好な景観又は風致を維持するために特に必要があるとして
知事が指定する地域又は場所

知事が指定する区域又は場所

宮崎市 市長が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・都市景観形成地区
・沿道修景植栽地区

市長が指定する区域（国定公園、県指定自然公園、沿道修景
植栽地区、都市景観形成地区、道路等、河川、港湾）

沖縄県 知事が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・港湾
知事が指定する区域（道路等、河川、港湾）、指定町村（10町4
村）

適用地域の設定状況

公共施設及び公共物地域・地区

禁止地域

そ
の
他

地域・区域等

地
方
公
共
団
体

許
可
地
域

自
然
景
観
型
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表 ２-６ 観光地類型別の禁止地域・許可地域の指定状況（２／２） 

 

一
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

景
観
地
区

（
景
観
重
要
樹
木

）

（
景
観
重
要
建
造
物

）

風
致
地
区

緑
地
保
全
地
域

特
別
緑
地
保
全
地
区

自
然
環
境
保
全
地
域

生
産
緑
地
地
区

重
要
文
化
財

史
跡
名
勝
天
然
記
念
物

伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区

道
路
・
河
川
等

保
安
林
等

都
市
公
園

市
民
農
園

自
然
公
園

公
共
施
設

橋
梁

街
路
樹

信
号
機

電
柱
・
送
電
線

消
火
栓
等

記
念
碑
等

京都市 法令で定める地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・歴史的意匠建造物、古墳、墓地、火葬場、御所、離宮、陵墓 市長が指定する屋外広告物規制区域内（第1種～第5種区域）

金沢市
法令で定める区域及び市長が定

める地域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・伝統環境保存区域
・こまちなみ保存区域

禁止地域又は場所を除く市域内

奈良県
法令で定める地域及び知事が指

定する地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・歴史的風土保存区域
・第一種歴史的風土保存地区及び第二種歴史的風土保存
地区

奈良市及び指定町村（5郡15町）、その他知事が指定する区域

倉敷市
法令で定める地域及び知事が指

定する地域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 禁止地域又は場所を除く市域内

札幌市
法令で定める地域及び市長が指

定する区域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 禁止地域又は場所を除く市域内

横浜市 市長が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・古墳墓地火葬場
・河川及び海岸付近

禁止地域又は場所を除く市域内

岐阜市 市長が指定する地域又は場所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・駅前広場
・良好な景観又は風致を維持するために特に必要があるとして
知事が指定する地域又は場所

禁止地域又は場所以外の本市域内

神戸市
法令で定める地域及び市長が指

定する区域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 禁止地域又は場所を除く市域内

長崎市
法令で定める地域及び市長が指

定する区域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市長が指定する地域（都市計画区域、景観形成区域等）

東京都
法令で定める地域及び市長が指

定する区域
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 知事が指定する区域（都市計画区域およびこれに順ずる区域

内、東京都立自然公園等）

名古屋市 知事が指定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市域内

大阪市
法令で定める地域及び市長が指

定する区域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 指定なし（市域内）

都
市
・
賑
わ
い
型

適用地域の設定状況

公共施設及び公共物地域・地区
禁止地域

そ
の
他

地域・区域等

地
方
公
共
団
体

許
可
地
域

歴
史
・
文
化
型

都
市
・
文
化
型
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b） 特別に規制の強化・緩和等が行われる地区の指定状況 

 屋外広告物条例ガイドライン（案）（国土交通省都市・地域整備局公園緑地課 平成 16

年 12 月）においては、特別に規制の強化・緩和等が行われる地区として、「広告物活用地

区」、「景観保全型広告整備地区」、「広告物協定地区」が挙げられており、それぞれ以下の

規定が示されている。 

全国的には、表 ２-８に記載された地区が指定されている。（「平成 17 年度 屋外広告

物の整序化による良好な景観形成推進方策検討調査報告書（国土交通省都市･地域整備局公

園緑地課 平成 18 年 3 月）」より作成） 

その他、屋外広告物条例に基づかない景観施策の実施地域に対して規制を緩和する事例、

景観条例に基づいた事例や協定や地区計画に基づいた地区指定等の事例が見られた。 

 

表 ２-７ 屋外広告物条例ガイドライン（案）における地区指定の内容と指定状況 

地区 内容 適用例 
広告物活用地区      規則で定めるところにより、第 5 条（禁止物件）、第 6

条（許可地域等）、第 14 条（規格の設定）の規定を適用
除外できる。 

・ 札幌市すすきの地区 
・ 旭川市さんろく地区 
・ 石川県、金沢市片町地区、
武蔵が辻地区 

景観保全型広告
整備地区 

第 3 条（禁止地域等）、第 6 条（許可地域等）に規定す
る地域で、基本方針を定め、広告物の表示及び掲出物件
の位置、形状、面積、色彩、意匠その他の表示方法に関
する事項を定め、適合への努力を定め、届出義務を課す
もの。知事は届出に対し、助言、勧告が可能。 

・ 岩手山麓・八幡平周辺地域 
・ 岐阜県高山市新宮地区 
・ 平泉周辺地域 
・ 日光地区 
・ 那須地区 
・ さっぽろ駅南口地区 

広告物協定地区 相当規模の一団の土地、又は道路・河川等に隣接する相
当区間の土地の所有者等が、一定の区域を定め、区域内
の景観を整備するための協定を締結するもの。 
協定には、広告物又は掲出物件の位置、形状、面積、色
彩、意匠その他、有効期間、違反時の措置等を定める。 
知事は、当該協定を認定し、技術的支援、指導、助言を
行う。 

・石川県、岐阜市 
・東京都臨海副都心 

屋外広告物条例
に基づくその他
の例 

景観に関する施策が実施されている地域を対象に規制
を緩和している事例（北海道）、デザインを中心とした
誘導基準を規定している事例（大阪市）が存在する。 

・ 北海道広告景観優良地区 
・ 大阪市長堀通広告物景観
形成地区 

屋外広告物条例
に基づかない例 

各地方公共団体で制定している景観条例に基づく事例、
協定や地区計画に基づく事例が存在する。 

・ 札幌市大通地区 
（景観条例） 

・ 大垣市「屋外広告物許可申
請推進モデル地域」 
（自主協定） 

・ 春日井市「高森台地区計
画」（地区計画） 
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表 ２-８ 特別に規制の強化・緩和等が行われる地区の指定状況 

地区名 件数 概要 地区名 件数 概要 地区名 件数 概要 地区名 件数 概要 地区名 件数 概要 地区名 件数 概要 地区名 件数 概要

北海道 広告景観優良地区 2

【白糠町白糠南通り商店
街】【伊達市市役所通り商
店街】
景観に関する施策が実施さ
れている地域を対象に規制
を緩和

岩手県
岩手山麓・八幡平周辺地域
平泉周辺地域 2

【岩手山麓・八幡平】山岳景観保全、山麓・
田園・沿道景観形成の4区分を指定
【平泉】歴史的な街並みの保全、農村景観、
沿道景観の形成のため、6区分を指定

宮城県 広告物景観モデル地区 3

【古川市十日町地区】
四季を感じさせる街並みとの調和のため、広
告物美観維持基準・広告物景観形成基準を
制定
【塩釜市北浜沢乙線沿線地区】
門前町風の歴史や自然との調和のため、広
告物美観維持基準・広告物景観形成基準を
制定

山形県 高畠町「まほろば通り広告景観モデル地区」 1 色彩、照明、位置の制限を規定

栃木県
日光地区
那須地区 2

【日光】【那須】県条例の許可地域等を対象
に、意匠や英文併記等の基準を制定

群馬県 板倉ニュータウン
片品村内日本ロマンチック街道 2 景観保全地区にふさわしい表示板の設置

千葉県 国道295号景観保全型広告整備地区 1 －

東京都 臨海副都心広告協定地区 1
自家用に限定し、色
彩・共同化・規格化・
英文併記等を規定

神奈川県 大井町酒匂縦貫道路沿道広告景観形成地区 1
道路の片側50ｍ及び河川との間を対象に、
野立看板の抑制、色彩の制限を規定

愛知県
春日井市「高森
台地区計画」 1

広告物条例の基準へ
の適合

岐阜県 高山市新宮町屋外広告物景観モデル地区 1 － 10 －
大垣市「屋外広告
物許可申請推進モ
デル地域」

13

新たに建設された市道
をモデル地域として指
定。許可の基準は県
条例に準じる。

三重県 広告物景観地区 5 道路及びその両側100mを広告物沿道景観
地区として指定

兵庫県 広告景観モデル地区 12

【南芦屋浜】ウォーターフロントで、色彩・デ
ザイン・眺望・位置等の基準を制定
【城崎温泉】温泉地区を５つの地区に区分し
て基準を制定

高知県 広告景観形成地区 3

長崎県 島原市森岳広告景観モデル地区 1
城下町の中心部で、形態、規模、意匠の基
準を制定

札幌市 すすきの地区 1

市の中心繁華街で、
広告物の規格に関
する規制を適用除
外

さっぽろ駅南口
さっぽろ駅北口 2

【さっぽろ駅南口】
原則として自家用に限定し、屋上広告等の
数・規模・色彩を制限

景観条例3地区
景観計画48地区 51

【大通地区】数、規模、色彩等を制
限
【札幌駅前通北街区地区】デザイ
ン等の基準を制定

仙台市 定禅寺通広告物モデル地区 1
広告物美観維持基準により、広告物の範
囲、形態意匠、色彩、総量制限を規定

川崎市 アーバンデザイン地区 4
指導基準に数量、大きさ、共同表示等を規
定 景観協定 3

【たちばな通り】デザインキーワード
の制定
【新百合ヶ丘駅周辺】広告物による
演出での街並み形成

名古屋市 景観条例 6

【久屋大通】自家用広告以外の禁
止、面積、点灯広告の禁止
【名古屋駅】総量規制、自家用広
告以外の禁止、蛍光灯・点滅の禁
止等

大阪市 長堀通広告物景観形成地区 1
デザインを中心とした誘導
基準を規定

屋外広告ガイド
プラン 9

街の特性に応じたデザ
インの方向性を規定

広島市 28
【西風新都】
広告物の位置による制
限を規定

旭川市 さんろく地区 1
市の中心繁華街で、
壁面広告の面積要
件の緩和

21
【北彩都】
屋外広告物の種類、面
積を制限

秋田市 1
【山手台】
自家用広告の面積制

長野市 5 － 1 －

金沢市 片町地区
武蔵ヶ辻地区

2 －

豊田市 とよた248北部地区広告景観地区 1
沿道30ｍ以内について、広告景観指針によ
り規模・数量・位置・禁止広告物等を規定

姫路市 大手前通り地区広告景観モデル地区 1 広告景観形成基準により、色彩の制限、窓
面広告・ネオン等の禁止を規定

岡山市 桃太郎大通り屋外広告物モデル地区 1 広告掲出基準により、高さ・集合化等を規定

高知市 花海道広告景観形成地区 1 規模、数を規定 景観条例 2
【都市美形成モデル地区（はりまや
橋東、西）】
意匠に関する規定

9 －

長崎市 景観条例 3

【東山手・南山手】
自家用広告物に限定し、色彩、形
態、位置の制限を制定
【中島川・寺町】
一部区域では原則禁止とし、位
置、色彩等の制限を規定

屋外広告物条例に基づく地区
広告物活用地区 景観保全型広告整備地区 広告物協定地区 その他 景観条例・計画 地区計画 自主協定他

条例に基づかない地区
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また、１３ページで抽出した各地方公共団体の屋外広告物条例においては、表 ２-９の

地区がそれぞれの要件に基づき、地区指定されている。 

 

表 ２-９ 観光地類型別の特別に規制の強化・緩和等が行われる地区の指定要件 

  
地方公
共団体 

その他 
（知事・市長が指定する区域） 

北海道 

・広告景観優良地域（良好な景観を有している地域） 
・広告物活用地区（広告物が街並みを形成する上で重要な役割を果たしている地域） 
・広告景観整備地区（禁止区域内で、環境を保全するために必要と判断された広告掲示を行え
る地域） 

福島県 
・広告景観整備地区（特別規制地域等又は普通規制地域等で特に必要な場合区域） 
・福島県景観条例に基づいて、規則で指定された景観形成重点地域 

石川県 

・広告物活用地区（活力ある街並みを維持する上で広告物が重要な役割を果たしている区域） 
・景観保全型広告整備地区（良好な景観を保全するため良好な広告物又は掲出物件の新設、改
修等を図ることが特に必要な区域） 

・広告物協定地区（景観を整備するため、一定の区域に対して市長の認定を受けた広告物及び
掲出物件に関する協定を締結した区域） 

長野県 
・屋外広告物特別規制地域（地域の特性を生かした良好な景観又は風致の維持を図ることが特
に必要と市町村長が申し出た地域又は場所） 

岐阜県 
・屋外広告物景観モデル地区（地域広告物等と地域環境との調和を図り、良好な景観の維持及
びその形成を積極的に推進することが特に必要であると認める区域）  

宮崎市 
・広告景観特例地区（特に風致を維持し、又は地域の良好な景観を形成するために広告物等の
表示又は設置に関して特例を設ける必要があると認める区域） 

自
然
景
観
型 

沖縄県 
・屋外広告物モデル地区（良好な景観を保全するため良好な広告物又は広告物を掲出する物件
の新設、改修等を図ることが特に必要な区域） 

京都市 
・屋外広告物等特別規制地区（伝統的建造物群保存地区、高層の建築物が群として構成美を示
している地域その他のまとまりのある景観を示している地域で、特別の制限を行う必要があ
るもの） 

金沢市 

・広告物活用地区（禁止地域又は場所以外の地域又は場所で、活力ある街並みを維持する上で
広告物が重要な役割を果たしている地域又は場所） 

・景観保全型広告整備地区（良好な景観を保全するため、良好な広告物等の新設、改修等を図
ることが特に必要な地域） 

奈良県 
・景観保全型広告整備地区（良好な景観を保全するため良好な広告物等の新設、改修等を図る
ことが特に必要な区域） 

歴
史
・
文
化
型 

倉敷市 ・屋外広告物モデル地区（都市の良好な景観又は風致を維持するために特に必要と認める地域） 

札幌市 
・広告物活用地区（活力ある街並みを維持し、又は形成する上で広告物が重要な役割を果たし
ている区域）・景観保全型広告整備地区（良好な景観を保全し、又は形成するため、広告物
等の整備を図ることが特に必要な区域） 

横浜市 － 

岐阜市 
・広告物協定地区（景観を整備するため、一定の区域に対して市長の認定を受けた広告物及び
掲出物件に関する協定を締結した区域） 

神戸市 

・広告物等活用地区（活力のある町並みを維持する上で広告物等が重要な役割を果たしている
と認められる区域） 

・広告物等景観保全地区（良好な景観を保全し、及び形成するために広告物等を当該区域の特
性に応じたものとする必要があると認められる区域） 

都
市
・
文
化
型 

長崎市 
・広告物活用地区（活力ある町並みを維持する上で広告物が重要な役割を果たしている区域） 
・景観保全型広告整備地区（良好な景観を保全するため、良好な広告物又は掲出物件の新設、
改修等を図ることが特に必要な区域） 

東京都 ・広告誘導地区（良好な景観を形成し、又は風致を維持するために必要であると認める区域） 
名古屋市 ・広告物活用地区（広告物を積極的に活用する必要があると認める地区） 都

市
・ 

賑
わ
い
型 大阪市 

・広告物景観形成地区（地域の特性に応じた良好な景観の保全、活力に満ちた景観の創出又は
風格のある街並みの形成を図るため、必要な指導、助言若しくは勧告を行うことが特に必要
であると認める区域） 
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c） 禁止物件の指定状況 

 禁止物件の指定においては、景観、安全性、治安の観点から３つに大別して区分される。

今回抽出した観光地において、景観の観点から禁止物件を指定している地方公共団体は、

北海道、福島県、長野県、横浜市、岐阜市、大阪市の 6 団体にとどまっている。一方、そ

の他の地方公共団体では、安全面や治安面から禁止物件が指定されていた。 

 

表 ２-１０ 観光地類型別の禁止広告物の設定状況 

禁止広告物の設定状況 

景観 安全性 治安 

 
地方公共

団体 

良好な景観又は風
致を害する形状、面
積（規模）、色彩、意
匠その他表示の方

法 

著しく破
損、老朽化
した広告物 

倒壊・落下
の危険性の
ある広告物 

道路交通の
安全を妨げ
るおそれが
ある広告物 

公衆に対して
危害を及ぼす
おそれのある

広告物 

北海道 ○     

福島県 ○（蛍光塗料） ○ ○ ○  

石川県  ○ ○ ○  

長野県 ○（維持を含む）     

岐阜県  ○ ○ ○  

宮崎市  ○ ○ ○  

自
然
景
観
型 

沖縄県  ○ ○ ○  

京都市  ○ ○ ○  

金沢市  ○ ○ ○  

奈良県     ○ 

歴
史
・
文
化
型 倉敷市  ○ ○ ○  

札幌市  ○ ○ ○  

横浜市 ○    ○ 

岐阜市 ○ ○ ○ ○  

神戸市   ○ ○  

都
市
・
文
化
型 長崎市  ○ ○ ○  

東京都  ○ ○ ○  

名古屋市  ○ ○ ○  

都
市
・
賑
わ

い
型 

大阪市 ○    ○ 

※公衆に対して危害を及ぼすおそれのある広告物とは、風俗・金融関係のはり紙等が想定

されている。 

 

 

d） 規格の設定状況 

 制限物件の指定においては、広告物の種類ごとに定量的な基準が示されている。 
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表 ２-１１ 規格の設定状況 

自治体 地区区分 はり紙 袖看板 壁面広告板 立看板・置看板 野立広告 広告塔 屋上広告物 自動車・鉄道外面

禁止区域
（第一・二種）

許可区域
（第一～六種） 表示面積の制限 面積及び高さ制限

福島県 知事指定区域 面積と期間の制限
面積と期間の制限
（壁面突出広告
板）

面積と期間の制限
（壁面利用広告
板）

3m以下、３ヶ月以
内

高さ、壁面延長
線、使用色彩、3
年以内の制限(屋
上利用広告塔)

蛍光、発光、反射
を伴う塗料の使用
禁止

石川県 許可地域等 面積制限 突出制限、地上か
らの高さ制限等

面積制限、掲出壁
面に対する割合制
限

高さ・幅・面積の制
限

高さ制限、面積制
限、広告物の距離
制限

高さ制限、面積制
限、広告物の距離
制限

一建築物につき１
個、高さ制限、建
築物の高さに対す
る割合制限

横幅・縦幅の制
限、設置個数の制
限

禁止地域

許可地域
突出制限、反射
光、ネオンその他
は禁止

表示面積制限、反
射光、ネオンその

他は禁止

高さ制限、反射
光、ネオンその他

は禁止

特別規制地域 突出制限 表示面積制限 表示面積、高さ制
限

許可地域

一壁面につき１
個、面積制限、突
出制限、設置高さ
の制限

面積制限、表示面
積の合計制限

表示面積、高さの
制限、広告物相互

距離等

一建築物につき１
個、面積制限、高
さ制限

禁止地域

・面積制限、広告
物の種類に応じて
上記の許可基準
を満たすこと。

宮崎市
禁止地域/許可地
域 0.5㎡以内 突出制限 表示面積制限 縦2m、横1m以下 高さ、面積制限 高さ、数量制限

禁止地域等・規制
地域等において
市長の許可を受け
て表示可能（乗合
自動車）

沖縄県
知事指定区域/そ
の他の区域 1㎡、1ヶ月以内 表示面積制限、突

出制限 面積制限 縦2m、横1m以下 高さ、面積制限 １側面２㎡以内

京都市
屋外広告物規制
区域（第一～五種
地域）

突出制限 高さ、面積制限 面積制限 高さ、面積制限 建築物との高さの
比による制限

車両等の窓への
表示禁止

金沢市
禁止地域（第一～
六種） １㎡以下 突出制限 上端位置及び表

示面積制限
高さ2m、幅1m以
下、面積2㎡以下

高さ10m以下、面
積30㎡以下 高さ2.8m以下 広告物高さ及び地

上高の制限

自動車等の広告
物は市長の許可を
受けて表示出来る

奈良県
禁止地域/許可地
域

倉敷市 許可地域
（第一～三種） 1㎡、1ヶ月以内 高さ、突出制限 高さ、面積制限 縦2m、横1m以下、

1ヶ月以内 高さ、面積制限 高さ、面積制限 高さ、地上高、面
積制限 面積制限

札幌市 許可地域
（第一～三種） 面積、突出制限 面積、突出制限 縦3m、横0.9m以

下
１面あたり面積及
び表示面積制限

地上3m以下、幅
0.6m以下

高さ、１面当たり面
積、表示面積制限 数量、形状制限

横浜市 用途地域別に７区
分 1㎡以内 高さ、面積制限 高さ、面積制限

第一種・第二種低
層住居専用地域
で禁止

外面の1/10以内ま
たは5㎡以内

岐阜市
許可地域/禁止区
域（自家広告物）

一壁面につき１
個、面積制限、突
出制限、設置高さ
の制限

面積制限、表示面
積の合計制限

高さ、面積制限、
広告物設置高さの
制限

神戸市
許可地域（住居系
/商工系） 1㎡以内 面積、突出制限 面積制限 縦2m、横1m以下 高さ、面積制限 高さ、地上高制限 表面積の2/3以内

長崎市
許可地域（第一～
三種） 1㎡以内 突出制限 面積制限 縦2.1m、横0.9m以

下 高さ、面積制限 高さ、地上高、面
積制限 高さ、面積制限

禁止区域

許可区域 地上高、突出制限
地上高、広告物間
の離隔制限、面積
制限

地上高、突出制限

名古屋市
許可地域（住居系
/商工系）

長さ0.8m、面積0.2
㎡以下、30日以内 面積、突出制限 面積制限

縦1.8m、横0.9m以
下 高さ制限

禁止地域 縦1.2m、横0.8m以
内

簡易広告物以外
禁止

許可地域 位置の制限 位置の制限 面積、突出制限 建築物との高さの
比による制限

1面あたり表示面積、表示面積、高さ制限、色彩制限
反射光、ネオンその他に類するものは禁止

高さ、表示面積の制限

高さ制限

自家用広告物5～10㎡以下、道標縦30cm、横75cm以下、案内板5㎡以下
許可地域は広告物の面積制限のみ

歴
史
・
文
化
型

都
市
・
文
化
型

自
然
景
観
型

長野県

岐阜県

面積制限

地上高、突出、位置の制限

簡易広告物以外禁止

北海道

高さ、幅の制限

高さ、面積制限

1面あたり表示面積、表示面積、高さの制限

１面当たり表示面積及び表示面積、高さの制限

・面積制限、広告物の種類に応じて上
記の許可基準を満たすこと。

広告物間隔、高さ、面積の制限

都
市
・
賑
わ
い
型

東京都

大阪市

高さ制限

地上高、1基あたり面積制限

面積制限、突出制限、ネオン禁止
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（３） 規制の運用 

これまでに述べた規制誘導を担保する方策のひとつとして、屋外広告物法第 7 条に基づ

く違反屋外広告物の除却制度が存在する。 

代表的な観光地を有する都道府県、政令市、中核市の平成 17 年度の除却措置状況につ

いて、「平成 17 年度 屋外広告物の整序化による良好な景観形成推進方策検討調査報告書

（国土交通省都市･地域整備局公園緑地課 平成 18 年 3 月）」から整理したところ、ほぼ

簡易除却のみが実施されており、特に大都市での除却実績が多い結果となった。 

＜主要実績＞ 

・ 命令件数は、岐阜県で 6 件、奈良県で１件であった。 

・ 長崎県で略式代執行 47 件（はり紙、はり札）であった。 

・ 簡易除却はほぼ全ての地方公共団体で実施しており、大都市で除却実績が多い。 

 

表 ２-１２ 観光地の類型別の法第 7 条の措置状況 

内訳 内訳 内訳 面積あたり
（件/㎡）

人口あたり
（件/人） 内訳

北海道 0 0 0 25,550 0.3 0.00
はり紙21,684、はり札3,171、
立看板695

福島県 0

石川県 0 0 0 212 はり紙60、はり札111、
立看板70

長野県 0 0 0 不明 - -

岐阜県 6
立看板2、野立看板
1、壁面利用広告1、
広告塔2

0 0 14,027
はり紙10,766、はり札741、
立看板70

宮崎市 0 0 0 2,721 4.6 0.01
はり紙1,228、はり札1,216、
立看板269、のぼり旗8

沖縄県 0 0 不明 26,300 11.6 0.02
はり紙20,757、立看板5,543

京都市 0 0 0 598,451 722.9 0.41 立看板11,449

金沢市 0 0 0 14,751 0.0 0.00
はり紙8,261、はり札5,891、
立看板489、のぼり旗110

奈良県 1 屋上広告1 29,443 0.1 0.00
はり紙21,407、はり札3,334、
立看板4,003、のぼり旗699

倉敷市 0.0 0.00

札幌市 0 0 0 513,764 458.3 0.27
はり紙427,985、はり札
84,346、

横浜市 231,680 529.7 0.06 はり紙128,579、はり札
98,700、

岐阜市 0 0 0 14,327 はり紙10,666、はり札1,363、
立看板999

神戸市 - -

長崎市 0 47 金属製はり札32
はり札類似15

0 5,693 0.0 0.00 はり紙2,019、はり札2,635、
立看板1,039

東京都 0 1,313,217 600.5 0.10
はり紙532,649、はり札
752,592、
立看板27,976

名古屋市 0 0 65,301 200.0 0.03 はり紙56,500、はり札6,742、
立看板1,548、のぼり旗511

大阪市 0 920,194 4143.0 0.35 はり紙750,638、
はり札及び立看板169,556

都市・
賑わい

型

簡易除却件数命令件数 略式代執行件数 行政代執行件数
地方公共団体

自然景
観型

歴史・
文化型

都市・
文化型
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（４） その他特徴的な取り組み 

１） 構造改革特区の事例 

平成 16 年度の屋外広告物法の改正につながった取り組みとして、表 ２-１３に記す屋外

広告物に関する構造改革特区の取り組みがある。 
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表 ２-１３ 構造改革特区の事例 

 特区認定 日付 都道府県
名

申請主体
名（地方
公共団体

名）

特区の名称 区域の範囲 特区の概要

第３回認定(11月分）対象特区

平成15年11月28日
平成16年3月24日（特
例追加を伴わない変
更）

岐阜県 岐阜県 美しいひだ・みの景観特区
高山市、多治見市、瑞浪市、土岐市、可児市及び瑞穂
市並びに岐阜県可児郡御嵩町の区域の一部（第４回認
定で大垣市を追加）

　美観風致の維持・公衆に対する危害の防止のため、屋外広告物法第７条で定める要件に従い、市町において違反広告物を簡易
除却しているが、要件に当てはまらないため簡易除却ができず、路上に放置されている違反広告物が多く、街の美観を損ねている。
当該特区を設定することにより、要件の緩和及び除却物件の拡大が図られ、実効性のある簡易除却が実施されることにより、違反広
告物の減少、良好な景観形成並びに住民の意識高揚及び景観形成に向けた活動を促進する。

第３回認定(11月分）対象特区 平成15年11月28日 岐阜県 岐阜市 岐阜市きれい・すっきり簡易除却モデ
ル特区 岐阜市の区域の一部

　美観風致の維持・公衆の安全確保のために､屋外広告物法に定める要件に従い違反広告物を簡易除却しているが､要件に当て
はまらないため簡易除却ができず､路上に放置されているものが少なからずある。
　岐阜市内でも､特に美観風致の維持・公衆の安全確保が必要な地域の簡易除却対象を拡大することによって、路上に放置されて
いる違反広告物を全て簡易除却することができるようにし、景観を良好に整備するとともに、住民や来岐者に対して岐阜市のモデル
的な取り組みを発信する。

第３回認定(11月分）対象特区 平成15年11月28日 奈良県 奈良県 ふるさと「なら」屋外広告物美観風致維
持特区

奈良県の区域（奈良市の全域を除く。）のうち、第一種低
層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中
層住居専用地域、第二種中層住居専用地域、風致地
区、伝統的建造物郡保存地区並びに一般国道、県道及
び市町村道の区域

　本県では本年度から、「ふるさと「なら」景観づくり事業」として総合的な景観形成への取り組みを推進している。そのなかで景観を
阻害する違反広告物対策は緊急の課題と位置付けており、管理されていない広告物の簡易除却の導入により、古都「なら」にふさわ
しい良好な広告景観の形成を図ることにより、歴史文化自然を生かした地域づくりを推進する。

第３回認定(11月分）対象特区 平成15年11月28日 奈良県 奈良市 奈良市屋外広告景観維持特区 奈良市の区域の一部

　平成１４年度より奈良市屋外広告物条例を施行し、古都奈良の屋外広告景観の保全を推進している。本市は、第１種、第２種低層
住居専用地域の多い住宅都市であるとともに、歴史都市として、風致地区、歴史的風土保存地区等、風致景観を保全する区域も多
く、簡易な違反広告物対策が必要であることから、違反広告物の簡易除却を行うものとする。

第３回認定(11月分）対象特区 平成15年11月28日 岡山県 倉敷市 くらしき広告景観特区 倉敷市の区域の一部

　本市は、倉敷美観地区など多くの観光資源を抱え毎年たくさんの観光客が訪れている。しかし、近年路上などに無秩序な状態で
「のぼり旗」等の違反広告物が設置され、市民や観光客の通行障害や町並み景観の阻害となっている。現行法の簡易除却措置で
は、現在の広告媒体の多様化に十分な対応が困難である。しかし、当該特例措置の積極的活用で、対応が可能となり、安全で良好
な町並み景観の維持及び文化と観光都市にふさわしい個性豊かなまちづくりの推進を目指す。また関連事業との相乗効果による地
域振興や観光振興に資する。

第４回認定対象特区 平成16年3月24日 秋田県 秋田県 美の国あきた景観特区
横手市及び湯沢市並びに秋田県仙北郡角館町の区域
の一部

　古い街並みを今に残す角館町の重要伝統的建造物群保存地区、緑豊かな風致地区を背景に良好な住環境を有する住居専用地
域を中心とした横手市・湯沢市の伝統的・歴史的特性を活かし、違反広告物の簡易除却を推進するために、簡易除却対象物件の
拡大及び除却要件の緩和により良好な広告景観を形成する。

第４回認定対象特区 平成16年3月24日 茨城県 茨城県 いばらき美しい景観づくり特区 水戸市及び龍ケ崎市の区域の一部

　本県では県の権限を市町村に移譲し違反広告物の簡易除却を行っているが，屋外広告物法の要件に当てはまらない違反広告物
も多く，まちの美観を阻害している。そこで，日本三公園の一つである偕楽園や千波公園などの名所，史跡を有する観光地である水
戸市及び大規模ニュータウンの開発等により急速に都市化が進む龍ケ崎市において，規制の特例を適用し重点的に違反広告物の
除却を実施することにより，違反広告物の減少，景観に対する住民意識の高揚を図り，地域の魅力を向上させるとともに，県全体の
良好な景観形成を促進させる。

第４回認定対象特区 平成16年3月24日 福井県 福井県 ふくい美観風致維持特区 福井市、敦賀市、武生市、大野市及び鯖江市の区域の
一部

　本県は、越前の豊かな山並みと変化に富んだ若狭の海岸線に代表されるように 、昔から「越山若水」と呼ばれ、県土全体にわたり
豊かな自然に恵まれているが、大量のはり札等の違反広告物が景観を阻害する事例も多く見られている。このため、市町村や住民
の取り組みにより簡易に除去できる違反広告物の対象を拡大するとともに、即時に除去できる特例を設けることにより、本県における
景観の質の向上を図る。

第４回認定対象特区 平成16年3月24日 静岡県 静岡県 しずおか景観形成促進特区 熱海市及び三島市の区域の一部

　近年急増しているプラスチック製や金属製等のはり札及び立看板並びにのぼり旗等、現行の屋外広告物法では簡易除却不可能
な違反広告物を、簡易除却の対象とすることにより、熱海市及び三島市における美観・風致の維持増進及び市民が主体となった景
観形成の取組みを推進する。こうした取組により、地域における景観保全意識の高揚を図り、県下全域における屋外広告物施策の
推進につなげていく。

第１０回認定対象特区 平成18年3月28日 石川県 金沢市 周辺環境に調和した道路標識金沢特
区 金沢市の全域

道路標識については「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」により、全国一律に規定されているが、安全かつ円滑な交通
を確保することを前提として、道路標識の表示機能には影響を及ぼさない範囲において、寸法や文字の大きさ等を周辺環境に調和
して柔軟に運用することにより、地域の特性に応じた魅力ある都市景観を保全する。これにより、車窓や歩行者などの道路空間から
眺めた、金沢らしい豊かな自然、歴史的街並みおよび近代的都市景観や道路空間一帯の魅力ある景観づくりを図り、もって地域の
魅力の向上と人々の交流の促進を図る。

※１　平成16年以降、屋外広告物関連の特区申請がないのは、平成16年6月の屋外広告物法一部改正により簡易除却の適用範囲拡大や登録制度等が対応可能となったため。
　　　また、金沢市を除く9件については、構造改革特別区域計画第８回認定(H17/7/7)において、特例措置の全国展開（法律の一部改正）に伴い、特区の発展的解消としている。
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２） 新聞に報道された事例 

 平成元年から平成 18 年 10 月までに新聞で報道された屋外広告物に関する取り組みの事

例について収集整理した。屋外広告物の除却、規制強化に関する取り組みが多く取り上げ

られている。 

 

表 ２-１４ 報道事例（１／２） 

No. 日付 タイトル ページ 

1 
平成 3年 2月 1日 熊本城の景観に配慮、九州郵政局が郵便局前の看板を撤去（西

日本新聞） 
27 

2 
平成 3年 12 月 30 日 空港周辺、広告看板を一掃－道が７月にも地域指定（北海道新

聞） 27 

3 
平成 9年 12 月 4 日 安房トンネル開通へ波田が通過点に…「飛騨」の看板に危機感

（信濃毎日新聞） 
28 

4 
平成 10 年 10 月 14 日 看板急増の波田町全域を広告物規制地域に近く県に申し出（信

濃毎日新聞） 
29 

5 
平成 12 年 1 月 5 日 企画［にゅーすアタックかごしま］違法看板”いたちごっこ”

／鹿県内、毎年 3万 2000 枚を撤去（南日本新聞） 29 

6 
平成 12 年 6 月 21 日 幹線道の看板規制へ 3路線、景観保護で県と協議－－松阪／三

重（毎日新聞地方版） 
30 

7 
平成 13 年 9 月 19 日 ◎朝来町／不法看板ストップ作戦／合同広告板を設置へ【但馬

版】（神戸新聞） 
31 

8 
平成 15 年 3 月 9 日 猪苗代湖周辺の大形看板を自主撤去 景観保全を目指す－－

志田浜観光組合／福島（毎日新聞地方版） 31 

9 
平成 15 年 5 月 3 日 ＪＲ会津若松駅／城下町の玄関口ふさわしい姿に／屋上の看

板撤去／ＪＲ会（河北新報） 
32 

10 
平成 15 年 10 月 4 日 発見すぐ撤去のぼり旗も対象倉敷市、広告景観特区を申請／岡

山（朝日新聞） 
32 

11 
平成 15 年 10 月 13 日 くらしと自治魅力ある景観へ 447 地方公共団体、条例制定で国

を先取り京都市「国家レベルで」提言保全「まず京都から」（京
都新聞） 

33 

12 
平成 15 年 10 月 31 日 ＜アクセス地方から＞景観や街並みに配慮したまちづくり開

発規制、条例で国に先行知恵絞る 474 地方公共団体（神戸新聞） 
36 

13 
平成 15 年 11 月 20 日 ◎長崎県／観光再生への模索国際都市・シドニーから＜３＞街

歩き－連載楽しくなる仕掛けづくりを埋もれた歴史資源活用
／ながさきＷＩＤＥ（西日本新聞） 

38 

14 
平成 16 年 4 月 15 日 「東の玄関」金沢森本ＩＣ、周辺の広告規制を強化自家用以外

の禁止を検討へ金沢市、地元と（北國新聞） 
39 

15 
平成 16 年 4 月 24 日 社説〔金沢の看板規制〕景観保全後手に回るな（北國新聞） 

39 

16 
平成 16 年 11 月 26 日 金沢市、第三者広告物を禁止福増―戸水、金沢森本ＩＣでも合

意大動脈周辺の景観保全（北國新聞） 40 

17 
平成 17 年 2 月 24 日 派手な看板許しません都民が『景観ルール』作成屋外広告物条

例改正案“異議申し立て”可能に（東京新聞） 
41 

18 
平成 17 年 4 月 12 日 （ニュースぷりずむ）違反広告、市民が捨てます県条例改正で

前橋市／群馬（朝日新聞） 
42 

19 
平成 17 年 8 月 27 日 住宅地図看板、佐賀市が一斉撤去――「屋外広告物法に違反」

（日本経済新聞地方経済面(九州Ｂ)） 42 

20 
平成 18 年 2 月 1 日 ［聞く］看板広告の罰則強化県まちづくり推進課長・寺田年典

さん 56＝佐賀（西部読売新聞） 
43 

21 
平成 18 年 2 月 22 日 湯梨浜町：違反広告物 177 枚を強制撤去（日本海新聞） 

44 
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表 ２-１４ 報道事例（２／２） 

No. 日付 タイトル ページ 

22 
平成 18 年 2 月 24 日 中部空港周辺違法屋外看板 350 件実態調査結果を発表（中部読

売新聞） 
44 

23 
平成 18 年 5 月 24 日 札幌市が市民景観アンケート大通公園、9割が評価（北海道新

聞） 45 

24 
平成 18 年 6 月 17 日 歴史的建造物、街並み、景観保全に地方公共団体動く――札幌

市、釧路市（日本経済新聞地方経済面(北海道)） 
45 

25 
平成 18 年 6 月 19 日 景観法、施行 1年、地方公共団体、独自規制に弾み、条例に法

的拘束力――小田原市（日本経済新聞） 
46 

26 
平成 18 年 6 月 24 日 違反広告物、再び増加警戒を強める規制強化後、撤去数最多宮

崎市／宮崎県（朝日新聞） 46 

27 
平成 18 年 8 月 1 日 景観向上、路上整備から、東京・青山通り付近の住民ら「実験」

（日本経済新聞地方経済面(東京)） 
47 

28 
平成 18 年 8 月 10 日 元気もっと輝く観光地へ（３５）＝安曇野（６）北ア背景に広

がる農村風景自慢できる資源保全（信濃毎日新聞） 
48 

29 
平成 18 年 9 月 6 日 屋外広告物に総量規制良好な都市景観懇談会/富山市（北日本

新聞） 49 

30 
平成 18 年 9 月 9 日 「違反広告物ＮＯ！」繁華街を巡回名古屋、チラシなど除去／

愛知県（朝日新聞） 
49 

31 
平成 18 年 9 月 16 日 横浜中華街、マンション規制へ、景観保護へ建設禁止協定（日

本経済新聞地方経済面(神奈川)） 
50 

32 
平成 18 年 10 月 17 日 タイトル 違反屋外広告の罰則強化 依頼主の責任明確に 

県、指針策定へ＝富山（東京読売新聞） 50 
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 各事例の内容を以下に記載する。太字・下線は本調査に関係の高い箇所に本調査にて追

加した。 

＜事例 1＞ 
タイトル 熊本城の景観に配慮、九州郵政局が郵便局前の看板を撤去 

日付 平成 3 年 2 月 1 日 

新聞社 西日本新聞朝刊, 24 面 

記事内容  熊本市城東町の九州郵政局は四日、昭和三十四年の現庁舎新築移転時に建てられた看板

（縦一・九メートル、横七・二メートル）を三十一年ぶりに撤去する。熊本市一番の繁華街から見

える熊本城周辺の景観への配慮が狙い。県や熊本市も歓迎、これを機に、熊本城周辺の坪井

川沿いに乱立する看板の追随を期待している。 

 熊本市は平成元年十月、県の景観条例にならい天草町とともに、他の市町村に先駆けて都市

景観条例を制定。しかし天草町は一日から施行に踏み切るが、同市は「遅れ気味」（市都市計画

課）。施行に向け審議会（会長・堀内清治熊本大学工学部教授）を何度も開いているが、熊本城

周辺は商業地域で広告看板が「野放し状態」のため、景観との矛盾に頭を痛めている。 

 それでも「最低限の指針を示して、看板の大きさを規制するなどの方法で、ぜひ（看板主に）お

願いに行きたい」（同課）と本年度中に条例施行の道筋をつけようと意気込んでいる。坪井川周

辺の看板について県（景観整備室）は「郵政局の看板については、官公庁が率先して配慮してい

ただき良かった。その他の看板も景観に合ったより良いデザインをお願いしている」という。 

 堀内教授は「（審議会では）引っ掛かっている問題はなく、十分まとまると思う。ある程度は看板

の規制をしなければならないだろう」と話している。 

 また同郵政局の看板の絵を、現在まで二十年間にわたり制作してきた同市の看板業宮本一之

さん（６５）は「看板がなくなるのは振り返ると寂しい気もするけど、満足感も大きい。熊本の自然

という都市の魅力を生かすためにも、本当によかこつと思います」と話していた。 

＜事例 2＞ 
タイトル 空港周辺、広告看板を一掃－道が７月にも地域指定 

日付 平成 3 年 12 月 30 日 

新聞社 北海道新聞朝刊,1 面 

記事内容  本道の空の玄関口を広告乱立による景観破壊から守るため、道は二十九日までに、道内九空

港とその連絡道路周辺を九二年中にも、道屋外広告物条例に基づく広告設置禁止地域に指定

する方針を固めた。各空港の地元市町の意向によって、指定の時期や規制内容などを弾力的に

検討するが、道屋外広告物審議会の協議を経て、早ければ七月にも指定したい考え。禁止地域

になると、交通標識などを除き、観光名所や特産品などのＰＲ看板が原則的に一切立てられなく

なる。 

 対象となるのは、新千歳、旭川、釧路、函館、帯広、稚内、紋別、中標津、女満別の九空港。空

港の周辺五百メートルと、一般道路と空港を結ぶ連絡道路の両側各五百メートル以内で、その

範囲内にある商店などを除く一切の広告看板の禁止を検討している。指定されれば、既設の看

板についても設置者は六年以内に撤去しなければならず、違反者には罰金が適用される。 
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 道が九〇年九月に実施した空港周辺の調査では、新千歳空港に四十三枚、旭川、釧路両空

港に各十五枚、女満別空港に十四枚などと、民間企業や市町村など公共的な団体の看板が林

立。道に対して観光客などから、自然景観に目障りだとの苦情も寄せられている。 

 指定に向けた作業は、一月下旬、空港所在地と隣接の計十二市町の都市計画担当者らと協

議。連絡道路の規制距離をどの程度にするかなど、地域の実情に応じたきめ細かな検討をす

る。 

 九〇年四月に改正された同条例では、具体的な空港や鉄道、道路、海、山、河川などについ

て、屋外広告の設置禁止を知事が指定できる。現在までに指定されたのは、宮島沼（美唄市）と

開陽台（根室管内中標津町）、多和平（釧路管内標茶町）、別寒辺牛（同管内厚岸町）と青函トン

ネルの本道側出入り口（渡島管内知内町）の合計五カ所。 

 また空港周辺の広告規制は、富山県が富山空港で日本アルプスの景観保護のために行って

いる。 

＜事例 3＞ 
タイトル 安房トンネル開通へ 波田が通過点に… 「飛騨」の看板に危機感 

日付 平成 9 年 12 月 4 日 

新聞社 信濃毎日新聞朝刊,29 面 

記事内容 ＜「町外」締め出し検討 町が県条例の適用などで＞  

 「飛騨大鍾乳洞」「日本の三名泉 下呂温泉」―。安房トンネルの六日開通をにらみ、長野と岐

阜を結ぶ新動脈・国道１５８号の長野県側に、岐阜県内の観光地などを宣伝する看板広告が目

立っている。１５８号が町内を貫く東筑摩郡波田町は「このままだと波田は観光客の通過点にな

ってしまう」と危機感を強め、県屋外広告物条例の適用などで町内から“よそもの看板”を締め出

せないかと検討に入った。 

 波田町の国道１５８号沿いには温泉、名所などのほか、ドライブイン、観光施設など飛騨地方

のＰＲ看板が相次ぎ設置され、町によると五カ所に達した。「下呂温泉」の看板は高さ五・五メート

ルもあり、どれも目立つ存在。いずれも松本市方面から安房トンネルへ向かうドライバーの目に

入るよう仕向けられている。 

 町内の１５８号は北アルプス・上高地へ向かう観光客の車で夏場は渋滞するのが常。同トンネ

ル開通で交通量はさらに増えると予想され「車だけ増えて、波田が通過地点となるのでは面白く

ない」という声が町民から出ている。 

 このため、町は一案として、県屋外広告物条例の特別規制地域指定を検討している。指定され

ると、自分の所有する土地にだけ看板設置を認める―とする規制が可能になる。町外の事業者

などが指定前に所有地以外に設置した看板も一定期間内に撤去させることができる。 

 町は、所有地以外に設置する場合に届け出を義務づけている南安曇郡安曇村環境保全条例

と同様の条例制定も視野に入れ、来年度には結論を出すとしている。 

 町建設課は「（岐阜県側の）看板が予想以上に増えた。もたもたしていたら、もっと大変なことに

なる」と話している。これに対し、看板を出している岐阜県丹生川村の業者は「地元の意向も分か

るが、宣伝は自由にできるものではないのか」と困惑ぎみだ。 
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＜事例 4＞ 
タイトル 看板急増の波田町 全域を広告物規制地域に 近く県に申し出 

日付 平成 10 年 10 月 14 日 

新聞社 信濃毎日新聞朝刊 4 面 

記事内容  東筑摩郡波田町は、町内全域を県条例に基づく「屋外広告物特別規制地域」に指定するよう県

に求める方針を決めた。昨年十二月の中部縦貫道安房トンネルの開通で、アクセス道になって

いる国道１５８号が通る町内に、岐阜県の企業などの看板広告が増え始めたため。町は近く、県

への申し出原案を「まち並みまちづくり協議会」に示す予定で、今年度中の指定を目指している。 

 原案だと、町の許可を得て町内に看板広告を設置できるのは、▽町内の事業所や営業所の自

己用広告物と案内広告物▽町内外の観光地や公共的施設の案内▽公益上必要なものや祭

典、年中行事、催しに関するもの、営利を目的としない広告物―などに限る。「自己用広告物」は

表示面積の合計を十五平方メートル以内とし、点滅照明やネオンは使えない、としている。 

 町建設課は、県の指定後、これらの条件を満たしていない既存広告物は「三年以内に撤去して

もらうよう、指導する」としている。 同課によると、町外業者らの看板広告はトンネル開通後、電

柱広告などを除いて同国道沿いに八カ所増え、現在は二十余が並んでいる。 

 特別規制地域は、市町村長の申し出に基づき知事が指定する。県景観室によると、これまでに

北佐久郡軽井沢町、小県郡和田村、国道１１７号沿線（下水内郡豊田村―県境）、北安曇郡白

馬村が指定を受けている。 

＜事例 5＞ 
タイトル 企画［にゅーすアタックかごしま］違法看板”いたちごっこ”／鹿県内、毎年３万２０００枚を撤去 

日付 平成 12 年 1 月 5 日 

新聞社 南日本新聞夕刊 1 面 

記事内容  景観を損ねるほか、交通の妨げになる恐れがあるとして、条例で罰金の対象になっている立看

板や張り紙などの屋外広告物。鹿児島県内では、条例に基づき、毎年約三万二千枚が取り除か

れているが、取り除いた翌日には同じ場所に立てられるなど一向になくなる気配はない。”いたち

ごっこ”に歯止めをかけるには、まずどういう街づくりをするかという観点から考える必要があるよ

うだ。 

 立看板などは、県内全域は鹿児島県が、鹿児島市内は市が屋外広告物条例で規制している。

許可を受けずに設置したものや、公共物、禁止地域に設置したものは知事や市長が撤去を命令

し、従わなければ五十万円以下の罰金を科すことができる。こうした条例があるにもかかわら

ず、鹿児島市では違法看板が後を絶たないようだ 。同市内では看板が設置されやすい人目につ

く場所が観光スポットと一致するため、観光業者からは「観光客を迎える環境ではない」として撤

去を求める声は強い。また、風雨によって看板が道路に倒れれば交通事故につながる恐れもあ

り、県警は昨年十二月初め、市内五十四カ所、約千百九十枚について警告した。しかし、行政が

毎月のように取り除いているにもかかわらず、次の日には同じ場所に設置されているのが現状。

昨年度一年間で市は約二万枚、県は約一万二千枚を撤去したが、ここ数年、ほぼ同じ数で推移

している。 
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■言い分はあるが 

 県警によると、立看板を設置するほとんどの業者は違法性を認識しているという。それでも、設

置する側には立看板に頼らざるを得ない事情があるようだ。 

 鹿児島市内で看板を設置していたある自営業者は「看板業者に勧められて設置したが、看板

を見てきたという人も多かった」。また、国道沿いにマンションのモデルルームの看板を立ててい

た不動産会社は「消費が伸び悩む不況下にあって、立看板ははずせない宣伝媒体」と話す。張

り札を設置している同市内のある団体は、張り札が違法であることを認めた上で、「鹿児島では

市民が催し物などについて情報を得られる掲示板が少なすぎる。今ある掲示板では順番待ちが

多い」と訴える。 

■宮崎県は少なく 

 全国の地方公共団体が同じような条例で規制している中、看板が目立たない街もある。昨年、

屋外広告物対策を探ろうと鹿児島県内の関係団体が集まった協議会で、「隣の宮崎県では立看

板が少ない」との指摘があった。 

 宮崎県は一九六九（昭和四十四）年、全国初の沿道修景美化条例を独自に制定。南国の観光

ムードをつくるため、計画的な街づくりを進めてきた。同県道路維持課は「取り締まりが特に厳し

いわけではなく、美化条例を制定していることで県民に街をきれいにしようという意識が強いので

はないか」と推測する。 

 同じように、街づくり協定で看板広告物の申し合わせを行っている姶良郡牧園町の霧島温泉郷

丸尾地区も違法看板は少ない。協定づくりの中心になった同温泉郷事業協同組合の大坪和代

表は「統一性のある街並みができあがっているので、それにあった看板を作らざるを得ないのだ

ろう。それでも、行政が徹底的に取り締まり、看板のデザインまで指導する必要性は感じる」と話

す。 

 観光客受け入れの立場で広く活動している鹿児島サンロイヤルホテルの古木圭介専務取締役

は「毎年、撤去しても結果は同じ。立看板だけの問題ではなく、看板を立てるのがためらわれるぐ

らいの街づくりをすればいい。街づくりをジグソーパズルに例えれば、行政がどのような街づくり

をするのかについてパズルの全体図を示さなければ住民の協力は得られない」と指摘した。 

＜事例 6＞ 
タイトル 幹線道の看板規制へ ３路線、景観保護で県と協議－－松阪／三重 

日付 平成 12 年 6 月 21 日 

新聞社 毎日新聞 地方版,23 面 

記事内容  松阪市の野呂昭彦市長は２０日、市内の幹線道路沿道の景観を守るため、建設中の国道４２

号松阪多気バイパスを含め計３路線を、広告看板の設置を規制する県屋外広告物条例の設置

禁止区域などに指定するよう、県と協議を進めていることを明らかにした。 

 対象としているのは、同バイパス（射和町―古井町間８・８キロ）▽県道六軒鎌田線（大塚町―

大平尾町間１・４キロ）▽伊勢自動車道松阪インターと市街地を結ぶ県道松阪第２環状線（通称

＝アクセス道路・伊勢寺町―川井町間約４キロ）。 

 同市では、県との協議で、建設中の２路線はすべての屋外広告物が設置できない禁止地域

に、既に約６０の広告看板が立っている第２環状線は、一定の広告しか設置できない広告物景
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観地区に指定するよう求めている。同景観地区では、既存の広告物は撤去まで最長２０年の猶

予期間が必要。 

 野呂市長は「松阪インターを下りると、第２環状線沿道は、前方に伊勢湾が望め、田園地帯が

広がるが、沿道の広告看板が気になる。すぐに撤去するのは難しく、今後は“快適で美しい松

阪”をつくるため、道路の計画段階から広告看板のあり方について考えたい」と話した。 

＜事例 7＞ 
タイトル ◎朝来町／不法看板ストップ作戦／合同広告板を設置へ【但馬版】 

日付 平成 13 年 9 月 19 日 

新聞社 神戸新聞朝刊, 24 面 

記事内容  町の美観を損ねる不法看板を減らすため、朝来町は、町内各所に独自の合同看板を設置し、

屋外広告を集約する計画を進める。乱立する看板を減らし、町のイメージアップを図る考え。町

の説明によると、町内をいくつかの地区に分け、各地区に合同看板を設置する。景観に配慮した

デザインとし、地図も載せる。現在、屋外に看板を設置している業者に、撤去と合同看板への参

加を勧める。広告料は低く抑える予定。旅行パンフレットも作製し、参加した業者の広告を掲載す

る。 

 屋外の広告看板は、県条例で、営業中の店舗の敷地以外は大きさなどが制限され、地元市町

へ届け出も必要だが、無届けや規格外のものが少なくない。景観上も良くないと、各市町を悩ま

せているのが実情だ。 

 同町は事業費四百万円を予定している。同町は「ひとつの看板に多くの広告が入ることで、広

告主にもメリットがあると思う。他市町にも同様の取り組みを勧めていきたい」としている。 

＜事例 8＞ 
タイトル 猪苗代湖周辺の大形看板を自主撤去 景観保全を目指す－－志田浜観光組合 ／福島 

日付 平成 15 年 3 月 9 日 

新聞社 毎日新聞 地方版,26 面 

記事内容  猪苗代湖・志田浜観光組合（紺野晃史組合長）など志田浜地区の事業者は、景観保全のため

に大型の広告看板の自主撤去作業に取り組んでいる。周辺の自然と調和しない建築物で自然

景観が阻害されているとして、県が同地区を００年３月に景観条例による重点地域に、０２年４月

には屋外広告物条例による規制地域に指定、０５年３月までに撤去することになったため。 

 同観光組合が撤去するのは観光ＰＲの広告看板６基で、５日に作業を始め、今月末までに完了

する予定。費用は約５０万円という。紺野組合長は「志田浜の目印が無くなり、お客様が通り過ぎ

てしまうのではないかとの懸念もある。１０年以上前に建てた看板で未練もあるが、景観形成の

ため、協力していきたい」と話している。 
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＜事例 9＞ 
タイトル ＪＲ会津若松駅／城下町の玄関口 ふさわしい姿に／屋上の看板撤去／ＪＲ会 

日付 平成 15 年 5 月 3 日 

新聞社 河北新報朝刊, 15 面 

記事内容  ＪＲ会津若松駅（会津若松市、小関英敏駅長）はこのほど、駅舎の屋上に設置していた広告看

板を撤去し、中心市街地の景観改善を図った。同駅では「城下町の玄関口にふさわしい駅舎とし

て親しまれるよう、きれいな駅づくりに引き続き取り組みたい」としている。 

 同駅は２００１年、市のシンボル・鶴ケ城にちなんで「城」をイメージした駅舎に改築。屋上にはＪ

Ｒ東日本の子会社や、地元の酒造会社など３つの看板が設置されていたが、４月２４日にすべて

撤去した。市景観条例への配慮もあったという。 

 看板撤去のほか、同駅では昨年に駅舎内の段差をなくすバリアフリー工事を実施したり、６日

までは駅舎前にこいのぼりを揚げたりするなど、「きれいな駅づくり」運動に取り組んでいる。 

＜事例 10＞ 
タイトル 発見すぐ撤去 のぼり旗も対象 倉敷市、広告景観特区を申請／岡山 

日付 平成 15 年 10 月 4 日 

新聞社 朝日新聞 朝刊,24 面 

記事内容  特定の地域に限って規制を緩和する構造改革特区法に基づく第３次受け付けで、倉敷市は３

日、広告景観特区を申請した。法規に違反した屋外広告物を撤去する場合、現行では一定の放

置期間が必要だが、特区に認定されるとすぐに可能となるほか、これまで対象外だったのぼり旗

も含まれるようになる。美観地区を含むＪＲ倉敷駅周辺や、下津井町並み保存地区・鷲羽山を含

む児島地区など総面積は４５１９ヘクタールを想定しており、中田武志市長は「美しい倉敷を全国

発信し、環境保全や観光振興に役立てたい」としている。認定されれば来春から実施する方針

だ。 

 市建設計画課によると、屋外広告物法に基づいて市屋外広告物条例を施行した昨年度だけで

も、市民からの苦情や撤去要請は３７件に上った。 違反広告物撤去のため、昨年度から専従職

員２人を置いたほか、２７９万円をかけて業者にも委託。その結果、作業は延べ１３６回にわた

り、消費者金融や風俗関係などの違反広告物２万１４２９件を撤去した。 

 しかし、現行法７条４項では違反広告物について、「相当の期間を経過」し、管理されずに放置

されていることが明らかでないと撤去できない。このほか、▽広告旗の定義が無く、撤去対象に

ならない▽張り紙や立看板の定義がベニヤ板・プラスチック板などに張られた紙に限る、などの

制約もある。 

 同課によると、違反広告物の撤去までの「相当の期間」は、おおむね１週間で運用している。特

区に認定されれば、７条４項の制約がなくなるので、発見次第、その場で撤去できる。近年増え

ているのぼり（広告旗）や、材質が紙以外の張り紙、パンフレット・チラシなどを掲示する立看板に

類似したラックなども撤去できるようになるという。中田市長は「今まで手が出せなかった広告旗

なども対象に含めて、迅速な対応が出来るので伝統的な街並みが維持しやすくなる。認定され

れば大変うれしい」と話した。 
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＜事例 11＞ 
タイトル くらしと自治 魅力ある景観へ ４４７地方公共団体、条例制定で国を先取り 京都市「国家レベ

ルで」提言 保全「まず京都から」 

日付 平成 15 年 10 月 13 日 

新聞社 京都新聞朝刊,11 面 

記事内容  高さや色がばらばらのビルや住宅。クモの巣のように張り巡らされた電線。電信柱やガードレ

ールを覆う派手な看板や張り紙などの屋外広告－。効率性や機能性を重視した戦後の都市計

画や国土づくりの結果、東京など大都市圏だけでなく地方都市でも雑然とした魅力に乏しい都市

景観が広がっている。一方、同じ都市景観でも、情緒ある町家が残る京都市など歴史や伝統が

ある美しい街並みは観光客の人気も高い。こうした地方公共団体は、優れた景観を観光資源と

して積極的に活用するため独自の景観条例を制定し、保存地区の開発を規制するなど国の動き

を先取りしている。 

 景観条例を制定している地方公共団体は今年三月現在で、二十七都道府県と、全国の約１

４％に当たる四百四十七市町村。条例数は複数の制定を含め計五百十六に上る。国土交通省

も、従来の都市計画などでは景観の「美しさ」に対する配慮が足りなかったとし、新たな景観基本

法の制定などを盛り込んだ「美しい国づくり政策大綱」を七月にまとめた。政策大綱は、（１）建築

制限など景観に関する行為規制を行う景観基本法の制定（２）市町村が看板などの屋外広告を

制限できるようにする屋外広告物法の改正（３）電線類の地中化の推進－などが柱。 

 違反広告の規制をめぐっては、屋外広告物法改正に先行する構造改革特区として、岐阜市が

「屋外広告物の簡易除却要件の緩和特区」、岡山県倉敷市が「広告景観特区」をそれぞれ提案。

十一月にも認定される見通しだ。景観づくりに知恵を絞る地方公共団体の動きを追った。 

【京都市内、看板の色彩抑え】 

○「準防火地域」の指定解除の祇園、町家改築可能に 

 本来は赤地に白文字の看板を白地に反転させた「東京三菱銀行」、オレンジと青色の帯を細く

して白地を目立たせたコンビニの「ａｍｐｍ」－。全国にチェーン展開する企業の多くが、京都市だ

けは他の地域とは違って色彩を抑えた看板を掲げる。「けばけばしい色彩でないこと」などを定め

た市の屋外広告物条例の成果だ。牛丼チェーンの吉野家は出店に当たり、市の担当者から「看

板のオレンジ部分を白にすること」を求められた。「白地に黒で『吉野家』では飲食店に見えない」

ことから何度も交渉し、ようやく下部にオレンジの線を入れることが認められた。 

 

○企業の理解求め 

 市は「街全体が観光資源の京都では、看板も景観の一部」と企業の理解を求める。だが看板

は店の顔だけに「規制が徹底されておらず、景観保護にどこまで効果があるのか」と不満を漏ら

す企業もある。古い木造の「町家」が並ぶ落ち着いた景観が人気の祇園。年に一度の初期消火

訓練では舞妓さんもはんてんを羽織って出動。「京都の出火率は木造がほとんどない（ニューヨ

ークの）マンハッタンより低い」と、祇園町南側地区協議会の杉浦貴久造会長（六九）は胸を張

る。京都市は二月、同地区三百二十戸を、外から見えない部分に不燃材を使うことなどを条件に

都市計画法上の「準防火地域」の指定を解除した。約二万八千の町家は老朽化が進んでいる



 

 34 

が、準防火地域では、火災の延焼を防ぐため外壁をモルタルで不燃化したり、扉をアルミにしな

ければ新築も建て替えもできなかった。「築百年を超え、毎日商売で使う。細かな修繕では済ま

ない」。解除により、土塗りの壁や木製の格子窓などが認められ、町家としての新築、改築が可

能になった。十九基設置した私設消火栓を二、三年で三十基にするのが目標だ。「解除してもら

った以上、消防車が着くまでは自分たちで延焼を食い止めたい」と杉浦さんは話す。 

 

○著名人ら百人委 

 こうした「自主努力」に加えて、京都市は本年度から、景観保全を国家レベルで行うよう政府に

求める斬新な取り組みもスタートさせた。名付けて「国家戦略としての京都創生の提言」。すでに

哲学者の梅原猛氏ら各界の著名人も提言の実現に向けた「百人委員会」発足に立ち上がってい

る。 

 同提言は、市の「国家財産としての京都創生懇談会」（座長・梅原氏）が今年六月に取りまとめ

た。京都創生のための基金創設▽電線類の集中的な地中化▽京都歴史博物館の設置▽観光

立国のための戦略拠点整備－の四本柱から成り、いずれも、京都の景観や歴史文化遺産を「世

界の宝」として保存する方策を求めている。 

○「京都だけでは」 背景には、財政状況が厳しい中、「もはや京都の力だけでは京都を守れな

い」（同提言）との危機感がある。景観や街並みを守る条例を制定しても、国の法律や制度、財

源不足が壁となり、限界があるためだ。提言をまとめた同懇談会では、「京都は世界に知られた

都市で、その歴史景観が国内外からの観光客を呼んでいる。市だけが保存の努力をするのでな

く、国家的事業として保全を図るべきだ」などの意見が出された。市は、提言の後押しを受け、来

年度政府予算概算要求に、「歴史都市再生法」の制定▽鴨東・嵯峨嵐山地区の電線類地中化

▽歴史的風土の保全のための総合的対策▽伝統的建造物群保存地区事業の充実－などを重

点項目として盛り込んだ。国土交通省などが推進する施策にリンクさせ、京都での事業展開を誘

導する狙いで、桝本頼兼市長も霞が関を訪れ、各省庁に要請を行った。とはいえ、特定の都市だ

けを対象にした対策に、中央官庁は「公平性を損なう」と強い抵抗感を示している。事実、特定地

域を保全する法律は「明日香村特別措置法」ひとつしかない。 

○機運を盛り上げ 

このため、提言実現のためには国民的機運の盛り上がりが不可欠だとして、同懇談会のメンバ

ーや歌舞伎俳優の片岡仁左衛門さん、女優の山本富士子さんら京都を愛する著名人十二人が

発起人となり、「京都創生百人委員会」の発足に乗り出した。京都の景観保全のＰＲ活動に一役

買おうというわけだ。国内だけでなく海外の有識者にも参加を呼びかけ、十月二十四日に発足式

を兼ねた「歴史都市・京都創生シンポジウム」を東京で予定している。各界の著名人を「応援団」

に、市は国への働き掛けを強める。立命館大教授と京都市議らが昨年、国会議員を対象に行っ

たアンケートでは、回答者の八割強が京都の歴史景観を国家プロジェクトで保全することに賛成

している。提言が受け入れられる下地はある。「中央省庁に『まず京都から』と思ってもらうことが

大切。そのためにも全国的な動きに広がるよう、工夫と要請を続けたい」（市総合企画局）。新し

い景観保全のかたちづくりに向けて、胎動が始まっている。 

【広告景観特区要望の岐阜市】 
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○電柱などのヤミ金融広告絶えず「日に３００枚はがす」 

 ＪＲ岐阜駅から南へ約二キロ。大型パチンコ店や町工場などが並ぶ準工業地の一角。電信柱

には携帯電話の番号が大きく記されたヤミ金融業者の広告が張られ、ガードレールには別の業

者のプラスチック製の看板が針金でくくりつけられている。「景気が悪いせいかヤミ金融業者の広

告ばかり。一日三百枚以上もはがすことがある」－。岐阜市まちづくり事業室の高橋輝男副主

査。同僚と二人で市内を巡回し、市民から連絡を受けた現場を中心に、違反広告を撤去する毎

日だ。 張り紙を霧吹きで湿らせ、カッターナイフで削り落とす。一時間もたたないうちに刃はぼろ

ぼろになる。「業者も必死だから、はがした翌日に新しい広告が張られていることもある」のが実

情だ。業者とのいたちごっこが続く。 

 岐阜市は美観を損ねる屋外広告をなくすため、一九九五年に禁止地域や罰則などを定めた屋

外広告物条例を施行した。しかし、二○○二年度の屋外広告の撤去数は前年度比７０％増の約

二万二千件。本年度も既に一万五千件を超え、年間三万件を突破する勢いだ。 

 一万五千七百五十八件（○二年度）の張り紙の９０％以上を占めるのがヤミ金業者の広告。九

月からのヤミ金融業対策法の一部施行を見越して八月ごろから急増した。さらに、のぼり旗やプ

ラスチック板に直接塗装した立看板など新たな形の広告も増えている。しかし、屋外広告物法で

は撤去の対象外のため、不服申し立てが可能で、市は一時保管するなど対応に苦慮している。

岐阜市は構造改革特区で「屋外広告物の簡易除却要件の緩和特区」を提案。のぼり旗なども撤

去できるようにするほか、撤去までの期間を短縮するなどの要件緩和を求めている。同まちづく

り事業室の山本昌子主任は「観光だけでなく、人が住みたいと思うような心が和む空間づくりを

目指したい」と話している。 

【両隣と花の「三軒協定」－埼玉県戸田市】 

【住民ら街の風景を発掘－世田谷区 地域交流にも一役】 

 「水やりをしていて、通り掛かった人から『きれいですね』と声を掛けてもらえるのがうれしい」

－。埼玉県戸田市の杉本真由美さん（三九）の自宅は塀越しに鉢が並び、ニチニチソウ、ポーチ

ュラカなど季節の花がやわらかな風に揺れる。両隣とともに同市の「三軒協定」に認定された。こ

の協定は、隣接した三軒以上が花や緑で景観に配慮した場合、花の購入費などの半額を市が

補助する制度。ＪＲ埼京線の開通以来ベッドタウン化が急速に進んでおり、ガーデニングを仲立

ちに、希薄になりがちなコミュニティーづくりや個性ある景観につなげようとの狙いだ。ガーデニン

グの人気は高いが「補助をもらうと、きちんとやらなければという気持ちになる」と申請を渋る人も

多く、二○○二年の導入以来、認定は九カ所だけ。市の担当者は、庭先をきれいに飾った家を

見つけては営業をかける。東京都世田谷区は住民の推薦に基づき、○二年に三十六カ所を地

域風景資産に認定した。担当者は「行政の目では見つからない風景が発掘できた」という。その

ひとつが、区が管理する三百メートル足らずの未舗装の道。特に名所でもない。隣に都立高校の

グラウンドがあるが、幹線通りから離れており、ふだんはひっそりとしている。野草をスケッチする

のが趣味の西川美枝子さん（五一）は「石畳や花壇できれいにした道は多いが、ここは手付かず

に残った自然が魅力」と話す。世田谷区はマンションの急増で街の景観がどんどん変わってい

る。大好きなこの道を何とか残したいとの思いで推薦した。近所の仲間約十人と「船橋小径（こみ

ち）の会」を設立、ミニコミ誌でＰＲしたり、野草の観察会を実施した。「じっくり話をするようになっ
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た」と西川さん。区は○五年度にも、第二回の地域風景資産の認定を目指し、推薦の募集を始

める考えだ。 

＜事例 12＞ 
タイトル ＜アクセス 地方から＞景観や街並みに配慮したまちづくり 開発規制、条例で国に先行 知恵

絞る４７４地方公共団体 

日付 平成 15 年 10 月 31 日 

新聞社 神戸新聞朝刊,6 面 

記事内容 

 

景観や街並みに配慮したまちづくり 

開発規制、条例で国に先行 

知恵絞る４７４地方公共団体 

 高さや色がばらばらのビル。張り巡らされた電線。電信柱やガードレールを覆う看板や張り紙。

効率性を重視した戦後の都市計画は、大都市圏だけでなく、地方都市にも雑然とした都市景観

を広げてしまった。景観づくりに知恵を絞る地方公共団体の動きを追った。 

 歴史を感じさせる街並みや景観は人々をひきつける。城下町の風景や白壁の建物群が残る地

域など、伝統ある美しい街並みは観光客の人気も高い。景観を守り、活用しようと、独自の条例

を制定したり、保存地区の開発を規制するなど、国の動きを先取りした地方公共団体の取り組み

が目立つ。景観条例を制定している地方公共団体は、二十七都道府県と、全国の約１４％に当

たる四百四十七市町村。条例数は複数の制定を含め計五百十六に上る。 

 国土交通省も、従来の都市計画では景観の「美しさ」に対する配慮が足りなかったとし、新たな

景観基本法の制定などを盛り込んだ「美しい国づくり政策大綱」を七月にまとめた。建築制限な

ど景観に関する行為規制を行う景観基本法の制定▽市町村が看板などの屋外広告を制限でき

るようにする屋外広告物法の改正▽電線類の地中化の推進―などが政策大綱の柱となる。一

方、違反広告の規制では、屋外広告物法改正に先行する構造改革特区として、岐阜市が「屋外

広告物の簡易除却要件の緩和特区」、倉敷市が「広告景観特区」をそれぞれ提案。十一月にも

認定される見通しだ。 

●兵庫県も仕組み模索 

▼出石町 「伝建制度」指定目指す 

 町家や白壁の武家屋敷が点在し、城下町の風情が色濃い兵庫県出石郡出石町。年に九十万

人以上の観光客が訪れる。 

 一九八七年、城下町地区は県の都市景観形成地区に指定され、同町は建築物に基準を設け

た。新改築の際、格子窓や土壁を取り入れるように指導。一般的建物の新改築で、県と町が最

大五十万円、二十五万円を補助する。とはいえ、和風建築には費用がかかり、効果が薄いとの

声も消えない。効果的な景観保全に向け、同町は二〇〇〇年からあらためて景観調査を実施。

国の伝統的建造物群保存地区制度（伝建制度）指定を目指す。重要伝建地区に選定されると、

保存への技術的指導や固定資産税の軽減が図られる。一方で一定の建物保存基準が設けら

れ、合わない建物は規制対象になる。「今は調和がとれているが、世代が交代すると古い街並み

が失われるかもしれない」。同町建設課は「景観は貴重な観光資源」と話す。 

▼龍野市 商家や町家の修理助成 
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 一九九〇年、同じく県の景観形成地区に指定されたのが龍野市。城下町にあたる龍野地区に

は、十八世紀中ごろから戦前まで約二百年間にわたって培われた多様な武家地、町家が残る。

指定を受け同市は景観ガイドラインを策定。九四年から市独自の「町並み整備助成」をスタートさ

せ、歴史文化遺産の修理保存に乗り出した。ガイドラインは、白壁の土塀が城下町をイメージさ

せる「武家地ゾーン」と、古い商家や民家、醤（しよう）油（ゆ）蔵などが並ぶ「町家ゾーン」に地区

を分け、外壁や屋根の色や高さの基準を設ける。修理への助成は県、市それぞれにあり、同時

に受けることも可能。建物の場合、県の助成は上限二百万円（助成率四分の一）で、市は三百万

円（二分の一）。これまでの助成実績は県が八十七件、市が二十五件。 

 一方、兵庫県は今春、街角の違法な看板を撤去できる屋外広告物条例を改正した。近年、増

加するのぼりなども撤去対象とする内容で、今年七月から施行。屋外広告物法では、違反広告

物のうち、はり紙やはり札、立看板については、県などの判断で取りはずすことを認めていた。し

かし、近年目立つプラスチックやアルミ板に直接印刷した看板やのぼりの撤去はできず、県は国

と協議。「法の枠外だが、時代を先取りした取り締まりを」と改正を決め、こうした看板も撤去でき

るようにした。神戸、姫路市域を除き、二〇〇二年度に県が撤去した違法広告は七十三万件。

が、取り締まりは追いつかない状況で、県は「見つけた市民がすぐに撤去できる仕組みを今後考

えたい」とする。 

▼岐阜市 違反広告の排除に躍起＿業者とのいたちごっこ 

 ＪＲ岐阜駅から南へ約二キロ。パチンコ店や町工場などが並ぶ準工業地。電信柱にヤミ金融業

者の広告が張られ、ガードレールにはプラスチック製看板がくくりつけられる。 「景気が悪いせい

か、ヤミ金業者の広告ばかり。一日三百枚以上もはがすことがある」と岐阜市まちづくり事業室

の高橋輝男副主査。同僚と二人で巡回し、違反広告を撤去する毎日だ。「はがした翌日に新しい

広告が張られることもある」という。 

 岐阜市では一九九五年、屋外広告物条例を施行。二○○二年度の屋外広告の撤去数は前年

度比７０％増の約二万二千件。本年度も既に一万五千件を超え、年間三万件を突破する勢い

だ。張り紙の九割を占めるのがヤミ金業者の広告。のぼり旗やプラスチック板に直接塗装した立

看板など新たな形も増える。屋外広告物法では撤去の対象外のため、対応に苦慮する。 

 そこで同市が提案したのが構造改革特区。「屋外広告物の簡易除却要件の緩和特区」を提

案。撤去の要件緩和を求める。「人が住みたいと思うような心が和む空間づくりを目指したい」と

まちづくり事業室の山本昌子主任は話す。 

▼京都市 看板の色彩極力抑える「街全体が観光資源」 

 本来は赤地に白文字の看板を白地に反転させた「東京三菱銀行」、オレンジと青色の帯を細く

して白地を目立たせたコンビニの「ａｍｐｍ」。全国展開する企業の多くが、京都市だけでは色彩

を抑えた看板を掲げる。「けばけばしい色彩でないこと」とした市の屋外広告物条例の成果だ。 

 牛丼チェーン「吉野家」の場合、出店に当たり市から「看板のオレンジ部分を白に」と求められ

た。「白地に黒の『吉野家』では、飲食店に見えない」と交渉。ようやく下部にオレンジの線を入れ

ることが認められた。「街全体が観光資源の京都。看板も景観の一部」と市は企業の理解を求め

るが、看板は“顔”だけに「規制が徹底されていない。景観保護にどこまで効果があるのか」と不

満を漏らす社もある。 
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 古い木造町家が並ぶ祇園では、京都市が二月、祇園町南側地区の三百二十戸について、外

から見えない部分に不燃材を使うことなどを条件に都市計画法上の「準防火地域」の指定を解除

した。準防火地域では、延焼を防ぐため外壁をモルタルで不燃化したり、扉をアルミにしなけれ

ば、新築も建て替えもできなかった。今回の解除で、土塗りの壁や木製の格子窓などが認めら

れ、町家としての新築、改築が可能となった。同時に地区では、十九基設置した私設消火栓を

二、三年で三十基にすることも目標にする。「消防車が着くまでは自分たちで食い止めたい」と同

地区協議会の杉浦貴久造会長（６９）は話す。 

＜事例 13＞ 
タイトル ◎長崎県／観光再生への模索 国際都市・シドニーから＜３＞街歩き－連載      楽しくな

る仕掛けづくりを 埋もれた歴史資源活用／ながさきＷＩＤＥ 

日付 平成 15 年 11 月 20 日 

新聞社 西日本新聞朝刊 31 面 

記事内容 ■パワーアップ長崎キャンペーン■ 

★リピーター増加を 

 「街を歩いて、独特な歴史や人々の営みを見てほしい。さまざまな魅力的なコースを設定すれ

ば、リピーターや連泊の増加につながる」 

 今月十日、観光関連のハードが完成する二〇〇六年に合わせ、長崎市の観光戦略を策定す

るワーキングチーム座長の脇田安大ながさき地域政策研究所理事長は「街歩きが楽しくなる仕

組み・仕掛けづくり」を柱とする中間提言をした。 

 伊藤一長市長は「来年四月から実行したい」と即答。市や民間団体は提言に沿い、歴史などの

観光資源ごとのルート設定、地図やガイドブックの作製などを進めている。街歩きに力を入れる

のは、「歩く観光」が見直されているのに加え、旅行形態が「団体」から「個人」に転換していること

への対応を迫られたからだ。熟年層に長崎の歴史を紹介している「長崎游学塾」の中井孝道事

務局長は「長崎は西洋、中国、日本文化が融合した独自の資源が埋もれている。物見遊山では

ない旅を味わえ、市民との交流もできる」と街歩き重視を歓迎する。 

★五輪を契機に整備 

 ニュー・サウス・ウェールズ州政府観光局は二年前、歩くコースを記した日本語パンフレット「歩

いて楽しむ街、シドニー」を作製した。同観光局の寺本洸日本局長は「シドニーは観光施設が中

心部に集中していて、歩きやすい街だと紹介したかった」と狙いを語る。さらにシドニーには、歴

史的な建物やシドニー湾だけでなく、観光案内板、公衆電話、バス停、ベンチなどの色やデザイ

ンを統一するなど中心部全体の景観の美しさがある。二〇〇〇年のオリンピックを街づくりの契

機ととらえ、全体的な調和を図ることで街の価値を高めたのが、「街歩きが楽しくなる仕掛け」とな

った。シドニー湾も国立公園に指定され、環境が守られている。寺本局長は「じっくり歩くことで、

案内板が分かりやすかったり、細部まで景観に気を使っていたりして、観光客に『優しい街』だと

気づいてもらえる」と言う。 

★看板広告の規制も 

 日本では戦後、無秩序な都市計画により、戦災を逃れた伝統的な街並みや景観が破壊されて

きた。「街づくりにルールがなく、住民や企業が好き勝手に街をつくった」と県内の観光関係者も
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振り返る。その反省から、県は観光資源としての景観づくりのため、今年四月「美しいまちづくり

条例」を施行。住民主体で景観保全などに取り組む地区に重点支援を始めた。今年は島原市森

岳地区を重点支援地区に指定し建物の外観修復などを助成。今後は「広告景観モデル地区」に

も指定し、街並みに合った看板設置や、調和を乱す看板撤去への助成も始める。 

 シドニーでは、海や歴史的建物の景観だけでなく、観光地の看板広告を規制するなど街並み

維持に細心の注意を払っている。観光客が楽しんで歩ける魅力的な長崎の街をいかにつくるか

―。街全体の景観を常に視野に置きながら、知的好奇心の充足や視覚的な調和などを仕掛けて

いく重要性を観光先進地・シドニー市から学ぶことができる。 

 

＜事例 14＞ 
タイトル 「東の玄関」金沢森本ＩＣ、周辺の広告規制を強化 自家用以外の禁止を検討へ 金沢市、地元と 

日付 平成 16 年 4 月 15 日 

新聞社 北國新聞,21 面 

記事内容 

  

 北陸自動車道金沢森本インターチェンジ（ＩＣ）が先月、供用開始となったことを受け、金沢市はＩ

Ｃ周辺地域で屋外広告物の規制を強化する。現在は高さ八メートル以上の広告が禁止されてい

るが、自家用以外の「第三者広告」の掲示を認めない方向で検討する。ＩＣ周辺地域は広告看板

が乱立しやすい上、一度設置された看板は撤去が難しいこともあり、市は良好な景観維持へ地

元と協議を進める方針である。 

 金沢森本ＩＣは、金沢の新たな「東の玄関」となる。北陸自動車道を利用して金沢に入る県外客

らにとって、ＩＣ周辺の景観は金沢の街の第一印象を決める重要な地域であり、市は住宅地と農

地が大半で、目立った屋外広告物がない良好な環境をできる限り保全する必要があると判断し

た。金沢森本ＩＣ周辺と、地域を通る国道３０４号沿線、金沢東部環状道路沿線も規制対象区域と

する見通しである。 

●金沢西が「教訓」 

 市が、こうした取り組みに乗り出す背景には、金沢西ＩＣ周辺地域の教訓がある。「西の玄関」で

ある金沢西ＩＣから市中心部に入る西インター大通りにかけては、規制が後手に回ったため多種

多様な屋外広告物が乱立。市や地元住民らが景観改善へ地道な活動を続けているが、撤去に

苦労しているのが現状だ。金沢森本ＩＣについては、金沢西ＩＣの轍（てつ）を踏まないように早め

の対応を取ることにした。市は今後、地権者である地元住民との間で地域の景観を守るという共

通認識をまず醸成し、土地利用の在り方も含めて考えていく。 

＜事例 15＞ 
タイトル 社説 〔金沢の看板規制〕 景観保全後手に回るな 

日付 平成 16 年 4 月 24 日 

新聞社 北國新聞,4 面 

記事内容  金沢市は、供用を開始したばかりの北陸自動車道金沢森本インターチェンジ（ＩＣ）周辺地域で、

屋外広告物の規制を強化する。高速道のインターチェンジは、街の玄関口であるために広告看

板が乱立しがちだ。色使いや内容が下品なものが多く、一度設置されると撤去も難しい。美しい
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街づくりのためには、美観を損なう屋外広告を無秩序に増やさない工夫がいる。地権者と周辺住

民の理解と協力を得て、早めに規制の網をかけておきたい。 

 北陸自動車道を使う県外客にとって、その地域の第一印象はＩＣ周辺の風景で決まる。街のイ

メージダウンになるような屋外広告をできるかぎり排除し、景観保全に努めたい。反面教師にし

たいのは、金沢の「西の玄関口」にあたる金沢西ＩＣから市中心部に入る西インター大通りであ

る。規制が遅れたために、どぎつい原色の屋外広告物が乱立している。金沢市や地元が改善へ

向けて地道な活動をしているが、現実には思うように撤去が進んでいない。 

 この金沢西ＩＣでの苦い教訓から、市は金沢の新たな「東の玄関口」となる金沢森本ＩＣ周辺地

域について、早めに屋外広告の規制に乗り出すことにした。現在は高さ八メートル以上の大型広

告が禁止されているが、地権者や地元住民との間で話し合いを重ねた結果、自家用以外の「第

三者広告」の掲示を認めない方向で決着する見通しという。 

 今のところ金沢森本ＩＣ周辺地域に加えて、同地域を通過する国道３０４号沿線と金沢東部環状

道路沿線を屋外広告の規制対象区域とする案が有力である。 

 加賀市内では北陸自動車道片山津ＩＣ周辺から国道８号にかけての県道沿いに並んでいたソ

ープランドなどの看板が一斉に撤去された。今年二月に、片山津地区を対象に屋外広告物の在

り方を検討する協議会が発足し、住民たちが景観維持について話し合っていたところ、業者が自

主的に取り外したという。 

 屋外広告に対する地域の目が厳しくなれば、広告主も好き勝手なことはしにくくなる。景観に対

する住民の意識を高め、無秩序な屋外広告の設置を簡単には許さぬようにしていくことも大切で

ある。 

＜事例 16＞ 
タイトル 金沢市、第三者広告物を禁止 福増―戸水、金沢森本ＩＣでも合意 大動脈周辺の景観保全 

日付 平成 16 年 11 月 26 日 

新聞社 北國新聞,4 面 

記事内容  金沢市は２５日までに、金沢外環状道路海側幹線の福増―戸水間（６．２キロ）の沿線を、自家

用以外の屋外広告物の設置禁止区域に指定した。同様に、北陸自動車道金沢森本インターチェ

ンジ（ＩＣ）周辺での禁止区域設定でも地権者と合意。近く市屋外広告物審議会に諮る。交通量の

多い幹線沿いは人目につくため看板が乱立しがちであり、地権者や地元住民との連携で規制の

網をかけ、美しい街づくりを推進する。 

 市屋外広告物条例に基づく第六種禁止地域となり、福増―戸水間では道路境界から両側百メ

ートルの範囲で、第三者広告を禁止するのをはじめ、ネオンの点滅や電光掲示板も認めない。

金沢森本ＩＣ周辺では、同地域を通過する国道３０４号沿線と金沢東部環状道路今町―月浦間

沿線も含めて禁止地域とする方針だ。市によると、金沢の新たな大動脈であるこれらの路線沿

線地区は現在、水田や住宅地が中心で良好な景観が保たれているが、条例で禁止地域に指定

しなければ原則として屋外広告物の掲示が許されている。市は、かつて金沢西ＩＣ周辺地区で規

制が遅れた結果、美観を損なう広告看板が無秩序に増えてしまい、今も看板撤去など景観回復

に苦労している教訓から、新規に開設する幹線については地元住民や地権者の理解を求めな

がら規制による景観保全を進めることにした。 
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●業者登録制へ協議 県と金沢市 

 今年六月の屋外広告物法改正により、屋外広告物業者について、条例で定めれば従来の届

け出制より監視が強化される登録制に変更できるようになったため、県と金沢市は今後、登録制

導入へ具体的な条例内容の協議に入る方針だ。問題があれば登録取り消しや営業停止の罰則

も課すことができ、違反を繰り返す業者の取り締まりに効果を発揮するとみられている。また、同

法改正で歩道柵や電柱に縛り付けられたプラスチック製の違法看板も市の権限で撤去できるよ

うになっており、市は撤去した看板の保管や返還などの取り扱いを盛り込んだ市屋外広告物条

例改正案を市議会十二月定例会に提出する予定だ。 

＜事例 17＞ 
タイトル 派手な看板 許しません 都民が『景観ルール』作成 屋外広告物条例改正案 “異議申し立て”

可能に 

日付 平成 17 年 2 月 24 日 

新聞社 東京新聞朝刊,29 面 

記事内容 

  

 看板などの屋外広告物の大きさや色の基準を地元住民が決められる東京都条例の改正案が

二十三日、都議会に提出された。住民による自主的な都市景観づくりを後押しするのが狙い。都

内では高層マンションなど建物を景観の阻害要因とする争いが続発、最近は広告物での景観論

争も起きている。条例改正で、住民は派手な広告にも“異議申し立て”が可能になる。 

 提出されたのは、屋外広告物条例改正案。住民が地権者の三分の二以上の合意を得てつくる

「景観ガイドライン」で、広告物の大きさや色などを規定できるとしている。 

 都は昨年三月から、住民が具体的な街づくりを行政に提案できる「東京のしゃれた街並みづくり

推進条例」で、街並み景観重点地区を既に七カ所指定。重点地区では景観ガイドラインで広告を

規制できるが、今回の屋外広告物条例改正案で、重点地区以外でも住民が区市町村に「広告誘

導地区」を申請し、都の指定を受ければ、住民の合意で看板広告を規制できる。 

 京都市などでは、歴史的な街並みを保つため、行政指導でコンビニエンスストアの看板の色な

どを変えさせるなどしている。都の担当者は「自分たちの景観を維持したいという住民の思いに

応えたい」と話している。 

◇寅さんの舞台 街ぐるみ ・ 建物の高さなど自主規制 

 映画「男はつらいよ」に登場する柴又帝釈天（葛飾区）。参道の商店主らは一九八九年から、建

物の高さや外観を自主規制し、東京の下町らしい景観を保存してきた。参道の商店会・神明会会

長で、街並み景観協議会の石川宏太会長は「原色を使った看板はまちの景観を壊す」と話す。

自動販売機やコンビニ看板などの色で「同じ赤なら和の赤にするなど、派手な色はやめる」と検

討している。 

 ビルの屋上にある看板広告の撤去を求めているのは、板橋区常盤台の東武東上線ときわ台

駅北口の住民だ。柴又と常盤台は「街並み景観重点地区」指定を受けている。 

 「ときわ台まちづくり委員会」（斯波都代子代表）が、駅前マンションの高層部撤去を求め東京地

裁で争っているが、昨年十一月には、新たにマンション隣のビル屋上にある大手消費者金融の

大きな看板広告の撤去を同社に文書で要望した。文書は「駅前ビル群は五－六階に高さを自主

規制し、住民は長年景観を守ってきた」と訴え。斯波代表は「緑豊かで美しい街並みが現在も残
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され、私たちはこの町を誇りにしている」と話す。看板撤去については、広告主の消費者金融会

社が「時間をかけて検討したい」と回答した。 

＜事例 18＞ 
タイトル （ニュースぷりずむ）違反広告、市民が捨てます 県条例改正で前橋市／群馬 

日付 平成 17 年 4 月 12 日 

新聞社 朝日新聞 朝刊,27 面 

記事内容  電柱や塀など、街のあちこちに張り紙やのぼり旗などの違反広告物が目立つ。これらの無許可

広告物を全面的に規制・撤去するため、昨年暮れ、県の屋外広告物条例が改正され、簡単に撤

去できるようになった。前橋市では市民のボランティアらが委託を受けて撤去に乗り出し、効果を

上げ始めた。県も、市町村と協力してボランティア制度の拡大を図りたいとしている。（松本健造） 

 前橋市の試みはモデルとして注目されている。 

 昨年１０月の全国健康福祉祭群馬大会「ねんりんピックぐんま」開催を機会に、「路上違反広告

物除却活動員」制度を発足させた。違反広告物を取り外す権限を市民に委ね、街の美観を市民

ぐるみで取り戻す試みだ。 

 市の公募に対し、地域の青少年育成や安全活動などの各種団体や会社、個人など計１７団

体、３１１人が活動員として登録した。講習を受け、道具も借り、３月末までに張り紙や立看板な

ど計１１９８枚を撤去した。同市都市整備課は「活動員の人たちが地元で見ていて、随時、除去で

きるし、張りにくい雰囲気ができた」と言う。違反者からの嫌がらせや苦情もないという。 

 ピンクビラなどの無許可の違反広告物はこれまで、道路を管理する各地の県土木事務所が見

つけ、当事者に連絡して自主撤去してもらうのが原則だった。相手が応じない場合、事務所の判

断で即時撤去できることもあるが、人手が足りず、大半が野放し状態だった。 

 昨年１２月の改正屋外広告物法の成立を受けて県の条例も改正され、それまで撤去できなか

った「のぼり旗」なども含めて即時撤去できるようになった。また、人口５千人未満の町村でも、屋

外広告物を出すには許可が必要になった。 

 県条例を担当する県都市計画課は、各土木事務所への説明会など、改正の普及に努めてき

た。だが、現場を持つ土木事務所では「撤去しようにも数が多く、人手が足りない」と困惑顔だ。

大きなイベント開催時などに、見苦しい違反物を撤去して回るのが実情だ。県都市計画課は「今

後は前橋市のように、市町村や地元のボランティアと連携しながら、効果的な除去に取り組みた

い」と話した。 

＜事例 19＞ 
タイトル 住宅地図看板、佐賀市が一斉撤去――「屋外広告物法に違反」 

日付 平成 17 年 8 月 27 日 

新聞社 日本経済新聞 地方経済面 (九州Ｂ), 14 面 

記事内容  違法看板は許しません――。佐賀市は二十六日、市内道路沿いにある住宅地図看板百二十

四枚を一斉撤去した。これらの看板は地元の企業・事業所や商店などから広告費を取って掲

載、設置しているものの、屋外広告物法に違反すると判断した。違法看板とはいえ屋外広告物を

一挙に撤去するのは同県内でも極めて珍しいケースだ。 
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 同日はＪＲ佐賀駅南部を中心に撤去作業を実施。同市の調査によると、市内には道路沿いな

どに百三十七枚の違法な看板地図があり「市も違法との認識がなかった」（木下敏之市長）という

ほどありふれた存在。だが、広告看板を設置したのは福岡、熊本など隣県の広告業者で県内の

業者はゼロだった。 

 同市は来年にも独自の都市景観条例を策定する予定。「佐賀らしい落ち着いた町並み」を保存

するためにも、台座がある残りの看板十三枚については「自治会などと協議して撤去を進めてい

きたい」（同市建築課）としている。 

＜事例 20＞ 
タイトル ［聞く］看板広告の罰則強化 県まちづくり推進課長・寺田年典さん５６＝佐賀 

日付 平成 18 年 2 月 1 日 

新聞社 西部読売新聞 朝刊,29 面 

記事内容  ◆無届けでの設置増える  

 県内の主要交差点で目立つ数々の看板。景観保護や交通安全の確保などの理由から、県は

屋外広告物条例を改正し、罰則強化に乗り出す。４月１日から施行される条例の狙いや、屋外広

告の問題点をどうとらえ、景観との調和をどう目指すのかを、寺田課長に尋ねた。 

 ◆県外業者流入、景観が悪化  

 ――なぜ規制の強化に踏み切ったのですか。 

 元々、交差点に広告物を設置するには屋外広告物条例により県への届け出が必要ですが、１

０年ほど前から県外から貸看板業者が流入して届け出なく広告物を掲げるようになり、景観が悪

化しました。２００７年には高校総体も控え、全国からお客さんが来るので、新しく違法な広告物

を出さないようにしたかったこともあります。また、ドライバーの視界が狭まる上、注意も散漫にな

る。台風などで広告物が吹き飛ぶこともあり、交通安全上も問題がありました。 

 ――現行の条例下ではどのように対応しているのですか。 

 現行では、届け出のない業者に対して３０万円以下の罰金を科すことができますが、罰金を払

っても広告物を出すという業者もいて、抑止力になっていません。また、ひとつの基礎につき２０

平方メートル以内の広告物が許可対象ですが、基礎の数を増やして数多く出すという抜け道もあ

ります。強制撤去も財産権の問題があって訴訟を覚悟しなければならず、なかなか踏み切れま

せんでした。 

 ――県民満足度調査や業界団体を対象にしたアンケート調査の反応はどうでしたか。 

 昨年３月に実施された県民満足度調査で広告物についての質問では、県民の７４・６％が「徹

底的に減らす（２１・０％）」「できる範囲で減らす（約５３・６％）」を選びました。 

 また、業界団体へのアンケートでは、広告主に多い医師会や歯科医師会、県屋外広告美術協

同組合の会員ら３３４人中、規制路線の交差点やその周辺の広告物設置禁止には９７・６％の３

２６人が、罰則の業者名公表制度には９３・４％の３１２人が賛成でした。県民も景観の美しさを求

めていると感じています。 

 ――罰則が厳しすぎるのでは。 

 むしろ甘いくらい。ほとんどの都道府県では、自分の敷地内で自分の商売のために立てる自家

用看板まで規制の対象となっています。 
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 ――今後の取り組みは。 

 今回は道路という“線”が対象ですが、地区で規制する“面”の規制もあり得ます。県から景観

行政団体の認定を受ければ地方公共団体独自で景観条例を制定できるようになりました。県の

規制では一律になってしまいがちなので、各市町村が独自に景観保護地区を決めて規制するこ

とが望ましいと思います。しかし、広告には宣伝のほかに目的地までの道しるべや目印としての

役割や町のにぎやかさを演出する効果もある。やたらに減らせば良いというわけではありませ

ん。大事なのは、掲示して良いところと悪いところのメリハリを付けること。規制するだけでなく、

石川県などが導入しているような景観に合った広告物を表彰するアイデアもあります。広告主や

業者が違法であることを知らないケースも多いので、広報ももっと積極的に行って、良識ある業

者を育てていきたいと思っています。 

     ◇ 

 無届けの看板設置は、県外からの業者がほとんどだが、最近では対抗するために県内の業者

も無届けで看板を出すようになってきているという。改正で、モラルを回復させることができるの

か、注目したい。 

 《屋外広告物条例の改正》 主な改正点は、〈１〉指定する幹線道路などの交差点（県内４７１か

所）での広告掲示の禁止〈２〉県内で営業できる広告業者を届け出制から登録制へ〈３〉違反した

業者や広告主の氏名公表、登録取り消しなど罰則の強化――の３点。登録がなく広告を掲示し

た業者や営業停止命令に違反した業者などには、１年以下の懲役または５０万円以下の罰金を

科すことができる。 

＜事例 21＞ 
タイトル 湯梨浜町：違反広告物 177 枚を強制撤去 

日付 平成 18 年 2 月 22 日 

新聞社 日本海新聞「ローカルニュース」 

記事内容  鳥取県の屋外広告物条例に違反し、町に無届けで民家倉庫の壁面やフェンス等に設置してい

る看板類 177 枚を強制撤去。県は 2006 年 1 月、これまでの同条例（簡易除却）に、対象物や手

続きについて具体的に定義した実施要領を作成、各地方公共団体へ撤去を促進。要領制定後

初の強制・大量撤去。町では昨年 10 月に文書や電話で通知、従わなかったため、強制撤去とし

た。同町建設課は「要領ができたので撤去しやすくなった。違法な看板を撤去することで町の景

観も良くなる」、県景観まちづくり課は「実施要領で看板撤去の基準が判断しやすくなった。他町

村への広がりを期待したい」としている。 

＜事例 22＞ 
タイトル 中部空港周辺 違法屋外看板３５０件 実態調査結果を発表 

日付 平成 18 年 2 月 24 日 

新聞社 中部読売新聞 朝刊, 7 面 

記事内容  中部国際空港に近い知多半島の道路沿いに景観を損なう違法な屋外広告看板が目立つとし

て、中部経済同友会の地域開発委員会と名城大学人間学部の水尾衣里助教授（都市計画専

攻）の研究室は２３日、共同で実態調査した結果を発表した。愛知県屋外広告物条例に基づく禁
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止区域で３５０件の違法看板を確認するなど、景観問題を件数で裏付けた。 

 昨年９月に研究室の学生らが徒歩や乗用車で調査した。対象は、県道西尾知多線や国道２４７

号、知多半島道路など延べ６２・３キロ区域。うち５９・６キロは、道路から１００メートルが禁止区

域なのに、診療所や飲食店、商店、娯楽施設などの看板３５０件が設置されていた。 

 残り２・７キロは、愛知県から権限委譲を受けた地元市町村長の許可を得れば設置できる区域

で、４０件の看板を確認したが、「そのほとんどは許可を受けていない様子だ」（同友会）という。 

 地域開発委員長の山内拓男委員長（中部電力副社長）は、「空のゲートウエーに続く道路だけ

に、官民挙げて景観保全の意識を高めなければいけない。調査結果が、きっかけになれば」と話

す。国や県、地元地方公共団体など関係機関に結果を報告し、改善への協力を要請する。 

 これに対し、愛知県の担当者は「張り紙や立看板など簡単に取り除くことができるものは早期

に対処できるが、大型で財産性がある看板は撤去に個別の手続きが必要となり、解決に時間が

かかる。違反解消に努力する」と話している。 

＜事例 23＞ 
タイトル 札幌市が市民景観アンケート大通公園、９割が評価 

日付 平成 18 年 5 月 24 日 

新聞社 北海道新聞 

記事内容  札幌市がこのほど、市の都市景観に関する市民アンケート結果をまとめたところ、市中心部の

景観についての質問で、大通公園周辺を「美しいと感じる」「どちらかというと感じる」との回答が

合わせて九割近くに達する一方、ＪＲ札幌駅北口周辺は二割足らずにとどまっていたことが分か

った。大通公園周辺は緑の豊かさや草花の美しさが評価されたが、ＪＲ札幌駅周辺は建物と広

告物との調和が取れていないなどの指摘が目立った。 

＜事例 24＞ 
タイトル 歴史的建造物、街並み、景観保全に地方公共団体動く――札幌市、釧路市 

日付 平成 18 年 6 月 17 日 

新聞社 日本経済新聞 地方経済面(北海道),1 面 

記事内容 ◇札幌市 ＮＰＯと連携へ ・ 釧路市 条例に罰則規定◇ 

 道内の地方公共団体が景観保全の取り組みを強化している。札幌市は今年度中に、特定非営

利活動法人（ＮＰＯ法人）や公益法人が歴史的な建造物や樹木を管理できる仕組みを導入。釧

路市や網走管内清里町は罰則規定を伴う独自条例づくりに乗り出した。豊かな自然だけでなく、

街並み整備にも力を入れることで、低迷気味の道内観光の活性化につなげたい考えだ。 

 各地方公共団体の取り組みは、二〇〇四年に成立し、〇五年六月に全面施行された景観法に

基づく。札幌市などの政令指定都市や都道府県は、景観保全に取り組むＮＰＯ法人や公益法人

を「景観整備機構」に指定できるようになった。指定団体は所有者と協議した上で建造物や樹木

を管理したり、地域住民の保全活動に助言できる。 

 札幌市は今年度中に、景観整備機構の指定基準を策定する。一定の資金力や景観保全の実

績があることを条件とする。政令指定都市では、昨年五月にまちづくりを手掛ける財団法人を指

定した京都市に続き二例目になるという。 
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 札幌市単独では財政難のため市全域の景観保全は難しいと判断、ＮＰＯ法人などの力を借り、

業務を効率化する。同市は建築物の高さ制限も実施しており、一連の施策を「都市型観光を武

器にする札幌の集客増につなげる」（市都市計画部）。 

 一方、清里町や釧路市は景観法に基づく罰則付きの景観条例を制定する。規制地域内の建物

の高さやデザインを制限するほか、道路脇の広告看板規制、廃屋の撤去などができるよう検討

する。札幌市や旭川市、函館市、上川管内東川町も同様の条例を制定する方針。 

 景観法では条例に違反した場合、一年以下の懲役や五十万円以下の罰金を科すことができ

る。強制力のある景観条例により、環境にそぐわない開発を防ぎ、調和の取れた街並みづくりを

目指す。 

 北海道観光連盟（札幌市）によると、〇五年度の道外からの来道者数は前年度比〇・六％減

り、三年連続のマイナスとなった。知床や旭山動物園といった人気スポット以外では、集客策が

課題となっている。 

＜事例 25＞ 
タイトル 景観法、施行１年、地方公共団体、独自規制に弾み、条例に法的拘束力――小田原市 

日付 平成 18 年 6 月 19 日 

新聞社 日本経済新聞 朝刊,29 面 

記事内容  真鶴町に隣接する小田原市は、昨年十二月に景観計画を制定した。きっかけはやはり“条例

破り”のマンション建設計画だった。 

 小田原城跡公園から四百メートルほどの場所に、緑やオレンジ色の外壁のマンション建設計画

が発覚したのは〇三年。周辺住民は「城下町のイメージにふさわしくない」などと反対運動を展

開。市も景観に関する条例に基づき、色の変更を要請したが、法的拘束力がないことなどから建

設は強行され、昨年一月完成した。 

 同市まちづくり景観課の鶴田洋久課長補佐（４８）は「景観計画の施行後だったら、工事中止も

命令できた。法的拘束力のない条例の無力さを実感した」という。同市の景観計画では、この騒

動の反省などをもとに、外壁の色の明るさに数値基準も設けている。 

 さらに市では、小田原城周辺の景観保護を目的に、周辺地域での広告看板規制も検討してい

る。城を遮るような看板が目立ち始めたためだ。十月には屋外広告物法に基づく条例も施行する

予定だ。 

＜事例 26＞ 
タイトル 違反広告物、再び増加 警戒を強める 規制強化後、撤去数最多 宮崎市／宮崎県 

日付 平成 18 年 6 月 24 日 

新聞社 朝日新聞 朝刊,31 面 

記事内容  街中にベタベタはられた貸金業者のチラシや、店頭からはみ出た置き看板にのぼり旗……。九

州一の景観都市づくりを目指す宮崎市で、ここ数年減り続けていた条例違反の広告物が、再び

増え始めた。規制への反発もあり、市は業者との「いたちごっこ」に頭を悩ませている。 

 宮崎市は９８年４月に施行した屋外広告物条例で張り紙や立看板などを規制している。０４年３

月の改正でさらに規制を強化し、のぼり旗など移動が容易な広告物が路上などに放置されてい
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れば、ただちに撤去できるようにした。悪質なケースに対しては「１年以下の懲役、５０万円以下

の罰金」という罰則もある。 

 ２３日朝、宮崎市は今年度初の違反広告物の一斉撤去を行った。市職員、国や県などの関係

機関、市が委嘱したボランティア「市路上違反広告物追放推進員」ら７９人が参加。中心部の商

店街など５地区を巡回した。 

 初参加した「四季通り商店街振興会」の藪聡代表（５４）は「商店街だけでなく、市全体の景観を

良くしたい」とビラはがしなどに汗を流した。 

 ３時間弱の作業で撤去した広告物は張り紙４９４点、立看板６３点など計６０１点。規制を強化し

た０４年度以降の一斉撤去で最多だった。これまで少なかった分譲マンションの展示場案内の立

看板が目立ち、減っていた貸金業者の「０９０金融」などの張り紙も増えたという。 

 ０２年度に９８１０件だった年間の撤去数は、０３年度４６３０件、０４年度２７２１件、０５年度２２９

１件。大きく減り続けていただけに、市はこの日の結果に危機感を強めている。都市景観課は

「分譲マンションの増加や貸金業の活発化など社会的な背景もある。撤去してもまた設置される

といういたちごっこが続いているので、手は緩められない」と話す。 

 今回は張り紙などの撤去に加え、道路にはみ出たのぼり旗や置き看板など３２８件について、

商店主らに「道路は公共物です」と書いたパンフレットを渡すなどして、撤去を促す指導も行っ

た。点字ブロックの上に置いていたケースも複数あったという。 

 こうした市の姿勢を、市民はおおむね支持しているようだ。昨年１０月に市が市民３千人を対象

に実施した「美しいまちづくりに関するアンケート」では、回答した７４４人の８割が張り紙や立看

板などの広告物に不快感を持っていると答えた。特に路上の看板への不快度が高く、規制範囲

について、５７％が「市民の目につきやすい場所を重点的に」、２２％が「全市的に」としている。 

 ２３日の指導には、「店にとって看板は重要。どこまでが違反なのかよくわからない」と反発する

商店主もいた。市は「店頭の置き看板などは道路上と言っても撤去はしづらい。指導を重ねて理

解を得ていきたい」と話している。 

＜事例 27＞ 
タイトル 景観向上、路上整備から、東京・青山通り付近の住民ら「実験」 

日付 平成 18 年 8 月 1 日 

新聞社 日本経済新聞 地方経済面(東京),15 面  

記事内容 

  

【置き看板撤去、駐輪対策徹底】 

 美しい街並み維持を路上から考えよう――。こんな発想から、青山通り（東京都港区）沿いの歩

道に多目的広場を設け、街の景観向上につなげようという「実験」が国土交通省の後押しで十月

に計画されている。実施するのは青山商店会連合会やＮＰＯ法人渋谷・青山景観整備機構な

ど。七月の街並み協定書締結を踏まえ、駐輪対策や路上に放置された広告看板の撤去などを

進める。広場は十月二十日から十一日間、地下鉄外苑前駅の出口付近にある歩道約三百平方

メートルに設ける。現在は約五十台分の駐輪スペースとなっており、多くの自転車が乱雑に置か

れている。期間中は駐輪スペースを撤去、青山通りやその周辺の歴史を振り返るパネルなどを

展示する予定だ。近くにヤクルト球団の本拠地、神宮球場があることからプロ野球選手が参加し

たイベントや、二〇一六年東京五輪の誘致関連イベントなども持ち上がっている。地元商店会や
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町会など二十団体は七月、青山一丁目交差点（港区）からＪＲ渋谷駅方向に向かう約二・三キロ

を中心とした青山通りの一帯を対象に、歩道上の看板や広告旗の設置を禁止した「青山通り街

並み協定書」を締結した。期間中は、協定書の内容を掲示したりチラシで配布するなど普及・啓

発活動も行う。地元町会関係者らによる「看板バスターズ」も結成。青山通りの景観をさまたげて

いる歩道上の置き看板の撤去などを地域の店舗に集中的に働きかける。 

 駐輪や置き看板対策が地域の景観向上につながり、青山地区の活性化に不可欠、という考え

が実施者側にはある。同機構理事長の井口典夫青山学院大学教授は「歩道上の多目的広場を

通じて、住民やショッピングで訪れる人々に、地域にとって何が大事かを考えてもらえれば」と話

している。 

 ▼青山通り街並み協定書：地域の商店街振興組合や町会などによる自主ルール。二十三条か

ら成り（１）沿道の建物に消費者金融、ゲームセンターなどの出店禁止（２）二十四時間営業の店

は午前十時と午後十時、店舗の間口の左右二十メートルの範囲について清掃する――などを定

めている。沿道の基本カラーは「茶、ベージュ、グレー、白」と規定。ファストフードの店舗看板も、

色調を弱め「沿道の街並みや建物との調和を図ること」とした。建物の用途制限や地域の基本

色、清掃活動に至るまで網羅的に規定した先駆的な試みと評価されている。 

＜事例 28＞ 
タイトル 元気もっと輝く観光地へ（３５）＝安曇野（６） 北ア背景に広がる農村風景 自慢できる資源保全 

日付 平成 18 年 8 月 10 日 

新聞社 信濃毎日新聞朝刊, 18 面 

記事内容  安曇野市豊科南穂高の県道沿いに、黄色とピンク色を使った広告看板が立つ。大きさは縦約

一・五メートル、横約三メートル。一方、沿線の地権者は「景観形成住民協定」を結び、協定内容

に合わない屋外広告物を設置しないよう取り決めている。大きさは縦〇・四メートル、横一・六メ

ートル以内、地の色は紺色など―とするため、この看板は協定に反している。土地を所有する事

業者が二月下旬、看板を立てた。地元の地権者会はその後、協定に基づいて撤去するよう求め

る文書を事業者に送っているものの、具体的な返事はない。協定に強制力はないため、地権者

会の会長（７０）は「これからも事業者にお願いするしかない。常念岳を望める安曇野の田園風景

をしっかり守っていきたい」と話す。 

 この地区を含め、安曇野市合併前の旧豊科町の四地区は、県内で最も早く一九九三年に景観

形成住民協定の認定を県から受けた。安曇野市では現在、県内最多の二十四件の協定が結ば

れている。これまでおおむね協定は守られており、明確な違反行為は珍しいという。 

 通称山ろく線沿いに飲食店などが集中する同市穂高有明の豊里地区も、九四年に協定をつく

った。アパート建設で、協定が定める建築物の高さ制限には違反しなかったものの、「眺望が悪く

なる」との意見が出て、当初計画の三階建てを二階建てに変更してもらったケースもある。協定

者委員会の元会長、勝野利勉さん（７７）は「協定のおかげで乱開発を抑えることができている」と

自負する。常念岳をはじめとした北アルプスの通称「前山」を背景に水田が広がる農村風景は、

安曇野が最も自慢できる観光資源のひとつだ。松本地方事務所は、農村風景を象徴する存在に

なっている「屋敷林」を保全する施策に二〇〇四年度から取り組む。屋敷林は北アから吹き下ろ

す風を防ぐ目的があり、安曇野で特に目立つ。 
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 高さ八メートルを超す木が五本以上ある家が五戸以上まとまった地区を対象に登録制度を設

けた。三月末現在、管内全体で三十三カ所二百六戸が登録。うち安曇野市内は十一カ所六十四

戸で、松本市の十九カ所百二十七戸に次いで多い。一戸当たり、昨年度は上限五万円、本年度

は三万七千円で枝打ちなどに補助している。だが、来年度は登録とＰＲは続けるものの、財政難

などを理由に補助は行わない方向だ。〇四年度に登録した同市穂高有明の農業赤沼勲さん（７

４）は今年、補助制度を利用し、秋にケヤキの枝打ちをする予定。「落ち葉が多いなど維持は大

変。補助を続けてほしい」と話す。安曇野市は、〇四年に施行された景観法に基づく「景観条例」

の制定に向け、検討も始めた。条例ができれば、建築物などを建てる際、強制力を伴って構造を

制限したり植栽を求めたりでき、県内では小布施町が四月に施行した。「景観という安曇野の財

産を守るために、住民と知恵を出し合っていきたい」。市都市建設部は具体化を急ぐ考えだ。 

［景観形成住民協定］ 

 １９９２年制定の県景観条例に盛り込まれている制度。住民が道路沿いや一定の範囲を対象

に、建築物の色彩、屋外広告物の大きさなどを協定で独自に定め、県に申請。県は、区域住民

のおおむね３分の２以上の同意があることなどを要件に認定する。９３年、旧豊科町の４地区を

初めて認定した。県企画局によると現在、全県で１５２件の協定を認定している。安曇野市が２４

件で最多。２位は須坂市の１８件、３位は伊那市の１１件。 

＜事例 29＞ 
タイトル 屋外広告物に総量規制 良好な都市景観懇談会 / 富山市 

日付 平成 18 年 9 月 6 日 

新聞社 北日本新聞  

記事内容  屋外広告物のあり方を考える県良好な都市景観形成懇談会（会長・犬島伸一郎北陸経済研究

所理事長）は５日、県民会館で開き、広告の掲示面積を建物の壁面面積の一定割合に抑える総

量規制の導入など、許可基準の見直しを検討した。次回１０月の会合で、２つのモデル地区を選

び、看板の書き換えや除去などの具体策を議論する。 

 掲示面積の上限だけを定めた現在の緩い規制を見直す。野外の看板広告では、これまで無か

った高さの規制を検討。高速道路などの幹線道路脇を中心に導入を考える。違反業者の公表な

どもを規制案に加えた。 

 モデル地区は、来県者の第一印象に大きな影響を与え、屋外広告物の改善が景観の向上に

つながりやすい場所を選ぶ。１０月の次回会合で選定後、住民や広告主らでつくる協議会で今後

の整備方針を話し合う。 

＜事例 30＞ 
タイトル 「違反広告物ＮＯ！」繁華街を巡回 名古屋、チラシなど除去／愛知県 

日付 平成 18 年 9 月 9 日 

新聞社 朝日新聞 朝刊,23 面 

記事内容  街中にはられた貸金業者のチラシや、店頭からはみ出た置き看板にのぼり旗などの違反広告

物を追放する活動が８日、名古屋市内であった。同市から「違反広告物追放推進団体」の認定を

受けた県広告美術業協同組合のメンバーら約１００人が巡回し、撤去などを呼び掛けた。 
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 同市は、屋外広告物条例で張り紙や立看板などを規制。のぼり旗など移動が容易な広告物が

路上などに放置されていれば、ただちに撤去できる。悪質なケースに対しては「５０万円以下の

罰金」が科せられる。 

 この日は、４グループに分かれ、栄地区や伏見地区など市中心部の繁華街を巡り、信号機や

電柱に掲示されたチラシをヘラを使ってはがしたり、歩道などに置かれた看板などの移動を商店

主らに求めたりした。 

＜事例 31＞ 

タイトル 横浜中華街、マンション規制へ、景観保護へ建設禁止協定 

日付 平成 18 年 9 月 16 日 

新聞社 日本経済新聞 地方経済面(神奈川),26 面 

記事内容  横浜中華街の商業者などで組織する横浜中華街発展会協同組合（発展会、林兼正理事長）は

地区内のマンション建設などを禁止する「街づくり協定」を結んだ。中華街独特の景観を保護する

目的で、十月から実施する。法的拘束力はないが、協定制定で地元の姿勢を明確にし、建築確

認審査にあたる横浜市などに協力を求める。協定は、マンションなど集合住宅について、中華街

大通りや東門通りなど周囲十二の通りに面した場所への新設・増設を禁止すると明記した。パチ

ンコ店やペットショップなどの新規開業も認めない。中華街独特の景観を損ないかねない看板や

映像ビジョンなどの広告関連物の設置も原則禁止する。 

 中華料理店の新規出店の際も、発展会のメンバーなどで構成する「街づくり委員会」への事前

届け出が必要とした。その他、露店営業や過度の客引きへの規制も強化する。 

 二〇〇四年の地下鉄みなとみらい線（横浜―元町・中華街）開業以来、中華街を訪れる観光客

数は増加傾向にある。一方で、ゴミ放置や大型ビジョン設置など「長年培ってきた景観や風紀が

失われかねない」（発展会）と地元から危惧の声が上がっていた。 

 協定には法的拘束力がなく、業者がマンション建設などを強行した場合には、事実上、止める

ことができない。ただ建築確認審査する市に地元の総意をはっきりと打ち出すことで、抑止につ

ながると発展会協同組合ではみている。今後は市や警察当局との調整も進める方針だ。 

＜事例 32＞ 

タイトル 違反屋外広告の罰則強化 依頼主の責任明確に 県、指針策定へ＝富山 

日付 平成 18 年 10 月 17 日 

新聞社 東京読売新聞 朝刊,31 面 

記事内容 

  

 景観を損なうような屋外広告の乱立を防ごうと、県は、県屋外広告物条例に違反する広告の依

頼主に対し、氏名を公表するなどの罰則強化を盛り込む運用指針を策定する。すでに、学識経

験者などで構成する「県良好な都市景観形成懇談会」に、「屋外広告物のあり方について」とする

具体案を提示して、議論を進めており、同懇談会が２５日に提言としてまとめ、石井知事に提出

する。 

 具体案では、県内の道路沿線などで無秩序に広告看板が乱立し、「美しい街なみの形成に配

慮されていない屋外広告物も多く存在する」と問題点を指摘している。このため、違反広告への
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対策強化の一環として、「依頼主の責任を明確化し、社会的責任を問う仕組みづくりを検討する

必要がある」と打ち出した。 

 これまでの対策では、看板設置後に撤去などを求める対症療法が中心となっていたが、今後

は広告が景観に与える影響に対し、依頼主の責任を追及する“川上”での規制強化を図ることに

なりそうだ。 

 このほか、現在は市町村が撤去している違反広告の張り紙や立看板などに関し、具体案では

「地域住民の協力を得る体制づくりも検討する必要がある」と指摘している。実際の方策では、対

策強化地区を設定したうえで地元住民らに委託し、違法広告の撤去を進めることを検討してい

る。 

 具体的には、規制強化のモデル事業として、「景観づくり重点地区」を県内２か所に指定。地元

住民、広告依頼主、設置業者などによる協議会を設置し、地域での連携を進めて、改善計画の

策定などを行う。 

 県では、県屋外広告物条例の改正に伴い、４月に広告業者の登録制度をスタートさせており、

違反などがあれば、業者の登録を取り消すなどの規制強化を打ち出している。２５日の同懇談会

の提言を受け、県は今後、景観との調和に配慮し、色彩や面積などの基準を統一するなど、屋

外広告の許可基準なども見直していく方針。 
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２－３ 違反屋外広告物の除却等の実施状況に関する実態把握 

 

（１） ヒアリング実態調査地域の設定 

観光地の類型ごとに、屋外広告物に起因する課題は異なると考えるため、屋外広告物法

第 7 条の措置状況、構造改革特区の取り組み、新聞報道に取り上げられた取り組みから、

特徴的な取り組みを実施している地方公共団体を選定してヒアリングを行った。ヒアリン

グ先とその選定理由は下記のとおり。 

 

表 ２-１５ ヒアリング事例の抽出 

類型 No. ヒアリング先 選定理由 

1 福島県 

・ 磐梯・猪苗代湖周辺などの観光地を有する。 
・ 県の景観形成重点地域に指定されるとともに、磐梯高原広域サ
イン計画を策定し、屋外広告物の規制誘導を実施していること
が新聞報道に取り上げられた。 

2 岐阜県 

・ 飛騨高山などの観光地を有する。 
・ 美しいひだ・みの景観特区を導入し、違反広告物の除却対象を
拡大し、屋外広告物法改正につながる取り組みを実施した。 

・ 簡易除却について、多数の実績を有する。 

自然景観型 

3 石川県 
・ 能登半島の海岸部など国立公園に指定される風光明媚な観光
地を有し、多数の温泉地が存在する。 

4 金沢市 

・ 伝統的建造物群保存地区を有する観光都市である。 
・ 高速道路のＩＣからのアクセス道路における広告物の規制強
化が新聞報道に取り上げられた。 

・ モデル地区として、広告物活用地区を指定している。 
・ 標識の縮小に対する構造改革特区を導入するなど、看板の視認
性に関する実験を行うなど、先進的な取り組みを実施してい
る。 歴史・文化型 

5 京都市 

・ 日本を代表する歴史的な資源を有する観光地である。 
・ 景観の規制誘導の強化に取り組んでいることが新聞報道にも
取り上げられている。 

・ 屋内広告物の規制を行っている唯一の都市であり、現在、屋外
広告物を含めた景観の規制誘導の強化に取り組んでいる。 

・ 屋外広告物の規制誘導に関する先進事例である。 

6 横浜市 
・ バス停広告の導入、公共掲示板の設置など、先進的な屋外広告
物に関する取り組みが存在する。 

都市・文化型 
7 岐阜市 

・ 岐阜市きれい・すっきり簡易除却モデル特区を導入し、違反広
告物の除却対象を拡大し、屋外広告物法改正につながる取り組
みを実施した。 

・ 簡易除却について、多数の実績を有する。 

都市・ 
賑わい型 

8 東京都 
・ 全国有数の繁華街を有する。 
・ バスラッピング広告を全国に先駆けて実施した。 
・ 臨海部では、全国で唯一の広告物協定地区が指定されている。 
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（２） 実態調査結果 

１） 福島県の取り組み 

 福島県では、福島県屋外広告物条例を昭和 36 年に制定しており、取り巻く環境や時代背

景に応じてこれまでに数回改正してきた。 

現在、規制等の指定地域は、特別規制地域（原則禁止の地域）、普通規制地域（許可の必

要な地域）、規制の対象外地域（規制等のない白地地域。禁止物件、禁止広告物は対象。）

を設定している。県内の都市計画区域については、全て屋外広告物条例による規制地域（特

別規制・普通規制）が適用されている。 

 第一種特別規制地域は、都市計画法に基づく第一種低層住居専用地域と風致地区、自然

及び緑地環境保全地域等、都市計画区域外では国立・県立自然公園の特別区域等が指定さ

れている。 

 個別地域としては、磐梯山・猪苗代湖地域と半田沼（桑折町）の周囲 300 メートル以内

の２地域が指定されている。 

 
① 地域の指定及び禁止物件、禁止広告物 
ア 地域等の指定 特別規制地域等（原則として広告物の表示が禁止される地域等） 

普通規制地域等（原則として広告物の表示に許可が必要な地域等） 
イ 禁止物件   原則として広告物の表示が禁止されている工作物等（県内全域） 
エ 禁止広告物  原則として設置、表示が禁止されている広告物（県内全域） 

 
 
 
 
 
 
② 規制基準 
 

 
 
 
 

出典）福島県「屋外広告物の手引き」より 

図 ２-１ 福島県屋外広告物条例における規制の概要 

特別規制地域等 

（原則禁止の地域） 

普通規制地域等 

（原則許可必要の地域）

規制の対象外地域 

（ 禁 止 物 件 、 禁 止 広 告 物 は 規 制 対 象）

面積の規制 高さの規制 色彩の規制 

－ 規制の３本柱 － 
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表 ２-１６ 特別規制地区の区分 

区  分 具 体 的 地 域 
第一種低層住居専用地域、風致地区 
重要文化財である建造物、天然記念物等の敷地 
風致保安林、自然及び緑地環境保全地域 
国立・県立自然公園の特別区域（都市計画区域外） 
磐梯山・猪苗代湖周辺景観形成重点地域 

第一種特別規制地域等 

半田沼（桑折町）の周囲 300m 以内 
第二種低層住居専用地域 
重要文化財である建造物、天然記念物等の周囲 300m 以内 
国立・県立自然公園の特別区域（都市計画区域内） 
都市公園の区域（運動施設を除く） 
高速自動車道路及び道路の両側 500m 以内の区域 ※ 
指定道路、鉄道（都市計画区域外）の両側の指定区域 ※ 
官公署、学校、公民館、病院等の公用・公共用建造物の敷地 

第二種特別規制地域等 

古墳、墓地、神社等の敷地 

※道路及び鉄道から展望できない地域及び家屋が連たんする地域は除く。 

出典）福島県「屋外広告物の手引き」より 

 

 屋外広告物の許可申請や簡易除却等について、平成 12 年から市町村への権限委譲を実施

している。 

 県は、この権限委譲によって、屋外広告物に対する市町村独自の主体的な指導や取り組

みを期待した。しかし、市町村から県主導による説明会等の開催や取り組み支援の要望が

寄せられている状況であり、県としての対応が必要となっている。 

 また、屋外広告物条例改正に伴い、広告業者の登録を平成 18 年 4 月より開始し、現在で

は 500 以上の業者が登録された。全登録業者のうち、半数以上の約 300 社が東京や東北地

方に本社のある県外の広告業者であった。 

 この他、中核市のいわき市と郡山市では、市独自の屋外広告物条例を制定し、県条例に

基づきながら屋外広告物の高さ等について独自の基準規定を設けている。 

 

 

① 除却に関する取り組みについて 

 簡易除却は、県内の市町村が主体となり、民間ボランティアと協力しながら実施してい

る。 

 法改正により簡易除却の手続きが簡易化されたものの、市町村の人員は限られ、全ての

違反物件に対応することは難しく、屋外広告物に対する各地方公共団体の取り組みや対応

にはばらつきが見られる。県内 61 市町村の中には、「屋外広告物をほとんど見かけないた

め、取り組みを行っていない」といった対応のところもある。都市部と山間部、市と町村

など、地域による取り組み実態の差は大きい。 

 また、除却権限を委任している民間ボランティアは一般の県民であることから、簡易除
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却となる対象物の判断が難しく、貼り紙等の判断のしやすいものや簡単に剥がせるものに

対象が限定されるといった課題がある。 

 一方で、福島県警察本部ではピンクビラ等の除却と取り締まりを行う条例「県ピンクビ

ラ等の規制に関する条例」を平成 17 年 12 月に制定した。これに基づき、福島県警察本部

では、警察署長からの委嘱によるボランティアや防犯協会等との連携により、ピンクビラ

等の取り締まり強化を推進している。 

ピンクビラの場合、除却対象が分かりやすく撤去し易いが、いたちごっこになりやすい

といった側面がある。 
 

② 福島県の特徴的な取り組み 

a）磐梯山・猪苗代湖地域における第一種特別規制地域の指定 
 磐梯山・猪苗代湖地域は、県内有数の観光地で県民にも広く知られていた地域であるこ

とから、県では、県土の景観形成を図る重要な地域として「福島県景観条例」（平成10年3  

月制定）に基づき、平成 12 年 3 月にこ

れら地域を「景観形成重点地域」に指

定した。 

 また、県は屋外広告物についても一

層の保全的な措置が必要との認識か

ら、平成 14 年 4 月に景観形成重点地域

を屋外広告物条例における「第一種特

別規制地域」に指定し、景観条例との

連携を図ることとした。 

 さらに、第一種特別規制地域の指定

に伴って、対象地内における不適格看

板の撤去を義務付け、平成 17 年 3 月

31 日までを撤去の猶予期間として設定

した。その後地元観光協会等により、

自主撤去が実施された。 

 磐梯山･猪苗代湖地域は、県民の誰も

が認める観光地であること、また地元

に対する誇りや帰属意識が高いことか

ら、重点地域や規制地域の指定におい

て地元市町村や事業者等の理解が得ら

れたが、県内の他地域で同様の地域指

定を導入するのは困難で、これまで磐

梯山・猪苗代湖地域以外で個別地域の 

 
出典）「磐梯高原広域サイン計画」より 

図 ２-２ 磐梯山・猪苗代湖周辺 景観形成 
重点地域 （赤の箇所）

 

指定は行われていない。ただし、現在、景観計画を独自で作成している三春町が白地に対

して県条例による特別規制地域への指定を検討している。
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b）磐梯高原広域サイン計画の策定 

 磐梯高原地域の乱立した屋外広告物問題を解決するため、平成 15 年 4 月、関係行政機関、

関係市町村長、民間団体等による「磐梯高原広域サイン計画策定・推進委員会」を設立、

この地域の屋外広告物の縮減と案内標識サインの改善等を推進することとした。 

 推進委員会は、景観重点地域の 6 市町村の関係行政機関、道路管理者の他に、県屋外広

告美術共同組合、地元観光協会、スキー場協会等の地元関係者によって組織された。推進

委員会では、景観形成重点地域を対象に協議を重ね、11 月にサイン計画を策定した。 

その後、平成 16 年 2 月には、磐梯高原広域サイン計画推進連絡会に組織名称が変更され、

サインの整備、総合案内板の整備や看板優良景観形成住民協定締結に向けた説明会の実施

等を行っている。 
 

c）磐梯高原景観づくり推進協議会 

 サイン計画以外の屋外広告物に関する取り組みとして、景観づくりに関する活動を共同

かつ自主的に実施することを目的に、平成 16 年 4 月に発足した非営利団体「磐梯高原景観

づくり推進協議会」の取り組みがあげられる。構成員は、景観形成重点地域内の観光協会、

商工会、スキー場協会、屋外広告物協同組合、猪苗代町、磐梯町、旧河東町、北塩原村の

住民や行政、事業者である。 

 平成 16 年度事業として、不適格看板の一斉撤去を実施した。一斉撤去にあたって、同推

進協議会では、地域内の屋外広告物に関する調査結果を基に、屋外広告物の掲出者へ撤去の

協力要請や住民への説明会を行った後、大型の屋外広告物を中心に 77 基の一斉撤去を行っ

た。撤去費用等は、屋外広告物の掲出者からの徴収した分と県費・町村費による補助によっ

て賄われた。 
 

d）屋外広告物の自主撤去 

 景観重点地域における屋外広告物への取り組みに呼応する形で、関係者による自主撤去

が行われた。 

＜実績＞ 建植看板（野立看板）の自主撤去：約 300 基 

袖看板・巻き看板の撤去：ＮＴＴの電柱約 900 枚、東北電力の電柱 724 枚 

   

出典）「磐梯高原広域サイン計画」より 

写真 ２-１ 屋外広告の自主撤去の様子（左：撤去前 右：撤去後） 
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出典）「磐梯高原広域サイン計画」より 

写真 ２-２ 電柱巻袖看板撤去（県道 7 号沿線、左：撤去前 右：撤去後） 
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e）住民協定制度による看板の集合化 

 福島県では、特別規制地域（第一種・二種）に指定された場合、屋外広告物は原則禁止

となり、自家用広告以外は掲出できなくなる。そこで県では、福島県景観条例に基づく「優

良景観形成住民協定」を活用し、既設の屋外広告物の一斉撤去と併せて個別に掲出してい

た看板の集合化を推進した。 

 具体的には、自治会、町内会、商工会、ペンション村等を単位とした「優良景観形成住

民協定」を締結し協定として個別看板の集合化を位置付けたところに対して、県では、代

替広告となる集合看板を屋外広告物条例の「公共目的用広告」として許可することで、特

別規制地域内に設置できるようにした。なお、集合看板は、景観に考慮した統一デザイン

とし、広告内容も地域の情報に限定している。 

 県では、住民協定の促進を図るため、地域内の各所で協定の締結推進に向けた説明会や

住民協定セミナーを開催し、地元での周知と理解を図っている。 

   

出典）「磐梯高原広域サイン計画」より 

写真 ２-３ 協定に基づく集合看板の整備例（スキー場）  

（左：整備前（個別に掲出）、右：集合看板整備後） 

 

 
出典）「広報いなわしろ H16.2.10」より 

写真 ２-４ 優良景観形成住民協定についての広報 
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f）除却の取り組み効果 

 磐梯山・猪苗代地域では、第一種特別規制地域指定直前の平成 14 年 3 月に約 2,500 基あ

った屋外広告物数が、平成 18 年 8 月で 126 件と約 95%削減された。 

 撤去後、地域外の来訪者からは「きれいになった」との感想がよせられている。しかし、

地域内の一部住民、特に住民協定を締結しなかったペンション経営者等からは、道沿いに

広告が出せなくて困ったとの苦情も寄せられている。 

 

g）広告景観整備地区の指定 

 福島県の屋外広告物条例では、規制地区の指定等の他に「広告景観整備地区制度」を設

けている。この制度は、屋外広告物を地域の良好な景観に調和させることが特に必要な地

域を指定し、地域にあった色彩や素材等、独自の基準による自家用広告のコントロールを

行うもので、これにより、良好な広告景観の形成を行うことを目標としている。ただし、

この自家用広告の独自基準に拘束力はない。 

 県では、これまでに広告景観整備地区として会津若松市七日町通り地区と猪苗代町中央

商店街地区の 2 箇所を指定している。指定については、平成 10 年と 11 年に県から市町村

へ照会を行い、平成 11 年に要望の寄せられた２地区に対し県が承認した。会津若松市七日

町通り地区では、屋外広告物の素材として木や石等の自然素材の使用することや優れた広

告物を際立たせるための自動販売機等への目隠し等、沿道の修景整備を実施している。 

 なお、県では、広告景観整備地区指定の拡充を目指し、平成 17 年度から広告景観整備地

区の調査を開始し、追加候補地の選定を進めている。 

 

③ 今後の課題 

 観光地で有名な会津若松市や喜多方市等では、郊外型大型商業店舗の出店に伴い、広告

物が目立つようになってきているが、屋外広告物法や県屋外広告物条例について、県民や

広告主等といった一般の方にほとんど知られていないのが現状である。 

 県としては、これまであまり普及啓発活動をおこなってこなかったが、一般の方への周

知、特に店先に掲出している商店主等に対して、自家広告規制に違反していることをまず

は知らせることが重要と考えている。 
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２） 岐阜県の取り組み 

① 屋外広告物行政の取り組みについて 

 岐阜県では、昭和 39 年制定の屋外広告物条例に基づいた規制誘導を推進しており、また

平成 9 年度には「美しいひだ・みの景観づくり」を掲げる等、屋外広告物の規制を中心と

した取り組みを行っている。 

 平成 15 年 11 月には、高山市や多治見市等を対象とした、屋外広告物の簡易除却の対象

の拡大と、除却要件の緩和等を主とした「美しいひだ・みの景観特区」を構造改革特別区

域として申請し、認定を受けた。なお、平成 16 年 6 月の屋外広告物法一部改正により、本

特区で認められた措置が一般化している。 

 県では、地域に根ざした屋外広告物への取り組みや活動等を考慮し、平成 12 年度より簡

易除却等の権限を市町村へ委譲している。 

 

a）屋外広告物景観モデル地区の指定 

 岐阜県では、県の屋外広告物条例に基づいた「屋外広告景観モデル地区」の指定制度を

設けている。これは、屋外広告物と地域環境との調和や良好な景観の形成を積極的に推進

することが特に必要であると認められる一定の地域を対象とした指定制度である。 

 本地区では、通常の県条例による許可基準とは異なる独自の許可基準（広告物景観維持

基準および広告物景観推進基準）を設定することができ、地域の特性に応じたより厳しい

基準の設定も認めている。 

 現在、屋外広告物景観モデル地区は、平成 10 年に指定した高山市新宮町のみとなってい

る。高山市新宮町地域では住民意識が高く、地元の総意として市や県への働きかけがあり、

モデル地区の指定に至っている。2 番目の屋外広告物景観モデル地区として、平成 18 年度

末に可児市広見東地域を指定予定としており、県では、今後、モデル地区制度の活用を推

進していくとしている。 

 

＜参考＞ 

□ 岐阜県屋外広告物条例第２５条第１項及び第２項 
 （屋外広告物景観モデル地区） 
第２５条 知事は、第５条又は第７条に規定する地域又は場所のうち、当該地域又は場所の特性に
応じ、広告物等と地域環境との調和を図り、良好な景観の維持及びその形成を積極的に推進する

ことが特に必要であると認める区域を、屋外広告物景観モデル地区（以下「モデル地区」という。）

として指定することができる。 
２ 前項の規定による指定（以下「モデル地区の指定」という。）は、モデル地区の指定をしよう

とする区域（以下「指定区域」という。）及び指定区域における広告物等に関する指針（以下「広

告物景観指針」という。）を定めてするものとする。 

 

b）屋外広告物対策モデル事業の実施 

 県では、平成 15 年度から屋外広告物対策モデル事業を導入している。本事業は、屋外広

告物景観モデル地区のように独自基準を設置するほどではないが、違反屋外広告物の簡易
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除却や措置命令等の対策を重点的に推進する意思のある地域に対して、各市町村長の申請

により県知事が「美しいひだ・みの屋外広告物重点対策地区」として指定する制度である。 

 また、良好な広告景観の形成や違反屋外広告物対策に取り組む、あるいは取り組む意欲

のある団体に対しては、「美しいひだ・みの広告景観形成団体」として認定を行っている。 

 重点対策地区については 20 地区（平成 15 年度：高山市や飛騨市等の 10 地区、平成 16

年度：大垣市小学校区等の 10 地区）を指定、広告景観形成団体については 13 団体（平成

15 年度：高山市景観町並保存連合会等 5 団体、平成 16 年度：大垣市安井青少年育成推進

協議会等の 8 団体）を認定している。平成 17 年度は重点対策地区に上石津町を指定し、広

告景観形成団体には、現在、屋外広告物景観モデル地区の指定を目指している可児市広見

東地域の広見まちづくり協議会を認定した。 

 

c）表彰制度 

 良好な景観形成に対する一般の方への周知・啓発活動を目的に、平成 9 年度から「美し

いひだ・みの景観づくり賞」を選定している。平成 16 年度からは良好な広告景観の形成に

取り組んだ市町村や地域の団体の活動も対象に表彰している。平成 12 年度からは隔年の開

催となっている。 

その他、一般の方への周知・啓発活動として、屋外広告物の日（9 月 10 日）の前後一週

間に、県下一斉の違反屋外広告物の簡易除却を行っている。 

 

d）屋外広告業者の登録 

 屋外広告物法改正前の県内業者数は 768 業者であったが、法改正後の登録業者数は 335

業者であった。 登録時の特例として、岐阜市（もしくは岐阜県）で業者登録していれば、

岐阜県（もしくは岐阜市）では登録免除としている。 

 

e）岐阜県屋外広告物対策アクションプランや対策推進のためのマニュアルの作成 

 県では、屋外広告物に関する包括的な計画として、平成 18 年 3 月に岐阜県屋外広告物対

策アクションプランを策定した。今後、本アクションプランに基づいて、屋外広告物対策

を積極的に展開していくこととしている。 

 
屋外広告物対策アクションプランの考え方と具体的な取り組み 
【考え方】 実効性のある屋外広告物規制と地域の特性に応じた屋外広告物規

制により、地域における良好な景観の形成を促進する。 
【取り組み】 １．違反屋外広告物対策の強化 

２．地域の特性に応じた規制の導入 
３．関係機関との連携 

 

 アクションプランの作成だけでなく、「違反屋外広告物対策マニュアル」や「簡易除却委

任マニュアル」を作成している。 
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f）景観計画等による屋外広告物規制の促進 

 県では、景観と屋外広告物への取り組みについては、各市町村が主体となって行い、市

町村毎に地域の特性に応じた屋外広告物の規制や取り組みを推進していくこととしている。 

 県は市町村に対して、景観行政団体への申請と市町村独自の屋外広告物条例の制定を呼

び掛けている。 

 各務原市では、平成 17 年に景観行政団体の指定を受け、平成 18 年度屋外広告物条例を

制定した。また、平成 18 年 6 月に景観行政団体の指定を受けた高山市では、平成 19 年 3

月に屋外広告物条例を制定している。 

 

② 除却に関する取り組みについて 

 

 県内の簡易除却件数は、平成 13 年度の 8,207 件に対し、平成 14 年度には除却対象の拡

大等により 37,200 件と、4.5 倍に増加した。 

 

a）民間団体への簡易除却の委任 

 県では、市町村に対して屋外広告物の簡易除却を積極的に進めるよう要請し、除却の人

員等を確保するため、民間への簡易除却の委任等を推薦している。現在、大垣市、可児市、

多治見市、各務原市の 4 市で簡易除却を民間団体へ委任している。この 4 市はいずれも広

告物や景観に関する地域住民や行政の意識が比較的高い。 

² 大垣市には、中山道や大垣城等といった歴史資産が存在し、違反広告物の簡

易除却活動を全市挙げて展開するため、除却活動を行う市民団体を「違反広

告物除却協力団体（バスターズ）」として認定、除却権限を委任し、成果を挙

げている。 

² 可児市では、高規格道路のＩＣ新設に伴い、違反広告物に対して地元住民に

よる協議会が設立され、市行政レベルへと違反広告物への取り組みや活動を

展開している。 

² 多治見市は、高山市等と共に屋外広告物の簡易除却に関する構造改革特別区

域「美しいひだ・みの景観特区」への参加を要望、特区設定に加わる等とい

った積極的な対応を示している。 

² 各務原市は自然が豊かな地域であり、県内最初の景観行政団体として積極的

な取り組みがなされている。現在、愛知県犬山市との県域を超えた広域景観

に関する計画を策定中である。 

 

b）岐阜県簡易除却委任マニュアルの作成 

 民間への簡易除却の委任に関して、「誰に委任して良いのか、そのための手続きの仕方等

がわからない」といった市町村が多かった。そこで、屋外広告物の簡易除却を民間へ委任

するための標準的な手続きを紹介し、市町村における簡易除却の一層の推進を図ることを
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目的として、簡易除却委任マニュアルを作成した。 

 

③ 岐阜県内の特徴的な取り組み 

 

a）屋外広告物法に係る構造改革特区 

 構造改革特区の認定以前は、屋外広告物法では簡易除却の対象物を「はり紙」「はり札」

「立看板」に限定しており、路上への放置が目立っていたのぼり旗や置看板等は対象外で

あった。そこで県では、平成 14 年 12 月に制定された構造改革特別区域法に基づいて、こ

れらを除却対象とする特別区域の設定を検討した。違反広告物の簡易除却に積極的な市町

村から区域設定の要望を受け、高山市、多治見市、瑞浪市、土岐市、可児市、瑞穂市、御

嵩町の区域の一部を特区に設定した。平成 15 年 10 月に申請を行い、11 月に認定され、12

月より適用開始した。平成 16 年 1 月に大垣市の区域の一部を追加する変更認定がなされて

いる。 

 平成 16 年 6 月に屋外広告物法の一部が改正されたため、平成 17 年 1 月から特区での特

例措置が一般化された。 

 

b）特区認定後の取り組み状況 

 特区を設定した高山市や土岐市等では、広報やインターネット、住民説明会等によって

特区制度の周知を図った。 

 

c）イベントをきっかけとした意識の向上 

 下呂市では、駅前の沿道には多数の屋外広告物が設置され、景観が悪化した状況にあっ

た。2005 年に全国植樹祭が開催されたことを契機に、景観への関心が高まり、景観条例や

屋外広告物の制定への取り組みが動き出した。 

 

④ 岐阜県内の課題 

 県内の一部の市町村では、重点対策地区等の屋外広告物の規制により、地域特性を踏ま

えた細かな屋外広告物対策が進んでいる。一方、その他の地域では、地元住民の合意が課

題となり、対策が進んでいない。 



 

 64 

３） 石川県の取り組み 

 

① 屋外広告物行政の取り組みについて 

 石川県では、金沢市以外の県下市町村全てが県条例の対象地域である。主要幹線道路を

中心に禁止地域に指定し、その他の地域は許可地域としている。禁止区域は第 1 種、第 2

種に区分され、第 2 種は景観マスタープランにある景観重要地域とほぼ同様の地域であり、

病院、博物館の周辺区域で厳しい基準を設定している。特に、海岸沿いや能登島の道路か

ら海を見た景観、九十九湾の海側から見た景観に配慮している。 

 有料道路等の新規に整備した道路ではあまり違反広告物は存在しないが、既存道路に禁

止地域を設定する場合には、5 年間の猶予を設定し、合意形成のため、住民説明会を実施し

ている。 

＜屋外広告物条例の概要＞ 
 禁止地域（1 種、2 種）、許可地域の指定による制限を行っている。 
 禁止地域 1 種：第一種低層住居専用地域等の用途地域による指定。 

2 種：景観法、文化財保護法、森林法、自然環境保全法等に基づく地域。県景観条例の景観
形成重要地域、ふるさと石川の環境を守り育てる条例の自然環境保全地域等。 

高速自動車道、道路、鉄道、自然公園等。道路については、両側 100m～500ｍ等の幅を持っ
て指定。 

 許可地域 鉄道、一般国道、県道等の沿道、公園、山岳、港湾、空港、駅前広場等 
 広告物活用地区、景観保全型広告整備地区、広告物協定地区の指定はない。 

 

a）組織体制 

県土木事務所が除却を実施しており、市町村への委任は実施していない。 

 

b）普及啓発の取り組み 

いしかわ広告景観賞を毎年選定しており、広告物業者の励みにつながっているが、一般

の人々にはまだまだ浸透していない。 

県では、屋外広告物法改正に伴い、講習会を開催している。現在では受講が業者登録の

要件となっており、県内 300 業者が登録されている。広告物規制の案内用の小冊子を作成

し、説明時等に業者向けに配布している。 

 

c）景観法による規制誘導 

 景観マスタープランを策定し、広告物の位置づけも行っているが、あくまで法的拘束力

は持たない構想である。各市町村が自主条例等で広告物を規制誘導している事例はない。

平成 18 年 8 月に加賀市が景観行政団体となったが、広告物行政は当面引き続き県が実施す

る予定である。 
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＜石川県景観マスタープラン（屋外広告物にかかる概要）＞ 
 特に景観上重要な地域に景観形成重要地域（県指定）、景観形成重点地区（市町指定）、白山
眺望景観保全地域の指定を想定。 
 屋外広告物については、これまでの規制を継続する方針。ただし、上記３地域・地区におい
ては、下記を位置づけている。 
 
○景観形成重要地域  
主要道路沿いの原則禁止区域化、色彩の制限、地域特性に配慮した基準による誘導を行う。 

 具体的には、能登有料道路・加賀産業道路は、景観形成重要地域として屋外広告物が禁止さ
れており沿道景観の形成を進めている。また、加賀温泉郷では、白山への眺望景観の保全とと
もに、屋外広告物等のデザイン化や集合化による温泉地景観の創造が位置づけられている。 
 
○景観形成重点地区  
自家用広告物以外の原則禁止、詳細な景観形成基準による誘導、景観保全型広告整備地区の

指定、地域特性に配慮した基準による誘導、地場産業を用いたエコサイン、デザインの統一化・
集合化を図る。 
 具体的には、兼六園周辺、北前船寄港地、温泉地について、屋外広告物の規制誘導等による
景観保全、空港、港、駅、公園等の主要な観光施設は屋外広告物の規制誘導が位置づけられて
いる。 

 

② 除却に関する取り組みについて 

 道路パトロールの一環として違反広告物の簡易除却を実施している。違反広告物は、特

に住宅メーカーが設置する短期間の置き看板が多い。のぼり旗については、明らかに放置

されているものに限って除却している。違反広告物掲出者に対する有効な対策がなく、電

話等でねばり強く説得している状況である。 

 

③ 石川県内の特徴的な取り組み 

 温泉地である片山津地区では、観光客の減少を契機に、地元の観光会長が主導して、ア

クセス道路の屋外広告物の自主撤去を行った実績がある。これは、地区の住民・各種団体

代表、屋外広告物業者等で構成される屋外広告物等魅力アップ協議会を設立し、北陸自動

車道片山津 IC から国道 8 号までの 8.2km を対象に協議会で議論してきた成果である。 
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４） 金沢市の取り組み 

 

① 屋外広告物行政の取り組みについて 

 金沢市では、複数の条例によって景観の規制誘導を実施しているが、屋外広告物に関し

ては、基本的に広告物条例によって規制誘導を行っている。 

平成 8 年に中核市へ移行し、県から屋外広告物に関する権限が移管されたことに伴い、

金沢市では、一般的な屋外広告物条例に高さ規制を付加している。また、禁止展望区域を

設定し、屋上広告物の禁止、10 ㎡以下の総量規制を行っている。広告物活用地区では、審

査会での審査の下、賑わいに資することを条件に、基準を超過する広告物の設置を認めて

いる。 

金沢市では、景観形成における歴史的な蓄積から、市民の景観に対する意識が高く、市

条例を導入した際にも広告物業者からの反発もなく、規制に対する合意が得られたと考え

ている。しかし、禁止区域を新たに設定する場合には、説明会を実施し、経過措置として 5

年間の猶予を設けているが、合意形成は難航している。協定や地区計画では、条例よりも

厳しい制限をかけている事例が存在しており、新たな地区に規制をかける場合には、地区

計画等の住民合意を制度に組み込んだ方式が必要と考えられる。 

また、西インター大通り、諸江通りでは、沿道景観形成条例に基づく取り組みとして、

景観形成協議会を設立し、現地調査を行い、景観の現状を勘案した規制水準の設定を行っ

ている。 

＜金沢市屋外広告物条例の概要＞ 
禁止地域 第 1 種 伝統的街並み、自然環境 
     第 2 種 住居専用地域、都市公園・緑地、高速道路等 
     第 3 種 伝統環境保存区域、近隣商業地域等（こまちなみ、茶屋街、長町など） 
     第 4 種 商業地、病院、博物館等 
     第 5 種 北陸自動車道に接続する展望可能な地域（100ｍ以内） 
     第 6 種 加賀産業道路、金沢外環道路等に接続する展望可能な地域（100ｍ以内） 

※これらの地域では、自家広告物以外、ネオンの点滅、野立広告等が禁止される。 
許可地域 近代的で風格のある街並み景観の創出、美観風致の維持を図る地域 
広告物活用地区 片町地区、武蔵ヶ辻地区が指定され、審査により、基準を超過する広告物の設置が可能 

 

② 除却に関する取り組みについて 

 財団に委託し、JR の線路を境に東西を毎日交互に簡易除却を行っている。除却した広告

物は道路公園事務所に保管し、月に２回廃棄している。広告物の除却及び処分の費用とし

て、平成 18 年度当初予算では、640 万円を計上している。 

 違反屋外広告物は減少傾向にあるが、金融関係のビラが多数を占めており、警察に検挙

を依頼している。平成 16 年度には、屋外広告物法違反で業者を現行犯逮捕した実績がある。

立看板の 8 割は住宅メーカーのものであり、簡易除却の対象としている。常習犯に対して

は、電話で説得するとともに、道路管理者との合同パトロール等により対応している。商

工看板（広告業者が自主的に作成した案内図）については、違反広告物として、基本的に

除却している。 
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③ 金沢市独自の取り組みについて 

a）アクセス道路の広告物規制 

市の屋外広告物条例の禁止区域（第 6 種）に指定し、野立広告は禁止している。 
 
b）広告物の色彩変更 

赤地に白の屋上広告を反転させたボーダフォン社の事例は、

企業のコンプライアンス意識が高く、自主的に色彩変更が提

案されたものである。このように意識の高い企業は、自主的

に色彩変更する可能性があると考えられる。 

 

写真 ２-５ ボーダフォン社の事例 

c）審査会の実施 

 申請された広告物について、毎週１回と頻繁に審査会を開催し、審査を行っている。申

請者を伏せて匿名で審査している。広告物組合の会長も委員として参加しており、広告業

者の立場を超えた厳しい指摘がなされており、効果をあげている。しかしながら、一部に

は納得しない事業者も依然として存在する。 
 
d）湯涌街道（温泉）での共同看板化の取り組み 

 湯涌街道沿道の 50 町会及び温泉観光協会では、平成 13 年に湯桶街道景観整備協議会を

立ちあげ、街づくりの一貫として、沿道の美化活動や花いっぱい活動を実施してきた。こ

うした取り組み経緯も考慮し、市は、沿道を屋外広告物条例の第 6 種禁止地域に指定し、

規制の代替措置として公共サイン（集合看板）の設置を開始した。看板に表示している施

設からは、看板の維持管理費相当額として、年間 3 万円を徴収している。この額は自ら看

板を設置する場合よりも安価とのことから、掲示希望が高い。当初、沿道に立地する温泉

旅館や病院、ゴルフ場の野立看板が 40 基存在していたが、平成 18 年度時点では 10 基に減

少している。 

 用地買収によって市が設置場所を確保してきたが、適地が少なくなり、更なる設置が困

難となっている。道路占用が可能となれば、この取り組みが一層推進可能となるが、収益

を得ていることなどを理由に管理者である県の許可が得られない状況にある。 

   
出典）「湯涌街と景観整備協議会パンフレット」より 

写真 ２-６ 湯涌街道共同看板の事例 

日航財団 HP（http://www.jal-foundation.or.jp/html/keikan/backnumber/keikan8.htm） 
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e）道路標識特区 

 平成 17 年 3 月 沿道景観形成条例を制定（指定地区はまだなし） 

 平成 17 年 6 月 第 7 次構造改革特区に提案 

 平成 18 年１月 第 10 回認定申請 

 平成 18 年 7 月 認定 

写真撮影スポットを遮っているとの新聞記事を契機に検討を開始した。案内標識・警戒

標識各１箇所について、ホームページ上あるいは観光客に対するアンケート、及び学識者・

観光関係者・ボランティアガイド・市民によって構成される委員会の検討結果に基づき、

標識の大きさを基準の 2／3 に縮小して試行している。景観の阻害だけでなく、通行者、特

に高齢者の観点から見た視認性について、金沢工業大学、高齢者ボランティアの協力の下、

実証を行っている。 

    

変更前     変更後 

出典）「金沢市ホームページ」より 

写真 ２-７ 道路標識の縮小試行事例 
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５） 京都市の取り組み 

 

① 屋外広告物に関する取り組みについて 

 

○規制誘導 

 規制誘導は都市景観課が所管し、違反広告物の除却は風致保全課で所管している。 

 昭和 31 年に屋外広告物条例を制定した。市内全域を禁止または許可区域（第１～5 種）

としている。その他に、幹線道路沿いの規制誘導を図るための沿道型規制地域（第 1～3 種）、

観光地の規制強化を図るための特別規制地区（伝統的建造物群保存地区５箇所、木屋町）

が指定されている。特に木屋町では夜間景観への配慮を求めている点に特色がある。 

 広告物に関する規制誘導は全て屋外広告物条例に基づいて実施しており、景観計画や伝

建地区等に合わせて規制する内容を変えた地区指定を行っている。 

また、四条、河原町、木屋町の３地区を重点的に違反広告物に対する指導を行う地区に

選定し、重点的に違反広告物に対する指導を行っている。 

＜京都市屋外広告物条例の概要＞  
1.屋外広告物禁止地域 
 文化財保護法に基づき指定された建築物の敷地等、森林法、河川水路、池沼、都市公園、国定公園の公
園区域、緑地、歴史的風土保存地区内等の樹林地、古墳、墓地、御所・離宮等 
 
2.屋外広告物規制区域 
地域ごとに定める基準への適合、位置や形態、意匠が及ぼす影響を勘案して許可を行う。第 1 種から規

制の強度に応じて第 5 種まで設定。 
・第 1 種地域 樹林地等の緑地、歴史的建造物や閑静な住宅によって良好な景観が形成されている地域 
・第 2 種地域 山並み等の背景と調和した優れた街並みが形成されている地域 
・第 3 種地域 店舗、事務所等が多数存在する地域で良好な街並みが形成されている地域 
・第 4 種地域 工場、事務所、倉庫等が多数存在する地域で良好な街並みを形成する必要がある地域 
・第 5 種地域 繁華街及び上記に該当しない地域 
 

3.沿道型屋外広告物規制地域（屋外広告物規制区域内の沿道のうち、特に基準を定める必要がある地域） 
地域ごとに定める基準への適合、位置や形態、意匠が及ぼす影響を勘案して許可を行う。第 1 種から規

制の強度に応じて第 3 種まで設定。 
・第 1 種地区 主に旧市街地北部及び鴨東地域の幹線道路沿い 
・第 2 種地区 主に 20ｍの高度地区制限の適用された幹線道路沿い 
・第 3 種地区 主に 20ｍ超または高度地区制限のない幹線道路沿い 
 

4.屋外広告物等特別規制地区 
地区毎の特色に応じた許可基準を設定（産寧坂、嵯峨鳥居本、上賀茂、石塀小路、祇園新橋、木屋町）。 
 

5.その他 
・特定屋内広告物 
 窓ガラス等の内側に表示されているものについて、5 ㎡超については届出が必要。また、開口部の面積
に対して 5/10（1Ｆ以下）、3/10（2Ｆ以上）以下とすることが要件。 
 
・歴史的意匠屋外広告物 
 歴史的な意匠をもち、都市景観の維持・向上に寄与するものについては、面積基準等の特例措置がある。 
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a）人員体制 

 景観行政に携わる職員は約 50 名であり、うち屋外広告物行政にかかわる職員は 8 名（さ

らに嘱託 4 名）であるが、市内全域を管轄するには不足しているため、市民の協力が不可

欠である。 

 

○普及啓発 

a）広告主向け 

自家用広告物であっても、広告物の面積が 2 ㎡を超える場合は許可が必要であるが、全

てが申請されているわけではない。この原因は、主に広告主の制度に対する認知が低いこ

とにあると考えられるため、普及啓発のための冊子等を作成しているが、財政的にも配布

部数に制約があり、周知が進んでいない。平成 17 年 7 月の屋外広告物業者の登録制度を導

入した際には、広告主向けのリーフレットを作成し、商工会議所、商店会、不動産業界へ

の説明を実施した効果もあり、新規の申請件数は増加している。 

 

b）事業者向け 

京都市の基準は詳細な規定のため、看板業者であっても十分に理解されているとは言え

ない。京都以外の業者ではさらに理解度が下がると思われる。 

景観まちづくりコンクールを 4 年に 1 回実施しているが、平成 15 年には広告物部門への

応募がないなど、制度がうまく活用されていない。本コンクールへの応募に対するインセ

ンティブがないことが一因と考えられるため、今回の制度改正に伴い、優良広告物は規制

を緩和するなどの仕組みを検討中である。 

 

c）市民向け 

市民からは、捨て看板や看板の大きさ、色彩等に関する通報が多く寄せられており、意

識は高いと考えられる。 
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② 除却に関する取り組みについて 

a）ボランティア 

 除却推進員制度を平成 9 年から導入した。推進員は、既存の補導委員、防犯委員、及び

新たに募集した市民ボランティアである「京・輝き隊」の 622 名で構成される。ピンクチ

ラシや張り紙の除却が活動の中心である。広告業者とのトラブルを防ぐため、活動時には

警察に事前連絡しておき、迅速な対応が可能なように連携を図っている。また、ボランテ

ィアに対する「活動の手引き」を作成し、活動内容を解説している。 

なお、市では、ボランティア保険代として、650 万円程度を支出している。 

 
違反はり紙等除却制度（平成 18 年 11 月末日現在） 
略称 推進員 京・輝き隊 指導員 
名称 京都市路上違反広告物追放推

進員 
京都市はり紙等違反広
告物除却活動員 

京都市違反広告物除却指導員 

対象者 少年補導委員会等 一般市民 団体 
人数 312 名 622 名 ２団体 
特徴 全市域に及ぶ少年補導委員会

の支部長等で構成される。市
から委嘱され、はり紙等の簡
易除却を実施するもの。 

市民ボランティアによ
るもの。まちづくり・
美化団体、商店街系の
団体等の47団体で構成
される。 

国道事務所、京都府青少年有害
環境対策推進事業実行委員会で
構成され、広告物表示物件所有
者等が権限の委任を受けて自ら
除却活動を行うもの。 

 
・各制度の活動実績 
推進員 

 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年 11 月末 
実施回数 225 189 577 347 94 
延べ参加人数 6,632 2,634 4,090 2,397 1,029 
除却枚数 157,893 31,881 20,9518 52,154 4,894 

京・輝き隊（平成 18 年 11 月末日現在） 
実施回数 
（回） 

延べ参加人
数（人） 

はり紙 
（枚） 

はり札 
（枚） 

立看板 
（枚） 

広告旗 
（本） 

合計 

68 406 1,060 99 1,181 22 2,362 
指導員 

 はり紙・はり札（枚） 立看板（枚） 広告旗（枚） 
平成 17 年度 284 16 4 
平成 18 年度 11 月末 224 － －  

 

b）業者委託 

 １業者に委託して、トラック隊（2 名 1 組）、バイク隊（2 名 1 組）の各 1 組が活動して

いる。トラック隊は市内全域を週２～３回、市バス路線を巡回し、違反広告物の簡易除却

を実施している。バイク隊は毎日午前中に市内を巡回し、ビラや張り紙の簡易除却、通報

された広告物の除却等を実施している。 

立看板の掲出については、不動産開発の減少や簡易除却対象の拡大等によって減少傾向

にある。市では、これらの除却のための両者委託に年間 900 万円程度を要しているが、概

ね市内の巡回・除却への対応はできていると考えている。  
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業者委託による除却実績 
 種別 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年 11 月末 

はり紙等（枚） 60,462 85,391 67,255 27,533 18,365 定例撤去 
立看板（枚） 9,921 17,784 11,269 2,338 860 

雇用対策撤去※ 総数（枚） 333,913 280,174 310,229 － － 
※平成 16 年までの時限事業 

 

c）違反広告物対策会議 

 昭和 59 年 2 月に京都市が事務局となり、企業者で構成される年 2 回の対策会議の開催、

一斉除却等のイベントを実施している。平成 18 年度は、40 名の参加により、ＪＲ西大路駅

周辺で街頭での啓発活動、違反広告物の除却活動を実施した。 
＜構成メンバー＞ 

・ 京都国道事務所 
・ 京都府警 
・ ＮＴＴ西日本 
・ 関西電力 
・ 京都市（交通局、建設局、都市計画局（事務局）） 

 

d）その他の主体による除却活動 

国道事務所も春・秋の年 2 回、国道上の違反広告物の除却を実施している。 

 

③ 京都市独自の取り組み 

a）色彩の誘導 

 昭和 40 年代に京都駅前のコカ・コーラの看板の色彩を協議によって反転させたのが最初

の事例である。以降、広告物の色彩に関して個別に協議することで、広告物に問題意識を

有する企業では配慮がなされている。近年では、自ら標準色と異なる看板を提案してくる

企業も存在する。 

 

b）自家用広告物、屋内広告物に対する規制 

 平成 8 年に自家用広告物の掲出可能面積を 5 ㎡から 2 ㎡へと規制を強化した際には、産

寧坂地区等では歓迎されたが、他の地区では商業に影響を及ぼすという懸念の声も多くあ

げられた。このように規制の強化に対する反応には地域差がある。 

当時は、商店会・自治会への個別説明、約 1500 の届出業者に対する周知文の発送により

合意形成を図った。しかし、一般の人々にとっては、本規制が自分にも影響するとはあま

り認識されていなかったと思われる。 
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c）屋外広告物モデル地域での違反広告物への指導 

平成 17 年度、平成 18 年度において、屋外広告物調査を実施し、許可基準への違反、手

続きの違反等について現地調査を実施し、手続き違反について是正指導を行っている。 

＜モデル地区の取り組み概要＞ 
○対象地域 
  四条地域（四条大橋～四条烏丸）の沿道 
  河原町地域（三条河原町～四条河原町）の沿道 
  木屋町地域（三条木屋町～四条木屋町）の沿道 
 
○平成 17 年度の取り組み状況 

・調査結果 
違反している屋外広告物を掲示している事業所及び建物の棟数 

 事業所数 棟数 
許可基準違反 347 78 
手続き違反 94 47 
違反なし 76 64 
計 517 189 

・指導状況 
違反事業所及び建物に対する指導状況 

対象事業所 事業所数 棟数 
指導 94 47 

指導中 71 26 内
訳 是正指導完了 22 21  

 

d）新たな規制誘導 

 景観意識の高まりを背景に、京都市全体として「京都創生」を市政のテーマに掲げ、そ

の３つの柱として「景観」・「観光」・「文化」を位置づけ、市長以下、景観に対する取り組

みを積極的に推進している。 

 景観に関する「時を超え光り輝く京都の景観づくり審議会」答申、及び市民アンケート

の結果、屋上広告物が景観を乱しているという回答が 55％に達したこと等を受け、規制の

強化に向けた制度改正に取り組んでいる。 

 京都の景観においては、特に周辺三山への眺望が重要なため、スカイラインを乱す屋上

広告を全面禁止、袖看板の高さに対する規制強化等を予定している。規制の基準値は市内

部で検討した結果であり、全市域に規制をかけないと京都の景観が守れないと認識してい

る。また、世界遺産周辺等のより配慮が必要な地区などに対し、きめ細かに規制していく

ため、現行の屋外広告物に関するモデル地区の指定を 9 地域から 21 地域に細分化を予定し

ている。 

 合意形成はパブリックコメント、全国インターネットアンケート、説明会、庁舎での計

画の閲覧等により実施している。事業者の中には、市民からの批判があっても、目立つこ

とが重要と考えている業種も存在するなど、反対の声も一定数存在する。また、マスコミ

を含め、性急に過ぎるのではないかとの声もあるが、市民、市外の方からは、もっと早く

から実施すべきであったとの意見も多い。市では、景観は公共財であるとの認識を市民、

事業者双方に理解してもらい、街に愛着をもってよくしていく必要があると認識している。 
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＜屋外広告物に対する規制誘導計画の見直し概要＞ 
・屋外広告物規制区域を 5 種類から 9 種類に、沿道型を 3 種類から 12 種類とし、地域を細分化

して規制誘導を図る。 
・屋上屋外広告物を全面禁止。 
・建築物等に定着させた屋外広告物の高さの上限の引き下げ、建築物に対する広告物の高さ割

合を規制。 
・広告物１個当たりの面積制限を強化。 
・都心部、眺望景観に配慮する必要がある沿道において、道路への突出の禁止等を措置。 
・意匠の制限を強化（点滅式照明を市内全域で禁止、写真・絵画等の表示面積を制限）。 
・特定屋内広告物についても許可制とし、屋外広告物と同じ規制とする。 
・屋外広告物の設置完了検査、維持管理の状況報告を義務付け。 
・優良な広告物に対して、表彰や面積規制の緩和、許可期間の延長、特例許可等の誘導策を導

入。 
・既存不適格物件については、1 回のみ許可更新を可能とする。 
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６） 横浜市の取り組み 

 

① 屋外広告物に関する取り組みについて 

 街づくり協議等の景観の視点からの規制誘導、重点地区の指定は都市整備局都市デザイ

ン室で所管している。重点地区の違反広告物の簡易除却については、資源循環局で所管し

ており、人出の多い繁華街等を重点地区に指定している。環境創造局では、屋外広告物条

例を所管しており、重点地区以外の違反広告物の簡易除却を行っている。なお、道路上の

占用物件については、道路局で所管している。 

 
＜横浜市屋外広告物条例の概要＞ 

禁止地域：国道の沿道両側 500ｍ、高速道路の沿道両側 50ｍ、鉄道の両側 500ｍ（商業地域内は可）、河
川区域、金沢区の海岸の一部、文化財保護法に指定された建造物の敷地と敷地から 50ｍ以内の
地域、古墳・墓地、火葬場・葬祭場 

許可地域：市内全域 

 

② 除却に関する取り組みについて 

 外部業者に委託して実施しており、重点地区以外では、年間 250～260 日（土日を除くほ

ぼ毎日）巡回と除却を行っている。４業者で４つのエリアを巡回し、週に１、２回は各区

を巡回している。委託料は年間約 6 千万円程度となっている。委託内容は簡易除却に限定

している。なお、重点地区では週３、４回の巡回を実施している。 

また、平成 9 年には、高速道路の沿線の看板を一斉除却した実績がある。 

基本的には市で違反広告物の簡易除却を行っているが、以前は市内 18 区中 14 区で路上

違反広告物除却員制度に基づき、市民（町内会等）に除却を委託していた。近年では、広

告業者とのトラブル等もあり、市民を危険にさらさないため、市民への委託は減少傾向に

あり、現在では、一部の区での委託にとどまる。 

 ピーク時の平成 11 年度には約 40 万枚の除却を実施したが、平成 17 年度は約 14 万 6000

件にとどまった。その要因として、景気の悪化による屋外広告物の需要の減少、屋外広告

物法改正に伴う違反事業者の告示や除却対象の拡大による金属製の立看板等も除却可能に

なったたに、事業者に抑制効果が働いたことなどが考えられる。 

 
＜除却箇所＞ 

美化推進重点地区：20 箇所  （都心部 2 箇所、その他駅前等拠点 18 箇所） 
重点地区    ：82 箇所  （主要駅前等） 
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③ 横浜市に特徴的な取り組み 

a）公共掲示板 

 違反屋外広告物の氾濫への対策として、昭和 30 年代からはじめた取り組みである。町内

会の掲示板等に掲出できない営利目的の広告の掲出を対象として、10 日間に限って掲出を

認めるものである。実際には、事業者でなく、市民の利用がほとんどである。 

 繁華街を中心に市内 150 箇所に設置しており、郊外のニュータウン部などは需要に比し

て設置数が少なく、市民からの設置要望が多い。広告物の掲載、撤去については、掲出者

の自主管理に任せている。 

 
写真 ２-８ 公共掲示板の例 

 

b）事業者向けの啓発 

 市広告物美術協同組合を通じた法令の講習などが中心である。屋外広告物審議会の委員

は同組合からも選定されている。 

 

c）市民の普及啓発 

 屋外広告物の日のイベントにおけるパネル展示による広報を中心に実施している。 

 

d）バス停広告 

 公共施設の新たな整備手法として市長の発案で取り組んでいる。 

平成 15 年の規制緩和に伴い、広告料収入を上家の整備・維持管理費に充てるというルー

ルの下、上家の新設整備と一体的に行われる広告板の設置を認め、路上広告の柔軟化を行

った。 

交通局では、設置場所の確保や申請書類の審査を行い、都市デザイン室では内部基準に

基づいて広告物のデザインを審査し、環境創造局で屋外広告物の許可を行っている。 

 今後の市としての課題として、大きく次の２点が挙げられる。ひとつは、他の屋外広告

物と同様の審査手続に統一するか否かの検討が必要であること、もうひとつには、バリア

フリー法の基準に対応しつつ、本方式のバス停を設置できる広幅員の歩道の場所が限られ
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ており、設置場所の確保が困難なため、当初計画した設置数に達しない恐れがあることで

ある。 

 

 
図 ２-３ バス停広告のスキーム 

 

 
写真 ２-９ バス停広告の例 

 

横浜市 

ＭＣドゥコー（株） 

交通局 

広告主 

広告料 

・バス停上屋の設置、維持管理 

 

許可申請 

・書類審査 

・設置場所の確保 

都市計画局 環境保全局 

道路管理者 

・広告物のデザイン審査 

・道路占用許可 

・道路占用料の免除 

・屋外広告物条例に基づく許可 

許可 

広告の募集・掲載 
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④ 今後の課題 

広告物行政が多部局にわたり、部局間の施策のすり合わせが困難な状況にある。 

 悪質な事業者は依然として、確信犯的に違反広告物の掲出を行っており、いたちごっこ

の状態にある。なお、違反広告物は金融関係、不動産関係が中心である。市の体制として、

年間の許可件数が 6～7000 件、数万単位の物件数にもかかわらず、担当は３人のため、是

正指導に手が回らないのが実態であり、除却は事業者に依存している。 

市では、未申請業者、事業者調査を年１回実施し、申請を依頼する取り組みを行ってい

るが、書面による通知のため、申請に至るのは 3、4 割にとどまる。条例を理解していない

事業者が依然として多い。 

予算に関しては、過去の違反広告物の氾濫の経緯もあり、違反広告物の除却に関しては、

経常経費的な扱いとして確保されている。 

なお、屋外広告物法の改正に伴う業者の登録制度は未だ実施していない。 

平成 18 年 4 月の景観条例の施行もあり、今後、市として、景観施策と屋外広告物行政を

どうすり合わせていくのかが課題である。 
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７） 岐阜市の取り組み 

 

① 屋外広告物行政の取り組みについて 

 

 岐阜市では、平成 8 年の中核市移行後、広告物が適正に出されるよう屋外広告物法に基

づく岐阜市屋外広告物条例を制定し、まちづくり景観室を中心に屋外広告物の許可申請や

簡易除却等といった屋外広告物の規制や誘導等を行っている。 

 これまで未申請の屋外広告物への取り締まりを継続してきた結果、屋外広告物の許可申

請件数、許可手数料とも年々伸びている。 

 

a）屋外広告物に関する啓発活動 
 市民に馴染みの薄い屋外広告物法や岐阜

市屋外広告物条例の啓発を行うために、9 月

1 日～10 日（屋外広告物の日）の屋外広告美

化旬間に、違反広告物の指導、制度のＰＲ等、

街頭啓発を実施、岐阜市まちづくり景観室、

土木管理室、土木事務所、県警察、県広告美

術業協同組合や地元の屋外広告物啓発協力

員等との協力により、商店街等の違反広告物

のパトロール等を行っている。 

 このほか、屋外広告物規制概略図や申請手

続の流れをわかりやすく説明した「屋外広告

物のルール」を作成、申請指導や啓発に活用

している。 
 

図 ２-４ 「広報ぎふ」 
平成 18 年 9 月 1 日号より 

 
b）岐阜市屋外広告物審議会の設置・運営 

 市内の広告物に関する重要事項を調査・審議するための組織として、岐阜市屋外広告物

審議会を設置している。委員は、学識経験者、行政関係者、岐阜市広告美術協同組合の代

表者、市民団体の代表者、一般公募市民により構成されている。 
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② 除却に関する取り組みについて 

a）屋外広告物法に係る構造改革特区 

 岐阜市は、平成 15 年 11 月に岐阜市内の美観風致の維持が必要な地区等※を対象とした

屋外広告物の簡易除却の対象拡大と要件緩和等に関する構造改革特区「岐阜市きれい・す

っきり簡易除却モデル特区」を申請、認定された。 
※ 特区申請時、対象範囲は市域の 6 割程度と制限があったため、風致地区、中心市街地や閑静な第

一種・第二種住宅地域、幹線道路沿い都市公園等を中心に屋外広告物の規制区域を指定した。 
※ 平成 16 年 6 月の屋外広告物法一部改正により、特区の措置が一般化された。 

 

b）屋外広告物パトロール 

 現在、岐阜市では簡易除却の専任職員 4 名を配置している。2 人一組となり、それぞれ軽

トラックで定期的にパトロールを行い、違反屋外広告物の簡易除却、未申請広告物の申請

指導、店舗前の違反掲出看板への撤去指導やチラシ等による周知活動を行っている。パト

ロールの結果、得られた広告物に関する基礎データは、データベース化して管理している。

当初、専任職員は 2 名であったが、簡易除却の範囲の拡大、業者への申請指導の強化等に

合わせ 4 名へと増員された。 

 この定期的なパトロールは、屋外広告物に関する特区認定の当初に実施した違反看板の

撤去の際に、一部業者から「店舗前の看板は撤去対象にならないのか？」とのクレームを

受けたことから、地域による不公平感を払拭するために平成 16 年から開始した。平成 18

年度で市内全域の路線を一巡し、2 巡目に入っている。 
 

c）簡易除却の実績と傾向 

 管理されていない放置看板を中心に除却を行っている。岐阜市の傾向として、マンショ

ン等の住宅販売、金融、結婚サービス屋等の立看板やのぼり旗が多く見受けられる。 

 岐阜市では、平成 15 年 11 月の「岐阜市きれい・すっきり簡易除却モデル特区」認定後

から約 2 ヶ月間を市民への広報・ＰＲ期間とし、広報誌への掲載や違反業者への文書によ

る通知や指導を行い十分周知を図ったのち、特区として要件拡大した簡易除却を開始した。 

 ＰＲ期間後の平成 16 年 2 月から 12 月までの屋外広告物簡易除却数で、これまで除却でき

なかった除却対象は、はり札タイプが 442 件、置看板が 639 件、のぼり旗が 41 件であった。 

 岐阜市では、屋外広告物を掲出した相手が分かる場合でも、近くに管理者がいなければ、

違反が判明した時点で対象物件として即時除却を実施している。 

   
写真 ２-１０ パトロールによる違反広告物の撤去作業 

（左：撤去前、中：撤去中、右：撤去後） 
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d）除却物件の処分 

 置看板（ブロック等で足もとを固定した版面がプラスチック等の素材による看板）につ

いては除却後の処分方法が課題である。岐阜市で特区認定以前は簡易除却が困難で除却し

てもしばらく保管していた。特区認定後は、競売等の措置をとらず、産業廃棄物として処

分している。 

 岐阜市では、違反広告物の除却推進体制として、徹底的なパトロールや指導を行うとと

もに、安価な保管場所の処分費用を確保している。年間にかかる除却や処分費用は約 100

万円であり、また、除却した置看板等は、市の遊休地を活用して一時的に保管している。 

 

③ 岐阜市内の特徴的な取り組み 

a）市民協力者の活用 

 岐阜市では、市内自治会連合会（50 団体）に一人ずつ「屋外広告物啓発協力員」を配置

し、電話や所定の報告書等による違反屋外広告物の通報協力をお願いしている。 

 協力員から通報があった場合、専任職員が現地に急行し、簡易除却可能な物件なら即時

除却し、また、店舗前の違反看板等については店主等の所有者を確認、撤去指導等の注意

を行っている。 

 ただし、自家用広告に対しては除却にまで至っていない。 

 

b）屋外広告物実態調査及び申請指導 

 市内に氾濫する屋外広告物の実態を把握するために、職員による日常パトロール等での

調査と外部委託による調査を継続して実施している。これら収集したデータに基づいて、

未申請（無許可）広告物の掲出者に対し、申請指導を実施し、適正化に努めている。 

      
写真 ２-１１ 市による屋外広告物の適正化要請に対し対応した事例(表示面積の縮小) 

 

      
写真 ２-１２ 市による屋外広告物の適正化要請に対し対応した事例(違反広告物の撤去) 
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c）その他 

 岐阜市では、中心市街地活性化の中で「まちなかの回遊性」を掲げており、観光資源で

ある長良川・金華山を中心に、１）道の整備、２）案内サインの整備を推進中であり、合

わせて屋外広告物対策を実施することで景観の向上につながっている。 

 金融関連等の屋外広告物については、最近見なくなっており、取り組みの効果が現れて

いると思われる。また、隣県の愛知県における屋外広告物の撤去強化の影響等もあり、自

家用広告の扱いについても県に相談が寄せられるようになってきている。 

 

④ 今後の課題 

a）地元意識 

 岐阜市ではパトロール等の効果が年々上がっているものの、地元の意識向上には至って

いないと思われる。屋外広告物に関する啓発活動も行っているが、看板掲出に関するトラ

ブルは依然として発生している。景観計画と並行して屋外広告物への対応についても規定

することを予定しており、平成 20 年の景観条例改定で市民による活動、屋外広告物への取

り組みが進むことを期待している。 

 

b）屋外広告物の色彩等 

 岐阜市の今後の課題としては、事業所の自家用広告、野立看板、ロードサイド店の大型

の屋外広告物等に対する適正な広告物のサイズや色彩の指導が挙げられる。 

現在は、パンフレット等で協力を要請しているにとどまっており、平成 18 年度時点で、

広告独自のガイドラインを作成中であるが、地域毎のデザインをどう規定するかが課題で

ある。 
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８） 東京都の取り組み 

 

① 屋外広告物行政の取り組みについて 

 都では、屋外広告物の許可申請や簡易除却等の日常的な取り組み等を市区町村へ委譲し

ており、市区町村それぞれ独自の対応や取り組みを実践している。都による取り組みは以

下のとおりである。 

 

a）屋外広告物条例による規制等 

 都屋外広告物条例では、都市計画区域の第一種住居専用地域、第二種住居専用地域等を

屋外広告物禁止区域、橋梁、高速道路、高架鉄道、国道・都道等を禁止区域として指定し

ている。 

 

b）違反広告物簡易除却キャンペーン 

 都では、違反屋外広告物対策の一環として、毎

年 10 月に「共同除却キャンペーン」を開催し、

屋外広告物への規制の存在や規制内容の周知と違

反屋外広告物に対する都民意識の向上を図ってい

る。 

 キャンペーンでは、道路管理者、警察の他、貸

金業協同組合や不動産業界等の団体、自治会等の

協力のもと、道路上の違反広告物対策について協

議し、キャンペーンに参加する区や市と連携して

違反屋外広告物の共同除却を行っている。 

 参加する区や市では広報誌への掲載等によるＰ

Ｒを行い、除却キャンペーンへの協力と参加を呼

びかけている。 
出典）「めぐろ区報 9/25」より 

写真 ２-１３ 違反屋外広告物取り締まり月間の告知 

 
c）広告誘導地区の導入 

 都では、平成 16 年度の法改正時に屋外広告物条例独自の施策として、広告誘導地区の指

定制度を導入した。広告誘導地区は、一定の区域を設定し地権者の 3 分の 2 の合意によっ

て屋外広告物を誘導できる地区である。しかしながら、現在までに具体の地区選定に至っ

ていない。 

 都では、「広告誘導地区」の他に、都市計画法に基づく「地区計画等」や「景観計画」、

東京のしゃれた街並みづくり推進条例に基づく「街並み景観重点地区」の活用を屋外広告

物の規制誘導方策の柱と位置付けており、地域の景観特性に合わせた屋外広告物の規制誘

導を進めている。
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出典）東京都「屋外広告物のしおり」より 

図 ２-５ 特定の地域において、屋外広告物への基準を設けるための具体的な手続の流れ 
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d）イベント開催に合わせた共同除却の実施 

 2007 年 2 月の東京マラソン開催時に、コース沿いの簡易除却を区や道路関係者等との共

同で実施した。 

 

e）業者を管轄する許可権限者からの指導 

 違反屋外広告物について、道路管理者から注意してもなかなか改善されない場合、違反

業者に対して許可権限を持つ部課に指導協力を依頼し、取り締まりを行っている。不動産

関連による違反屋外広告では、建設局の不動産業課へ連絡、不動産業課からも違反広告物

に対する指導を行っている。 

 

 

② 除却に関する取り組みについて 

 

 現在、簡易除却に関する取り組みについては、区や市が独自の取り組みを展開している。

「区部と市部による簡易除却概数表」によると、平成 16 年度から簡易除却数に減少が見ら

れる。 

 屋外広告物法改正による除却対象の拡大の他、区や市単位で実施している民間ボランテ

ィアによる簡易除却、共同簡易除却キャンペーン等、違反広告物の除却が徹底されてきた

ことが要因のひとつとして考えられる。     

 民間ボランティアを都内で最初に活用したのは世田谷区であるが、2006 年現在、練馬区、

杉並区、葛飾区等でボランティアを活用した簡易除却を実施している。 

 

③ 東京都の特徴的な取り組み 

 

a）景観法に基づく屋外広告物対策 

 都では、景観条例を改正し、新たに策定した景観計画と合わせて、平成 19 年 4 月に施行

予定である。 

 東京都では、平成 18 年度時点で都が唯一の景観行政団体である。景観計画の方針のひと

つとして、他の建物等と一体となって良い景観づくりを推進していくことを掲げ、屋外広

告物の規制誘導も景観計画として連動して推進していくことになる。 

 都の景観計画の制定以降は、屋外広告物単独の規制誘導方策の実施はあまりないのでは

ないかと思われる。 
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b）広告協定地区について 

 都屋外広告物条例に基づく広告協定地区は、臨海副都心の 1 箇所のみである。 

 臨海副都心では、地権者の大手企業数社が発案し、東京都港湾局がまとめ役となって、

まちづくりのコンセプトに合うように協定を締結した。地区内で掲出される屋外広告物に

ついては、委員会を開催し審査することとしている。新しくできたまちであり、地権者数

も少なかったことが、広告協定地区の指定を可能にしたと考えられる。同様のことを既成

市街地で試みた場合、協定に加わ

らない地権者や事業主が多く、地

区の指定は困難であると思われる。 

 その他にも都内で、屋外広告物

の誘導に関する活動（青山通り

246 号等）が行われているが、屋

外広告物条例や景観条例等に寄ら

ない自主ルールであり、拘束力を

持たない。 
出典）東京都「屋外広告物のしおり」より 

                   図 ２-６ 広告協定地区指定の手続 
                    （「屋外広告物のしおり」より） 

 

c）バスラッピング広告 

 バスラッピング広告は公共交通における収入源のひとつとして導入した。屋外広告物と

の関連や違反屋外広告物への効果は少ないと思われる。 

 また、都の広告審議会で「屋外広告物について、片方で規制をかけておきながら、片方

で緩和しており、ちぐはぐである」等と委員から指摘も受けており、賛否両論は今でもあ

る。なお、バスラッピング広告の掲載デザインは、各バス業者で審査し、掲載している。 

 

出典）東京都「屋外広告物のしおり」より 

図 ２-７ 車体利用広告の掲載内容（一部） 
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④ 東京都の課題 

 

a）工事用養生シートへの広告 

 最近、工事中の養生シートへの広告掲載に関する問い合わせが多いが、認めないと回答

している。しかし、違法に掲出された例もあり、課題となっている。仮に広告の掲載を認

めた場合、工事中の物件だけでなく広告効果を狙って多様な建物への適用ができると拡大

解釈される恐れがあり、影響が大きい。 

 なお、工事用の仮囲いについて、条例では敷地内は屋外広告物の規格での掲載、道路上

は商業性のないイラストや絵画等以外、掲載を認めていない。 

 

b）その他 

 窓の内側に掲出する広告である屋内広告物は、現行の屋外広告物法や都の条例では対処

できない点が課題である。屋内広告物は、行政が条例等によって規制できる範疇かが不透

明で、裁判になった時に負ける恐れが懸念されることから、現状では、景観の観点から誘

導していくことが次善策ではないかと思われる。 

 


